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１ 法人の概要 

（平成 ２１年５月１日現在） 

（１）名 称 

公立大学法人岡山県立大学 

（２）所在地  

      岡山県総社市窪木１１１番地 

（３）法人設立の年月日  

      平成１９年４月１日 

（４）設立団体 

      岡山県 

（５）中期目標の期間 

      平成１９年４月１日から平成２５年３月３１日 

（６）目的及び業務 

ア 目 的 

公立大学法人岡山県立大学は、人間を取り囲むさまざまな環境の中で調和のとれた発展を期し、地域の課題や

社会の要請に的確に応えるため、「人間・社会・自然の関係性を重視する実学を創造し、地域に貢献する」こと

を基本理念とする。 

この理念に基づいて、学術の進展と教育の振興を図り、福祉の増進、文化の向上、地域産業の発展等に寄与す

る研究活動に取り組むとともに、知性と感性を育み、豊かな教養と深い専門性を備えて新しい時代を切り拓く知

識と高度な技術を身につけた実践力のある人材を育成する。 

イ 業 務 

(ア) 岡山県立大学を設置し、これを運営すること。 

(イ) すべての学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談など学生生活に関する相談その他の援

助を行うこと。 

(ウ) 民間企業や試験研究機関等との間の共同研究や受託研究、技術指導等を実施するなど、法人以外の者と連携

して教育研究活動の推進に取り組むこと。 

(エ) 地域社会に貢献するため、公開講座を開設する等、地域住民に幅広く学習機会を提供するとともに、大学に

おける研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(オ) 前各号に掲げる業務を効果的かつ効率的に実施するため、附帯して必要となる関連業務を行うこと。 

（７）資本金の額      １２０億 ９,１６３万 ２,９４３円 

（８）代表者の役職氏名  

       理事長 三宮 信夫 

（９）役員及び教職員の数 

ア 役員  

理事長          １人 

副理事長        １人 

理事            ３人 

監事       ２人 

役員計     ７人 

イ  教職員 

教員    １６２人（専任教員数。ただし、学長を除く。） 

職員     ３２人 

教職員計  １９４人 
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（10）組織図 
 

【法人部門】    
          
      
            
       
     
     経営審議会       
       理事長（学長）  
    
  役員会      副理事長（事務局長）  
        理事長（学長）      理事（地域共同研究機構長） 
     
    副理事長（事務局長）      委員（非常勤：学外者）４人         
    理事（学生部長）      
      
    理事（地域共同研究機構長）       
         理事（非常勤：学外者）     教育研究審議会  
       
       理事長（学長）  
             副理事長（事務局長）  
      
       理事（学生部長）        
       理事（地域共同研究機構長） 
      
      委員（保健福祉学部長）  
     
      委員（情報工学部長）  
           委員（デザイン学部長）  
     
      委員（附属図書館長）       
      委員（全学教育研究機構長） 
           委員（非常勤：学外者）２人 
       
      
          

 
 

【大学部門】      
                        
            
    ※ 点線内は 22年度から設置     
           看護学専攻（博士前期課程）   
                   
        （大学院）      
            栄養学専攻（博士前期課程）   
        保健福祉学研究科           
               
            保健福祉学専攻（博士前期課程）   
                   
             
           保健福祉科学専攻（博士後期課程）   
                  
              
              電子情報通信工学専攻（博士前期課程）   
                     
                
           機械情報システム工学専攻(博士前期課程)   
           情報系工学研究科           
              
             人間情報システム工学専攻（博士前期課程）   
                    
              
             システム工学専攻（博士後期課程)   
                   
             
             ビジュアルデザイン学専攻（修士課程)   
          デザイン学研究科           
              
             工芸工業デザイン学専攻（修士課程）   
                  
            
           デザイン工学専攻（修士課程）   
                  
            
           造形デザイン学専攻（修士課程）   
                  
            
           看護学科    
       （大学）            
              
         保健福祉学部     栄養学科   
                    
              
            保健福祉学科    
                   
             
            情報通信工学科    
                    
            
  学 長       情報工学部     情報システム工学科    
                    
              
            スポーツシステム工学科    
                   
             
            デザイン工学科    
        デザイン学部            
              
           造形デザイン学科   
                   
             
            語学センター    
                    
             
        全学教育研究機構    情報教育センター    
                   
             
           健康・スポーツ推進センター   
                  
            
            産学官連携推進センター   
                   
            
         地域共同研究機構    保健福祉推進センター    
                   
             
           メディアコミュニケーション推進センター    
                  
                 
        附属図書館          図書班    
                  
                 
                企画広報班    
                  
               
           総務課   総務班   
                  
                  
                 学部事務班    
        事務局            
                 
                経理班   
                  
                 
               教務班    
       学生部長    教学課     
           
           学生班   
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（11）法人が設置運営する大学の概要 
 

大学の名称 岡山県立大学 
大学本部の位置 岡山県総社市窪木１１１番地 
学長の氏名 三宮 信夫（公立大学法人岡山県立大学理事長） 
学部等の名称 
 
 

修業 
 
年限 

入学 
 
定員 

 収容 
 
 定員 

  開設年度 
 
 

 
  備 考 
 

 
保健福祉学部 
  看護学科 
  栄養学科 
  保健福祉学科 

  年 
 
 ４ 
 ４ 
 ４ 

  人 
 
４０ 
４０ 
６０ 

    人 
 
１６０ 
１６０ 
２４０ 

 
 
平成５年４月 
平成５年４月 
平成５年４月 

 
 
 
 
 

情報工学部 
  情報通信工学科 
  情報システム工学科 
  スポーツシステム工学科 

 
 ４ 
 ４ 
 ４ 

 
５０ 
５０ 
４０ 

 
２００ 
２００ 
１６０ 

 
平成５年４月 
平成５年４月 
平成18年４月 

 
 
 
学科新設 

デザイン学部 
  デザイン工学科 
  造形デザイン学科 

 
 ４ 
  ４ 

 
４０ 
５０ 

 
１６０ 
２００ 

 
平成18年４月 
平成18年４月 

 
学科再編 
   〃 

保健福祉学研究科 
（博士前期課程） 
 看護学専攻 
  栄養学専攻 
  保健福祉学専攻 
（博士後期課程） 
 保健福祉科学専攻 

 
 
  ２ 
 ２ 
  ２ 
 
  ３ 

 
 
  ７ 
  ６ 
  ７ 
 
  ３ 

 
 
  １４ 
  １２ 
  １４ 
 
    ９ 

 
 
平成９年４月 
平成９年４月 
平成９年４月 
 
平成15年４月 

 
 
 
 
 
 
 

情報系工学研究科 
（博士前期課程） 
 電子情報通信工学専攻 
 機械情報システム工学専攻 
（博士後期課程） 
  システム工学専攻 

 
 
  ２ 
 ２ 
 
  ３ 

 
 
２０ 
２０ 
 
  ６ 

 
 
  ４０ 
  ４０ 
 
  １８ 

 
 
平成９年４月 
平成９年４月 
 
平成11年４月 

 
 
 
 
 
 

デザイン学研究科 
（修士課程） 
 ビジュアルデザイン学専攻 
 工芸工業デザイン学専攻 

 
 
  ２ 
  ２ 

 
 
  ８ 
  ８ 

 
 
  １６ 
  １６ 

 
 
平成10年４月 
平成10年４月 

 
 

附属施設等 附属図書館、全学教育研究機構、地域共同研究機構 
学生数  １,８５６人 
教員数     １６２人（専任教員数。ただし、学長を除く。） 
職員数       ３２人 

 
 
【大学の沿革】 
                     
平成 5年 4月  岡山県立大学（保健福祉学部・情報工学部・デザイン学部）開学 
         岡山県立大学短期大学部開学 
平成 9年 4月  大学院保健福祉学研究科，情報系工学研究科（修士課程）開設 
平成10年 4月  大学院デザイン学研究科（修士課程）開設 
平成11年 4月    大学院情報系工学研究科（博士後期課程）開設 
平成12年 6月    共同研究機構設置 
平成14年 4月    保健福祉支援センター設置 
               メディアコミュニケーション支援センター設置 
平成15月 4月    大学院保健福祉学研究科（博士後期課程） 開設 
平成15年 6月    サテライトキャンパス設置（～平成18年７月） 
平成17年 8月    全学教育研究機構設置 
平成17年10月    地域共同研究機構設置 
平成18年 4月    情報工学部スポーツシステム工学科設置 
               デザイン学部の学科再編 
               （ﾋﾞｼﾞｭｱﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ学科・工芸工業デザイン学科 → デザイン工学科・造形デ

ザイン学科） 
平成19年 3月    岡山県立大学短期大学部閉学 
平成19年 4月    公立大学法人岡山県立大学設立 
               保健福祉学部保健福祉学科改組 
 
 ※ 平成22年 4月 大学院情報系工学研究科 

人間情報システム工学専攻（博士前期課程）設置 
大学院デザイン学研究科 
デザイン工学専攻（修士課程）改組 
造形デザイン学専攻（修士課程）改組  
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（１）総合的な評定 

 

評 定   中期計画の進捗状況は順調 

 

法人化後３年目となる平成 21 年度は、これまでの経営戦略に従って、理事長(学長)のトップマネ

ジメントにより、計画達成に向けて各種取組を行った。 

21 年度の重要な取組として、情報工学部スポーツシステム工学科、デザイン学部デザイン工学科・

造形デザイン学科の年次進行に伴う大学院研究科専攻の設置、学校教育法に基づく大学機関別認証

評価の実施及び県財政構造改革大綱 2008 の影響を受ける中での戦略的な大学運営の仕組み作り等

が挙げられるが、無事に目標を達成することができた。 
これら、21 年度の業務実績に対する自己評価は、最小項目の評価点の配分で見ると、その大半を

占める「概ね達成（3 点）」と「やや未達成（2 点）」の割合が、79％と 17％で 20 年度とほぼ同じ

割合になった。 
総合的な評定においては、これらの状況と各大項目での評価内容を考慮し、「順調」と判定した。

 

（２）評価概要 
ア 全体的な状況 

最小項目ごとに行った自己評価点を、評価の実施基準に基づき算出したところ、大項目Ⅱ「大

学の教育研究等の質の向上」では、中期計画の進捗状況は「順調」となった。20 年度に比べると、

最小項目の「やや未達成」の割合が微増となっているが、最小項目の平均点（2.9）を見ると、20
年度と同じで変化はない。大項目Ⅱは大学の基本となる教育研究活動に関する計画のため、その

目標達成等に対する評価は、中長期的な視点で行う必要がある。 
大項目Ⅲ「業務運営の改善及び効率化」では、同様に中期計画の進捗状況は「順調」となった。

20 年度に比べると、最小項目の「概ね達成」の割合が 20％増となり、最小項目の平均点は 0.2 ポ

イント上回る 2.9 となった。 
また、大項目Ⅳ「財務内容の改善」、Ⅴ「自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供」及

び Ⅵ「その他業務運営に関する重要事項」は、最小項目数が少ないため、個々の項目の評点の結

果が大項目評価（最小項目評点の平均点）に影響しやすいが、20 年度の評価結果と比べて変化は

なく、中期計画の進捗状況は「順調」となった。 
 
イ 大項目ごとの状況 

(ｱ) 大学の教育研究等の質の向上に関する事項 

 

評 定   中期計画の進捗状況は順調 

 
【教 育】 

① 本学の教育目的は、「１．法人の概要」で記載したとおり、「人間、社会、自然の関係性を重視

する実学を創造し、地域に貢献する。」ことにある。この目標を達成するために、各学部・研究科

は次のような取組を行った。 
・ 保健福祉学部では、教育活動の成果として、国家資格試験の合格率を目標値として設定してい

る。平成 21年度は、看護学科に続き、保健福祉学科がはじめて中期目標数値を達成した。残る栄

養学科（管理栄養士の合格率）では、20 年度合格率を上回ることはできたが、目標達成に向けて、

更なる努力が必要である。 
・ 情報工学部では、平成 19 年度から進めてきた教育プログラムや教員配置の見直しが修了した。

特に、18 年度に開設したスポーツシステム工学科は、開設後 4 年（完成）を迎えたこともあり大

幅な改善を行った。 
・ デザイン学部では、教育に係るこれまでの指導内容やその成果について検証方法を検討してい

２ 平成２１年度に係る業務の実績に関する自己評価結果 
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るところであるが、各コースの特異性により、その内容も様々である。20 年度にデザイン工学科

で取り入れた、全国レベルのコンペへの応募等を検証手段とした試みは、21 年度も継続し、定着

しつつある。 
・ 大学院研究科では、これまでどおり、専門分野での高度な知識と応用力を身につけた人材の育

成を目指した取り組みを行った。特に、説明やコミュニケーション能力の醸成を目的に、学会等

での研究発表を学生に奨励した。 
平成 21 年度の特記事項としては、大学院研究科に３専攻を設置したことが挙げられる。18 年

度に設置（改組）した情報工学部スポーツシステム工学科、デザイン学部デザイン工学科・造形

デザイン学科が開設後 4 年（完成）を迎えるため、大学院研究科（博士前期・修士課程）専攻を

設置するもので、情報系工学研究科（博士前期課程）では人間情報システム工学専攻を、デザイ

ン学研究科（修士課程）ではデザイン工学専攻・造形デザイン学専攻を 22 年度から開設すること

とした。 
・ 全学教育研究機構では、組織体制を見直し、全学教育科目を目的別に区分した 7 カテゴリーご

とに幹事を置き、組織内における責任の所在を明確にした。また、教育活動の見直しとしては、

平成 20年度に提起した「全学教育がめざすもの」に基づき、全学教育における教育プログラムの

見直しに着手した。21 年度は、カテゴリー「学部教育への準備」について授業科目の再編を行い、

学部教育への入門的性格をより明確にした。 
 
② 学生の授業理解度を深め、豊かな人間性を形成する取組では、これまでどおり、特別選抜合格

者を対象とした入学前リメディアル教育、少人数での指導やオフィスアワーを実施するとともに、

内容の改善に努めた。 
また、学生の自主学習（予習）支援を目的に、22 年度シラバス作成に当たっては、「自主学習

ガイド」を全学的に点検し、内容を充実した。 

 

③ 学生の成績評価では、シラバスに明記された各授業科目の到達目標と成績評価の関係について、

全学的に点検し、より理解しやすいものとした。 
なお、平成 20 年度から検討していた、ＧＰＡによる成績評価制度の導入は見送ることとした。

当面は、同制度によらない方法により、学修遅延学生の早期発見・指導を行うこととした。 
 
④ 教育の実施体制では、平成 20 年度に設けたバッファポスト（空席の教員ポストを、学部学科の

枠にとらわれず、全学的視点で流動的に活用する。）を活用し、教員配置に利用した。（21 年度

は看護学科へ 1 名配当） 
また、より円滑な教育研究活動を目的に事務組織を見直し、22 年度から運用することとした。

 
⑤ 教育環境の整備・改善等では、語学センター及び情報教育センターにおいてネットワークの正

常運用及びトラブル時の早期対応に努めた。特に、情報教育センターでは、本学の情報資産の適

正な管理や情報システムの信頼性・安全性等の向上を目的に「情報システム運用・管理規程」を

策定し、22年度から施行することとした。 

また、語学・情報演習室の授業時間外開放日数を増やしたほか、附属図書館では電子ジャーナ

ルの普及に努めた。 
 

⑥ 教育の質の改善では、これまでどおり「学生による教員の授業評価」、「教員相互の授業参観」、

「ＦＤ研修会」及び「教員の個人評価（試行）」を実施した。 
まず、「学生による教員の授業評価」の見直しでは、これまでの全学部共通であった 15 評価項

目を重要な 6 項目に絞り、残りの 9 項目を各学部で任意に設定できる項目としたため、22 年度か

らは各学部学科が固有の業務改革に利用できることとなった。 
次に、学外の有識者を招いて行ったＦＤ研修会では、これまでの講義形式を変えてワークショ

ップ形式により行ったが、実施後のアンケートでは、参加教員の評価は高く、十分な成果が見受

けられた。 
「教員相互の授業参観」では、授業公開率及び授業参観率が前年度実績を大きく下回った。同

じ形式の繰り返しでは、得るところも急速に逓減するため、22 年度では十分な見直しを行う必要

がある。 
教員の個人評価については、以前から実施している「教員の個人評価調査書」を基に試行中で
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あるが、23 年度からの本格実施に向け、現行の評価スケジュールを見直した。これまでは、「教

員の個人評価調査」を実施した翌年度に評価を行っていたが、21 年度は、20 年度実施分だけでな

く、21 年度実施分についても評価を行い、スケジュールの前倒しを行った。 
 

【学生への支援】 

⑦ 学生のキャリア形成支援として、これまでどおり、インターンシップ推進会議を核に学生への

啓発を行った。 
平成 21 年度の特記事項としては、総社市が包括協定に基づく連携事業の一環として、市役所で

のインターンシップを実施したことで、本学 2～4 年生 11 名が参加した。今後、これら機会を十

分に活用できるよう、学生への周知を図る必要がある。 
 
⑧ 学生の就職支援として、これまでの各種支援業務について、就職ガイダンス実施時期の早期化

や低学年向けガイダンスの拡充、また、公務員試験やＷebを利用した就職模擬試験の実施等、学

生のニーズに応じて柔軟な対応を行った。 

21 年度卒業生の就職率は、景気低迷による厳しい雇用情勢の中、学士課程が 90.8％（20 年度 

95.8％）、大学院研究科では 94.0％（20年度 96.1％）と減少した。 

22 年度以降の雇用情勢も厳しいものが想定されるところであり、今後の雇用情勢を注視し、よ

り的確な対応を行う必要がある。 

 

【研 究】 
⑨ 教員の研究水準の向上では、21 年度計画から、学外における研究成果の発表件数について、各

学部学科が個々の目標数値を設定し、その達成に向けて努力してきたところであるが、情報工学

部では、一部の項目（国内会議）を除く 3 項目が目標を大きく下回った。設定された目標数値の

適否も含め、未達成の要因を点検する必要がある。また、デザイン学部では、目標件数を大きく

上回ったが、実施件数に重複部分が含まれていること及び研究や作品展等の発表を行った教員が

全体の 70％弱であったことから、目標数値の見直しが必要である。 
その他では、学域横断的な「領域・研究プロジェクト」は、本格運用から３年が経過し、8 領

域／13プロジェクト（20 年度 7 領域／10 プロジェクト）に拡大した。 
 

【地域貢献】 

⑩ 地域貢献として、地域共同研究機構を中心に、保健福祉推進センター及びメディアコミュニケ

ーション推進センターでは、それぞれの分野において、これまでの事業を継続した。 
平成 21 年度の特記事項としては、22 年 3 月に保健福祉推進センターに「県立大学子育てカレ

ッジ」を設置したことが挙げられる。 

これは、大学等が有する知的・人的資源とそのネットワーク及び施設等を活用し、大学を核と

した新しい地域との協働子育て支援拠点づくりを目指す岡山県の「子育て大学・地域タイアップ

事業」に取り組んだものである。 

実施主体「県大そうじゃ子育てカレッジ実行委員会（岡山県立大学、総社市、地域の子育て支

援者等）」を組織し、「親子交流広場」の整備を行っており、22年度から、当施設を総社市が運

営する「子育て支援拠点（チュッピーひろば）」として提供することとした。 
その他では、各学部学科を含め全学的な協力の下に、アクティブキャンパスを 113 回（20 年度 

118 回）実施した。20 年度に比べ若干減少しており、特に、デザイン学部では大きく減少してい

るが、これは、21 年度から後援・共催によるイベント参加型ではなく、本学教員が自主的に企画

する本学主体の活動にシフトしたことが要因と考えられる。ただし、イベント参加型であっても、

地域からの強い要請等があったものについては、これまでどおり実施している。 
 
【産学官連携】 

⑪ 地域共同研究機構の産学官連携推進センターを中心に、各学部学科の協力を得て、産学官連携

による研究活動を推進した。 
平成 21 年度の特記事項としては、【研究】の項目で記載した「領域・研究プロジェクト」が 8

領域／13 プロジェクトに拡大したが、アクティブラボの実施回数は 30 回（20 年度 35 回）と、

20 年度に比べて減少した。ただし、これまでは、基本的に参加教員が学部（学科）単位で行動し

ていたが、21 年度は、他学部（他学科）の教員が連携して活動するケースが多々見受けられた。



 

- 8 - 

連携による活動の割合が、20 年度は 6％であったものが、21 年度は 27％となっており、今後、領

域を超えた研究活動の活性化が期待される。 
また、20年度に着手した提案型共同研究は、4 件（20 年度 1 件）と増加した。 

 

【国際交流】 

⑫ 韓国ウソン大学校との国際交流協定は、過去 5 年間の交流実績を考慮し、22 年 1 月に延長を行

ったが、デザイン学部が計画していた、中国内蒙古大学芸術学院との国際交流協定は見送ること

とした。これは、専門性における共有部分が薄く、共同研究等に至る可能性も低いと判断したた

めである。21年度末の国際交流協定締結校の累計は 6大学となっている。 
また、国際交流による連携事業では、保健福祉学部、特に栄養学科において、共同研究や合同

セミナーの開催等、活発な活動が見られた。 
 
 
(ｲ) 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 

評 定   中期計画の進捗状況は順調 

 
【運営体制の改善、戦略的な仕組みの形成】 

① 理事長(学長)及び学部長等を中心とする機動的な運営体制により、戦略的な組織の運営（ＣＣ

戦略：学内を競争と協働の場として、各教員が教育研究活動に取り組む。）に努めるとともに、

「学長メッセージ」や「教員と学長との懇談会」を通じて学内に経営戦略の浸透を図った。 
また、各種経費の削減を行う中で、選択と集中による予算配分の見直しを行い、学長査定によ

る学内競争的資金「教育力向上支援助成費」及び「最先端研究助成費」を創設した。 
 
② 地域に開かれた大学づくりでは、これまでどおり、マスメディアへの情報提供、ホームページ

掲載や情報誌の発行及び総社市広報誌の活用等により、積極的な情報発信を行った。 

また、附属図書館では、21 年 9 月から県内居住者等を対象に図書の貸し出しを開始した。 

 
③ 評価制度の活用では、岡山県地方独立行政法人評価委員会による「平成 20年度に係る業務実績

に関する評価結果」に改善勧告はなかったが、裁量労働制の導入に係る具体的検討が求められた。

この件については、教員の個人評価制度の確立と併せて検討することとしている。 

なお、監事及び会計監査人による監査については、特に指摘等はなかった。 

 

【人事の適正化】 

④ 人事評価制度のベースとなる「教員の個人評価」については、【教育】の⑥で述べたとおりで

あり、21 年度も、この「教員の個人評価」を予定どおり試行した。この評価制度の見直し、また、

裁量労働制の導入や評価結果の反映方法については、21 年度に議論はあったものの、具体的な検

討は、22 年度に行うこととしている。 
また、20 年度に定めた事務局職員の人事方針に基づき、大学事務経験者を対象にプロパー職員

の採用試験を実施し、22 年度から 4 名を採用することとした。 

 
【事務等の効率化・合理化】 

⑤ 簡素で効率的な業務運営を目指し、【教育】の④で述べたとおり、事務局内部の組織体制等を

見直し、総務課企画広報班に、教員の研究を支援する「研究協力グループ」を、総務課総務班に

「施設管理グループ」を、教学課教務班に「入試グループ」を設置し、機能的かつ責任体制が明

確になるような組織とした。 

 

 

(ｳ) 財務内容の改善に関する事項 

 

評 定   中期計画の進捗状況は順調 
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【自己収入の増加】 

① 外部資金獲得として、文部科学省の科学研究費補助金の申請を教員へ積極的に勧めた結果、応

募件数は、保健福祉学部 39 件（対前年＋9 件）、情報工学部３０件（対前年 ±0 件）及びデザイ

ン学部 5件（対前年△１件）であった。 

なお、平成 22 年度の文部科学省科学研究費補助金（21 年度申請）の新規採択率は 26.7％で、

21 年度（20 年申請）採択率 21.2％を上回るとともに、継続取得分を併せた取得件数は 41 件と過

去最大となった。20 年度から、学長が不採択者の申請書等に改善のアドバイスを行ってきたとこ

ろであり、この結果は、採択教員だけでなく、本学の研究活性化に資するものである。 
 

② 文部科学省等の科学研究費補助金以外では、共同研究31件（対前年 ±0件）、受託研究 45件（対

前年 +７件）、教育研究奨励寄付金に係る研究25件（対前年 △5件）を獲得しており、３研究費の

合計は、20年度実績と同程度となった。景気が低迷する中での当該実績は、産学官連携推進セン

ターを中心に行った学外機関との連携活動が効果的に作用していると思われる。 
 
③ 研究費以外では、「介護技術講習会」を、これまでどおり有料で開催したが、その他の新たな

企画はなかった。 
講習会や研修会等の有料化については、公立大学法人としての立場もあるが、今後、実行に向

けた検討が必要である。 

 
【資産の管理運用、経費抑制】 

④ 目的積立金等の余裕資金について、安全性・効率性の両面から、これまでどおり定期預金によ

る運用を行った。 
また、施設・設備の管理について、健康・スポーツ推進センターが体育施設の有効利用を目的

に「体育施設貸付要項」を策定し、21年10月から本学行事や学生利用時を除いて、野球場及びグ

ラウンド（サッカー場）を地域に開放することとした。 

 

 

(ｴ) 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する事項 

 

評 定   中期計画の進捗状況は順調 

 

【評価充実】 

① 平成 21年度に大学機関別認証評価を受け、「岡山県立大学は、大学設置基準をはじめ関係法令

に適合し、大学評価・学位授与機構が定める大学評価基準を全て満たしている。」との評価を得

た。 

また、評価結果報告書においては、主な優れた点として、「教員組織の活性化を図るため、公

募制、任期制、学内競争的資金、職員表彰、教員の個人業績評価などを多面的に実施している。」、

「卒業生の半数程度が岡山県内の企業・事業所等に就職しており、『地域産業の振興への寄与』

を謳った大学の目的に沿って、地域人材の確保に貢献している。」等、10項目が特筆された。 

反面、改善を要する点として、「保健福祉学研究科（博士後期）の入学定員充足率が著しく超

過（2.33倍）」の1件が指摘された。この指摘に対しては、22年3月に入学定員の適正化を検討し、

博士後期課程全体で入学定員3名を5名に増員し、23年度入学から適用することとした。 

 
【情報公開】 

② 受験者を対象に、本学の教育や学生生活等を案内した「大学案内 2010」の企画について、これ

まで業者へ委託していたものを、経済性及び迅速性の観点から、メディアコミュニケーション推

進センターが中心に行うこととした。初年度のため制作担当者の不慣れもあり、発行時期が遅延

することとなったため、実施状況の点検とともに、改善が必要である。 
また、本学の法人運営に係る各種情報提供については、公表資料の見直しとして、各種審議会・

委員会の議事要旨について様式を統一、また、本学の学則・規程等を全てホームページで公表し

た。 
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(ｵ) その他業務運営に関する重要事項 
 

評 定   中期計画の進捗状況は順調 

 

【施設設備の整備】 

① 施設・設備の改修等では、緊急性・重要性を考慮し、緊急修繕計画（平成 21～22年度）を策定

し、21年度は、屋上漏水対策工事等の大規模修繕を含め、学内約 100 カ所の修繕を行った。また、

教育研究用の高額機器について、22～24年度の整備計画を策定した。 

 

【安全衛生管理】 

② 関係法令に基づき、教職員の職場での安全衛生管理に努めた。 
また、平成 21 年度は、安全性の観点から、学内に案内看板の設置や街灯の増設を行った。 

 

 
（３）対処すべき課題 

本学は、平成 19年度に法人化され、第 1期の中期計画の半ばを終えた。中期計画前半を振り返

って対処すべき課題を総括するとともに、後半の 3 年間は第 2 期中期計画に向けた橋渡しとなる

ので、そのための今後の検討課題について言及する。 

① 平成20年度の年度計画より掲げている本学の経営戦略としてのCC戦略[Competition(競争)and 

Collaboration(協働)Strategy]は、21年度は全学的にかなり浸透してきたように思われる。競争

と協働という二つの概念は基本的には相反するものであるが、CC戦略では、先ず競争の意識をも

って各教員は教育研究活動に取り組むとともに、協働の精神を発揮して最終的に全学の発展をめ

ざすことが要求されている。現代のような多様な価値観が併存する社会では、組織全体はある一

つの方向のみをめざして活動するよりも、異なる活動方向にバランス感覚をもって臨むべきであ

る。ただし、このことは大学全体としての経営方針であり、教員個人が個々の価値観に基づいて

一つの方向をめざすことを妨げるものではない。 

 

② 教員の個人評価が不可避な状況である以上、これを適正に実行することが今後の課題である。

教育研究活動の成果を定量的に評価することが可能な項目については、その結果が公表され、そ

れに基づいて一つの評価が下されることは当然である。この点に関して、先ず教育活動では、保

健福祉学部各学科はそれぞれに学生の国家試験合格率を教育目標に置いており、それを達成する

ように各学科の教員は努力している。それゆえ、国家試験合格率は、全国的な競争の場における

各学科の教育に対する評価値とみなすことができる。それに対して、情報工学部やデザイン学部

にはそのような全国的な競争の場における学生の成績の評価値は存在しない。よって、学内で毎

年の教育活動を評価する指標を各学科で考案し、それに基づく活動状況の年度毎の進展をチェッ

クできるように検討すべきである。 

 

③ 教育活動には定量的には評価できない面を含んでいるので、定量的評価と区別して、それを何

らかの形に表現した定性的評価も行い、両者を合わせた総合的評価を行う必要がある。 

 

④ 教員の研究活動の成果は、本学が小規模で学内に同一専門分野の教員が複数人存在することは

まれなので、その定量的評価が可能な場合とそれが難しい場合がある。定量的評価が可能な例と

しては、文部科学省等の科学研究費補助金の採択件数や査読付学会等の論文誌の掲載件数がある。

また、科学研究費補助金の申請件数や査読付でない学会誌等の記事件数及び査読があまり厳しく

ない学会発表件数などは、学外というよりも学内の競争の場で自己主張という意味での定量的評

価項目とみなすべきであろう。一方、定量的評価が困難な活動の例には、例えば社会(地域)貢献

に寄与する活動がある。その学外における評価は個別には判断されても他と比較して評価するこ

とは難しい。本学の教育研究活動の理念として地域貢献が掲げられており、各学部には、そのよ

うな研究に従事する教員が必ず存在するので、研究論文を書く活動分野との間でその活動の評価

基準を定めることが今後求められる。 
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⑤ 教員人事に関する本学の取組は、法人化以前の各学部教授会の専決事項から、法人化後は全学

的視点に立って人事委員会を経て教育研究審議会で決定する方式に変わった。この 3 年間でこの

方式は定着し、バッファポストの導入等により各学部の教員人事は公平かつ柔軟に進められてい

るように思われる。今後、この方式で実りのある教員人事を行うには、各学部で新人事を提案す

るとき、単に欠員が生じたポストを前教員と同分野でその機能を直ちに持続させることのみを考

慮するのではなく、今後 10年間の当該学科の教育研究方針を定め、それに基づいて現段階でどの

ような能力の教員が必要かということを考慮すべきである。教員人事をこのような中期的視点で

考え、そのことにより若手教員に希望と刺激を与え、学部全体の活動を活性化していくことが重

要である。 

 

⑥ 教員の教育研究費の配分に関しても、法人化後は大幅な変化があった。法人化以前は、教員に

配分される額は、職位に基づく基本配当分の他に学部・学科配当分の中から教員に再配分する額

を含んでいた。法人化後は、そのような再配分を止め、それらを原資にして学内競争を行い、各

教員の申請に基づき学長が査定する方式に改めた。このような方式により、各教員は外部資金に

しろ学内競争資金にしろ、申請して認められて研究費を獲得できるので、何もしないと基本配当

分以外の研究費は入手できないことになった。 

この方式の弊害として、申請や結果報告で書類作成の時間が増加して実質的な教育研究活動が

十分できないという意見を聞く。しかし、この意見は、申請意欲高揚、書類作成の手間、申請不

要による研究費入手の安易性など得失を考慮して判断されるべきである。ただし、その判断は、

学外の厳しい大学間競争の現状を認識してなされるべきである。現段階で本学は、幸いにも厳し

い状況が学内に未だ及んでいないが、そのことに甘んじてはいけない。書類作成の手間は、毎年

の日常業務として効率的に処理できるように日頃準備しておけば、過大な負担にならない。 

 

以上述べた今後対処すべき課題はいずれも厳しいものであるが、現在 700 以上の国公私立大学

が置かれている大学間競争状態を考慮すれば、覚悟しなければならない。今後持続する少子化傾

向にもかかわらず、大学の数や学生の定員数を誰も減らせられない。このことは、大学間での自

律性が欠如していることに他ならない。その現実を黙認する以上、本学が今後健全に持続してい

くためには、各教員は、自己の研究能力を発揮し、あるいは外部研究資金を獲得するなどして、

教育研究活動を強化する術を備えておくことが心須である。また、本学の教員数の規模からすれ

ば、学長のリーダシップのもとに全学での強化策を策定実行することは可能であり、有効である

と思われる。 
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（注 記） 

１ 左枠外の番号は、最小項目の評価番号を記載している。 

 

２ 「実施状況欄」で他の最小項目の状況を参照する場合、該当箇所を年度計画の項目番

号で示し、最後に最小項目番号を追記している。 

例 Ｐ19、最小項目７  Ⅱ - １ - (1) - イ - (ｱ) - ①  ［6］参照 
年度計画項目番号    最小項目の評価番号 

 

３ 自己評価の評価点数が ２点・４点 又は ２０年度計画（計画された目標が同じ場合）

の評価点に対し、今回の評価点に変動があった場合、評価時の考え方を「実施状況欄」

に記載している。 

例 Ｐ15、最小項目１ 

［評価時の観点］ 

国家試験合格率における中期計画の目標は達成されたが、前年度実績を下回った。 （△1）

自己評価を行った際の考え方             今回評価点数が 1点下がった 

 

４ 平成２０年度業務実績等の評価時に、岡山県地方独立行政法人評価委員会からコメン

トされた参考意見を「委員会参考意見欄」に記載している。また、参考意見の文末に

ある［ ］内には、２０年度実績等で使用した最小項目番号を記載している。 
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３ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

 「人間・社会・自然の関係性を重視する実学を創造し、地域に貢献する」という基本理念のもと、

高度な専門性と豊かな人間性を身に付けた人材を育成する。 

(1) 教育の成果に関する目標 

 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

ア 学士教育 

(ｱ) 保健福祉学部においては、高度で多様な能力を有し、地域社会における人々の健康の増進

と福祉の充実に貢献する人材を育成する。 

(ｲ) 情報工学部においては、情報技術を活用して、人間を中心に据えた社会の形成に貢献でき

る技術者の育成を目指す。   

(ｳ) デザイン学部においては、あらゆる人間生活の場で、文化面での質を向上させる多様で社

会化志向の強いデザイナーを育成する。 

イ 大学院教育 

(ｱ) 保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

保健・医療・福祉分野において、社会の要請に応えうる新しい知識や理論を修得する教

育研究を行い、優れた指導者、管理者、実践者等を育成する。 

【博士後期課程】 

人間の健康問題を生命・栄養・看護・福祉など多方面から科学的に解明するとともに、

これら諸分野の学術的な拠点を構築し、保健と福祉に関する諸問題を解決できる高度な見

識を備えた教育者、研究者を育成する。 

(ｲ) 情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

情報工学とその関連分野である電子、通信、機械工学等の高度な知識と、柔軟な応用力

をもつ技術者、研究者を育成する。 

【博士後期課程】 

専門分野の深化と統合に留まらず、これを未知の分野に応用し、新たな問題発掘とその

解決に指導的な役割を果たせる教育者、研究者、技術者を育成する。 

(ｳ) デザイン学研究科 

【修士課程】 

デザイン理論の深化によるデザイン学の確立を目指すとともに、多様化したデザイン環

境に対応するため、高度な専門的知識・能力・技術と総合的視野を備えた指導的実務者、

研究者としてのデザイナーを育成する。 

 

 
 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 
法人
自己
評価

 

― Ⅱ 大学の教育研究等の質の

向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の

向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 －  

― １ 教育に関する目標を達成

するためとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 －  

― ア 現代社会の一員として

生きる基礎能力を養う。 

ア フレッシュマン特別講義

を受講させ、各分野の専門

家及び組織の管理運営の担

当者から、現代社会で生き

る心構えを学びとらせる。

― －  

― イ 専門性を修得させると イ 学部教育における専門 ― －  
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

ともに、専門を起点とする

知識拡がりを把握させる。 

科目間の連携を毎年チェ

ックする。 

― ウ 創造力と統合力を修得

させる。 

ウ 卒業研究において、学生

の創造力と統合力を高め

る教育方法を各学科で常

に検討する。 

― －  

― エ コミュニケーション能

力と継続学習能力を育成

する。 

エ 実験、演習、実習の科目

において、学生間あるいは

指導者に対して自分の行

為及び結果を的確に話せ

る能力の強化を図る。 

― －  

― （１）教育の成果に関する目標

を達成するためとるべき

措置 

（１）教育の成果に関する目標

を達成するためとるべき

措置 

 －  

― ア 学士教育 

所属学科・コース毎に専

門の学術を学ばせるとと

もに、全学教育科目との間

で教育内容の連携を図り

ながら、様々な社会の要請

に的確に対応できる人材

を育成する。 

ア  学士教育 

各学部・学科においては、

学士課程カリキュラムの見

直し、再編を継続的に行う

ことにより、多様化する現

代社会の変化や要請に応え

うる人材の育成を図る。 

 －  

― （ｱ）保健福祉学部   （ｱ）保健福祉学部 

保健福祉学部では、各

学科ともに国家試験対策

を支援し、学科組織の強

化を図る。 

 －  

1 ① 看護学科 

・ ヒューマンケアリング

が実践できる能力を育

成するための教育を充

実する。 

・ 地域社会に貢献できる

看護師・保健師・助産師

を育成するための教育

を充実する。 

 

○ 国家試験の合格率 (％) 

看護師国家試験 

現状 97 目標 100 

保健師国家試験 

現状 87 目標  90 

助産師国家試験 

現状 90 目標 100 

① 看護学科 

・ 平成 21 年度から適用さ

れる改正カリキュラムを

適正に実施する。 

・ 臨床現場での判断能力と

対象者の健康ニーズに対

応できる基礎能力の充実

を図る。 

・ 国家試験対策として看護

師、保健師、助産師の国

家試験模試の斡旋と教員

による個別指導を行う。

①看護学科 

・ 平成 21 年からのカリキ

ュラム改正に伴い、学年

の進行により、新カリキ

ュラムと旧カリキュラム

を並行して実施した。 

・ 臨地実習検討会等によ

り、基礎看護実習や各領

域実習での課題達成度を

評価し、成果の共有を図

った。 

・ 国家試験対策として看護

師、保健師、助産師の模

擬試験を斡旋した。また、

教員による個別指導を行

った。 

○平成 21年度国家試験合格率 

看護師 100％（100％） 

保健師 97.7％（100％）

助産師 100％（100％） 

※（ ）内は 20年度実績

 

３ 



 

- 15 - 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

［評価時の観点］ 

国家試験合格率という定

量的な教育評価を除いて、定

性的評価の点で前年度（教育

ＧＰ等）に相当する成果がな

い。（△1） 

2 ② 栄養学科 

・ ライフサイエンスの理

解を基本にして問題発

見・解決能力を持つ管理

栄養士を育成するため

の教育を充実する。 

・ 理論と実践の有機的な

連携及び一体化を目指

し、実践の場に則した教

育の充実を図る。 

○ 国家試験の合格率(％) 

管理栄養士国家試験 

現状  89 目標  95 

② 栄養学科 

・ 継続的なカリキュラムの

見直しを行う。  

・ 基礎学力を充実できるよ

う、全学教育科目の履修

を奨励する。 

・ 達成度の低い学生につい

て、アドバイザー教員を

通じた指導を行う。 

・ 実習前における現場指導

者の特別講義を系統的に

組み込み、臨地実習の学

習環境を充実する。 

・ 国家試験対策として、模

擬試験の斡旋及び教員に

よる個別指導を行う。 

② 栄養学科 

・ 栄養教諭の資格取得のた

めの科目を見直し、22年

度入学生から 4 年次の教

職実践演習を新たに開講

計画に組み入れることと

した。 

・ 履修案内に履修モデルの

項を設け、全学教育科目

と学部教育科目のそれぞ

れに記載した。 

・ 欠席の多い学生に気づい

た場合には学科会議で逐

次報告することとし、ア

ドバイザー、学科長、教

務専門委員の三者で対応

するよう指導体制を徹底

した。 

・ 実習前、現地指導者を対

象に個人情報保護に関す

る特別講義を開催した。

 また、臨地実習危機管理

対策委員会を設置し、事

故発生、インフルエンザ

等を含めた対応、情報掌

握の体制を構築して教員

相互の連絡体制を強化

し、実習が安全に行われ

る環境整備を行った。 

・ 国家試験対策として学内

模試、業者企画の模試の

斡旋を９回行い、試験後

に毎回指導教官への成績

通知と個別指導を行っ

た。 

○平成21年度国家試験合格率

管理栄養士 90％（88.1％）

※（ ）内は 20年度実績 

３ 

3 ③ 保健福祉学科 

・ 子育て支援コース及び

介護福祉コースを設置

し、社会福祉学を基本に

して少子高齢社会に対

応できる専門職従事者

の育成を目指す。 

○ 国家試験の合格率(％) 

③ 保健福祉学科 

・ 教育により有効な教育組

織・管理体制について検

討する。 

・ 学習動機・意欲の向上の

ため、学外の研究会、研

修会及びボランティア募

集等の情報を積極的に提

③ 保健福祉学科 

・ 学科内に新たに「教育内

容検討委員会」、「ゼミ

ナール委員会」及び「卒

業研究委員会」を立ち上

げ、管理・実施体制の明

確化を図った。 

・ 学外の研究会・研修会の

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

社会福祉士国家試験 

現状  65 目標  80 

供し参加を促す。 

・ 国家試験対策として、年

２回の模擬試験受験を斡

旋し、試験後の指導を行

う。また、法改正により

国家試験の内容が新しく

なるため、それに対応し

た学生指導を行う。 

情報提供を38件、ボラン

ティアの情報提供を25件

行い、そのうちの41件に

学生の参加があった。 

・ 国家試験対策として、2

回の模擬試験を行い、試

験後に指導を行った。ま

た、法改正に伴う国家試

験の内容変更に対し、10

名の特別講師（学内 1名、

学外 9 名）による特別講

義を計 11回開催した。さ

らに学生の自主勉強会

（41 名参加）を支援し

た。 

○平成 21年度国家試験合格率 

社会福祉士 82.5％（79.4％）

※（ ）内は 20年度実績 

4 （ｲ）情報工学部 

科学技術の進展とグロ

ーバル化、地域・社会にお

ける産業・技術の動向など

を踏まえ、環境変動に適切

に対応できる技術者を育

成するため、教育プログラ

ムを整備充実させる。 

（ｲ）情報工学部 

学年進行に伴って、学科

間で内容が類似する講義

科目の名称を統一し、学

科の枠を超えて担当教員

の割振りを行う。 

（ｲ）情報工学部 

 学部において、講義科目

の整理・統合を行い、平

成 22 年度から適用する

こととした。 

・ 情報通信工学科：新設

2 科目、科目名変更 2

科目 

・ 情報システム工学科：

科目名変更 2科目 

・ スポーツシステム工学

科：新設 4 科目、統合

13科目、廃止 3科目 

 なお、スポーツシステム

工学科では、21年度に学

科新設後 4 年（完成）を

迎えたこともあり、大幅

な見直しとなっている。

 19 年度から開始した、

教育プログラムや教員配

置の見直しは終了した

が、今後も、社会や環境

の変化を注視し、継続的

な点検が必要である。 

３ 

5 （ｳ）デザイン学部では、こ

れからの時代と地域の

課題に対応した新たな

問題発見能力と、創造的

な問題解決能力を有す

る有為な人材を育成す

るため、実技教育、少人

数教育の充実など、教育

体系や指導方法を整備

充実させる。 

（ｳ）デザイン学部 

・ 各学科、各コースにお

ける、演習、実習科目の

履修登録状況、成績等の

基礎資料を収集し、指導

内容と指導成果の検証

法を引き続き検討する。

・ デザイン工学科では、

検証手段として全国レ

ベルのコンペ等に応募

（ｳ）デザイン学部 

・ 各学科、各コースにおけ

る、演習、実習科目の履

修登録状況や成績等の基

礎資料を学科単位で収集

し、教育体系や指導方法

の改善に取り組んだ。21

年度は教育体系の整備に

重点を置いた。 

・ デザイン工学科では、ア

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
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する。 

・ 造形デザイン学科では、

実績検証ワークグルー

プのとりまとめとシラ

バスへの反映を目指す。

・ 学生作品をＷｅｂで公開

するために、作品のデジ

タル化をシステム化す

る。また学部ホームペー

ジ委員会と連携してＷｅ

ｂ公開できる体制を漸次

整備する。 

クシスギャラリー主催

「金の卵：学校選抜 オー

ルスターデザインショー

ケース」など全国規模の

コンペ・展示会に参加し、

優秀な成果を上げた。 

・ 造形デザイン学科では、

ワークグループが、教育

カリキュラムの実績等を

抜本的に検討した。結果

として、課題発見に力点

を置いたコース横断的な

科目「造形デザイン総合

演習」（22年度生対象）

を設置した。 

・ 学生作品のデジタル化の

システム整備、また、Ｗ

eb 公開のための学部ホ

ームページについて検討

し、22年度にリニューア

ルすることとした。 

（課題、今後の予定） 

・ アーカイブ化のための

サーバー導入 

・ Ｗeb公開のための学

部ホームページのリニ

ューアル 

－ イ 大学院教育 

学部教育との連携を図

りつつ、専門分野におい

て、学際領域の研究を行

い、高度な知識と柔軟な応

用力をもち指導的な役割

を果たす技術者、研究者を

育成する。 

また、社会人・外国人留

学生等に対する教育・研究

の拡充を目指す。 

イ 大学院教育 

各研究科・専攻では、引

き続きカリキュラムへの見

直しを図り、大学院生が専

門分野だけでなく、周辺分

野の知識も十分身につけら

れるように教育指導を行

う。 

   

― （ｱ）保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

 

（ｱ）保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

 －  

6 ① 看護学専攻 

・ 臨床に密着した研究方

法の修得を目指す。 

・ 看護職のリカレント教

育の充実を図る。 

① 看護学専攻 

実習関連の医療・保

健・福祉施設で働く看護

職、その他リカレント教

育を希望する社会人に対

して大学院教育の啓発に

努める。また、長期履修

学生制度を適用し、社会

人が学習しやすい条件を

整える。 

① 看護学専攻 

・ 実習関連の医療・保健・

福祉施設で働く看護職に

入試要項を配布するとと

もに、リカレント教育の

必要性や長期履修制度を

ＰＲするなど、入学者の

確保に努めた。 

・ 平成 22年度入試受験者

数 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

受験者  7人 

（H21入試 11人） 

内社会人 ４人 

（H21入試 11人） 

・ 教育研究分野の呼称（講

座名称）を見直した。 

 情報系工学研究科との

間で統一を行い、「大講

座」を「講座」に改めた。

7 ② 栄養学専攻 

・ 高度の能力が要求され

る栄養学分野に対応で

きる人材の育成を目指

す。 

② 栄養学専攻 

韓国ウソン大学校およ

び中国四川大学との学術

交流を継続し、合同セミ

ナーにおいて英語による

口頭発表を積極的に行わ

せることにより、学生の

研究発表能力の向上を図

る。 

② 栄養学専攻 

・ 平成 21 年 9 月に四川大

学で開催した本学、ウソ

ン大学および四川大学と

の合同セミナーに、本学

から院生 5 名と学部学生

6名が参加し、うち院生 2

名が英語での口頭発表を

行った。 

・ 教育研究分野の呼称（講

座名称）を見直した。 

※ Ⅱ-１-(1)-イ-(ｱ)-①［6］

参照 

３ 

8 ③ 保健福祉学専攻 

・ 臨床や現場における諸

問題を多面的な観点か

ら探索し、問題解決能力

を有する高度な専門職

従事者の育成を目指す。 

③ 保健福祉学専攻 

・ 平成 20 年度に開始した

研究指導体制の見直しに

ついて検討を継続する。

・ 高度で広範な知識の修得

を目的に、学生が指導教

員以外からアドバイスを

受けることができる機会

を積極的に設ける。 

③ 保健福祉学専攻 

・ 大学院担当教員の審査を

行い、新たな教員も含め

た中で、専攻会議を中心

に研究指導体制（講座へ

の教員配置及び科目配

当）について見直した。

・ 8 月と 12 月の 2 回、修

士論文中間発表会を実施

し、指導担当教員や所属

講座以外の教員からアド

バイスを受ける機会を設

けた。 

・ 教育研究分野の呼称（講

座名称）を見直した。 

※ Ⅱ-１-(1)-イ-(ｱ)-

①［6］参照 

・ 外国人講師による特別講

義に参加する機会を設け

た。 

※Ⅱ-３-(1)-ア［73］参照

３ 

― 【博士後期課程】 【博士後期課程】  －  

9 ① 看護学領域 

・ 臨床が求める看護の知

を創造できる人材の育

成を目指す。 

・ 保健・医療の質の向上

に貢献できる看護管理

① 看護学領域 

研究指導の充実化、学会

等での発表に向けた支援

を行い、看護のリーダー

となる専門家を育成す

る。 

① 看護学領域 

・ 看護のリーダーとなる専

門家の育成に努めた。 

・ 院生の学会等発表 

国内学会 5件（7件）、

国際学会 2件（2件） 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
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の専門家の育成を目指

す。 

※（ ）内は 20年度実績

・ 教育研究分野の呼称（講

座名称）を見直した。 

情報系工学研究科との

間で統一を行い、「領域」

を「大講座」に改めた。

・ 入学定員の適正化を行

った。 

 博士後期課程全体で 3

名を5名に増 

10 ② 分子栄養学領域及び応

用栄養学領域 

・ 国際的な先端研究を遂

行でき、栄養学分野にお

いて指導的立場に立つ

ことのできる教育者、研

究者の育成を目指す。 

② 分子栄養学領域及び応

用栄養学領域 

平成 20 年度に策定し

た大学院担当教員資格の

審査基準に基づき、より

幅広い専門分野の習得を

目指すため中国学園大学

大学院教員による講義科

目を大学院博士後期課程

に設定するとともに、学

外講師による特別講義を

継続して行い、分子栄養

学・応用栄養学領域の教

育研究の充実を図る。 

② 分子栄養学領域及び応

用栄養学領域 

・ 中国学園大学森脇晃義教

授(連携大学院教授)の栄

養生理科学特別講義を

H22年度の開講計画に組

み入れ、生理学的側面の

講義の強化を図った。学

外講師による特別講義を

3回実施し、多くの院生と

学部学生が参加した。 

21. 5 近江谷克裕主幹

研究員（産業技

術総合研究所）

「発光タンパク

質が変えた21世

紀の生命科学」

21. 7 小川正教授（関

西福祉大）「食

物アレルギー研

究の現状と今後

の課題」 

21.11 加藤久典教授

(東京大)｢ニュ

ートリゲノミク

スの現在と展

望」 

・ 院生の学会等発表 

論文 5件（4件）、国内

学会 2件（4件）、国際

学会 3件（3件） 

※（ ）内は 20年度実績

・ 教育研究分野の呼称（講

座名称）を見直した。 

※ Ⅱ-１-(1)-イ-(ｱ)-

①［9］参照 

・ 入学定員の適正化を行っ

た。 

※ Ⅱ-１-(1)-イ-(ｱ)-①［9］

参照 

３ 

11 ③ 保健福祉学領域 

・ 学際性・国際性・総合

③ 保健福祉学領域 

大学院生の研究成果の

③ 保健福祉学領域 

・ 在籍の大学院生を筆頭著

３ 
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法人
自己
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力を兼ね備え、保健福祉

領域における学術の継

承と発展を担う教育者、

研究者の育成を目指す。 

学会等における発表を支

援し、保健福祉学領域での

教育・研究者を育成する。

者として、以下の研究発

表を行った。 

論文発表 4件（4件）、

口頭発表 3件（1件） 

※（ ）内は 20年度実績

・ 国内外の他の研究室との

交流に参加させ視野を広

げる機会を設けた。 

・ 教育研究分野の呼称（講

座名称）を見直した。 

※ Ⅱ-１-(1)-イ

-(ｱ)-①［9］参照 

・ 入学定員の適正化を行っ

た。 

※ Ⅱ-１-(1)-イ-(ｱ)-①

［9］参照 

・外国人講師による特別講

義に参加する機会を設け

た。 

※ Ⅱ-３-(1)-ア［73］

参照 

― （ｲ）情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

（ｲ）情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

 －  

12 技術者に求められる対

応領域の多様化と高度化

に適合できるように、学士

課程との間で教育内容の

連続性に留意しつつ、教育

プログラムの展開を図る。 

・ 大学院生の筆頭での学

会発表の義務化を促進

し、活発な学会発表を行

う。 

・ スポーツシステム工学

科博士前期課程の設置

について、平成 20 年度

に行った「大学設置・学

校法人審議会大学設置

分科会運営委員会」との

事前相談結果を基に、平

成 22 年度開設に向けて

必要な対応を行う。ま

た、これを機に、学士課

程との連続性を観点に

教育プログラムの見直

しを行う。 

・ 大学院生筆頭での学会発

表を推奨し、全ての大学

院生が経験することがで

きた。 

（発表件数） 

論文 4件（6件）、国

際会議 2件（6件）、全

国大会 30件（25件）、

中四国大会 50 件（41

件） 

※ ( )内は 20年度実績 

・ 平成 21年 6月 29日、文

部科学省において新専攻

「人間情報システム工学

専攻」の設置届が受理さ

れた。教育プログラムは、

スポーツシステム工学科

（学士課程）との教育内

容の接続性に留意し作成

した。 

※ Ⅱ-１-(2)-イ-(ｵ)

［20］参照 

３ 

― 【博士後期課程】 【博士後期課程】  －  

13 情報技術を多様な分野

に展開できる人材育成を

図るために、教育の内容・

方法・実施体制等の見直し

各種プロジェクトに大

学院生を参加させ、学術

論文・国際会議等での研

究成果発表等により、多

 各種プロジェクトへの

参加、また、国際会議等

への積極的な参加を推奨

した。 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
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を行う。 様性のある人材育成を図

る。 

（参加プロジェクト） 

・ 科学技術振興機構の戦

略的創造研究推進事

業「人を引き込む身体

制 メ デ ィ ア 場 の 生

成・制御技術」（2名）

・ 文化庁「全国の博物

館・美術館等における

収蔵品デジタルアーカ

イブ化に関する調査研

究」（1名） 

・ 岡山県立大学領域研

究プロジェクト「情報

技術を使った介護・看

護支援」（2名） 

（発表件数） 

論文 11件（9件）、国

際会議 5 件（5 件）、全

国大会 7 件（9 件）、中

四国大会 3件（7件） 

※ ( )内は 20年度実績

 

［評価時の観点］ 

国内での発表件数は減少

したものの、最も重要とする

論文件数を増加することが

できた。（＋1） 

― （ｳ）デザイン学研究科 

【修士課程】 

（ｳ）デザイン学研究科 

【修士課程】 

 －  

14 高度な能力を備えたデ

ザイナーを育成するため、

学部に準じて研究科の機

構改革を行うとともに、将

来に向けての博士課程新

設も研究する。 

学部改組に伴うデザイ

ン学研究科修士課程の設

置について、平成 20年度

に行った「大学設置・学

校法人審議会大学設置分

科会運営委員会」との事

前相談結果を基に、平成

22年度開設に向けて必要

な対応を行う。また、こ

れを機に、学士課程との

連続性を観点に教育プロ

グラムの見直しを行う。

 平成 21年 6月 29日、文

部科学省において新専攻

の設置届が受理された。

教育プログラム作成にお

いては、学士課程との教

育内容の連続性に留意

し、2専攻 6領域とした。

※ Ⅱ-１-(2)-イ-( ｵ )

［20］参照 

３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（２）教育内容等に関する目標 

 

  

中 

 

期 

 

目 

 

標 

 ア 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 

    全学及び各学部・学科並びに大学院各研究科・専攻における入学者受入方針を明確化する

とともに、それに対応した入学者選抜試験を実施する。 

  イ 教育課程 

     学士課程では、全学教育科目と学部教育科目の間で教育内容の連携を図りながら、時代と

社会の様々な要請に的確に対応できる能力を育成する。 

     大学院課程では、学士課程との連携を保ちながら専攻分野に関する広範な専門知識の研究

指導を行い、高度な専門職に従事する人材、研究者を育成する。 

  ウ 教育方法                                           

     学士課程では、専門教育への準備不足の対応としての高大接続教育、入学前教育及び全学

教育を充実するなど、授業の理解度を深め、豊かな人間性を培う教育方法を工夫する。 

     大学院課程では、広い視野に立って、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要す

る人材を養成する観点から、教育目的と修了生像を明確にした研究指導を行う。  

  エ 成績評価 

     学生の学修効果を高めるため、成績評価基準の一層の明確化と厳格な成績評価に取り組

む。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― （２）教育内容等に関する目標

を達成するためとるべき措

置 

（２）教育内容等に関する目標

を達成するためとるべき

措置 

 －  

15 ア 入学者受入方針（アドミ

ッション・ポリシー） 

全学及び各学部・学科並

びに大学院各研究科・専攻

における「どのような学生

を求めるのか」を明記した

入学者受入方針を明示する

ことで、本学を志願する学

生にわかりやすく情報提供

する。 

また、求める資質の入学

者を適切に選抜するため、

入学者選抜試験の見直し・

改善を図る。 

ア 入学者受入方針（アドミ

ッション・ポリシー） 

入学者受入方針につい

て、これまでの入学者の修

学状況を基に必要な見直し

を行う。 

また、一般選抜及び特別

選抜について、これまでの

入学者の資質及び意欲をみ

て、必要に応じて選抜方法

の見直しを行う。 

ア 

・ 情報系工学研究科では、

新専攻「人間情報システ

ム工学専攻」のアドミッ

ションポリシーを策定

した。 

・ デザイン学研究科では、

改組に照らして、アドミ

ッション・ポリシーを見

直した。 

 

［評価時の観点］ 

入学時選抜方法見直しの

検討が未着手（△1） 

２ 

― イ 教育課程 イ 教育課程  －  

16 （ｱ）全学教育研究機構（全学

教育の全学的な実施組

織）が主体となって、全

学教育の充実を図る。 

（ｱ）平成 20年度に提起され

た「全学教育がめざすも

の」を基に、全学教育と

学部教育の連携を図りな

がら全学教育の充実を図

る。 

（ｱ）平成 21年度では、「学

部教育への準備」カテ

ゴリーについて検討を

行い、教育課程の再編

（授業科目の見直し）

により、学部教育への

入門的性格をより明確

にすることとした。 

※ Ⅱ-１-(2)-イ-( ｳ )

［18］参照 

３ 



 

- 23 - 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

 また、全学教育科目を

目的別に区分するカテ

ゴリーごとに責任者と

なる幹事を設置する等

組織体制の充実を図っ

た。 

※ Ⅲ-２-(3)［138］参照

17 （ｲ）学生の入学前における学

習歴の多様化に伴い、高

大接続教育を意図した教

育課程の編成を行う。 

（ｲ）入学前の学習歴の多様化

に対応できるように、授

業科目の内容及び編成の

見直しを行う。 

（ｲ）リメディアル教育的な

観点も含めて、全学教

育での「学部教育への

準備」において、自然

科学系の科目を再編成

した。 

※ Ⅱ-１-(2)-イ-(ｳ)

［18］参照 

 

［評価時の観点］ 

これまで実施してきたリ

メディアル教育とは別の観

点から、更なる検討が必要

（±0） 

２ 

18 （ｳ）全学教育科目と学部教育

科目との間で教育内容の

連携を図りながら、様々

な時代的・社会的要請に

的確に対応できる能力を

育成するように、教育課

程の再編成について検討

する。 

（ｳ）社会情勢の変化に応じた

的確な人材育成が行える

よう、教育課程の編成等

について継続的な点検を

行う。 

（ｳ） 全学教育課程の改善

として、「学部教育へ

の準備」カテゴリーの

科目を次のとおり見直

し、平成 22年度から実

施することとした。 

・ 物理学の入門的講義

「物理学の世界」を

新設 

・ 専門教育への入門的

性格をより明確にす

るため、6科目の名称

を変更 

３ 

19 （ｴ）英会話等実践的英語力の

向上を目指す。また、東

アジア圏の大学と交流を

進めていることから、東

アジア圏の外国語教育に

も重点を置く。 

（ｴ）コミュニケーション能力

と継続学習能力を育成す

る立場で、語学教育の充

実を図る。 

（ｴ）語学センターでは、コ

ミュニケーション能力

の育成に努めるととも

に、新たな教育方法「ラ

ンゲージ・テーブル」

に取り組んだ。 

※ランゲージ・テーブル 

 対象言語の背景と

なる文化等につい

て、講演やディスカ

ッション等を行う

ことにより当該言

語修得の向上を図

る。 

 平成 21年度は、学

生の任意参加（授業

外）により 4回実施

３ 
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― （ｵ）社会の要請に配慮しなが

ら教員免許取得のための

教育課程の開設について

検討する。 

― ― －  

20 （ｶ）大学院課程では、学士課

程との連携を保ちなが

ら、専攻分野の深化を図

るとともに、幅広い領域

に対する問題の提起と解

決能力を養うため、教育

課程の再編成について検

討する。 

（ｵ）平成18年度に設置され

た、情報工学部スポーツ

システム工学科、デザイ

ン学部デザイン工学科及

び造形デザイン学科に対

応する大学院課程を平成

22年度から開設できるよ

う必要な対応を行う。 

 

（日程） 

・認可申請(届出) 

 平成21年5～6月 

・認可 平成21年10月頃 

（概要） 

・人間情報システム工学

専攻： 

人間を中心とする

工学分野において、幅

広い基礎知識と豊か

な知性と夢を持ち合

わせた高度な専門技

術者の育成を図る。 

・デザイン工学専攻： 

デザイン工学の専

門分野及び関連分野

に関する理論と技術

を修得し、各専門分野

の諸問題の解決とデ

ザイン手法の革新を

図るとともに、社会に

貢献できる指導的デ

ザイナーの育成を図

る。 

・造形デザイン学専攻：

造形デザインの専

門分野及び関連分野

に関して幅広く履修

し、複合的な知識及び

造形デザイン技術の

習得のもと、社会に貢

献できるデザイン提

案力を備えた人材の

育成を図る。 

（ｵ）情報工学部スポーツシ

ステム工学科、デザイ

ン学部デザイン工学科

及び造形デザイン学科

に対応する大学院博士

前期課程の平成22年度

開設に向けて準備を行

った。 

 

（経過） 

・H21.6.23 

大学院学則改正を

役員会で承認 

・H21.6.29 

文部科学省へ設置

届を提出 

・H21.8.31 

文部科学省が公表 

 

（情報系工学研究科） 

・人間情報システム工

学専攻： 

 「人間システム基

礎工学研究グルー

プ」 

 「応用情報工学研

究グループ」 

 「ヒューマンアク

ティビティ学研究グ

ループ」 

 

（デザイン学研究科） 

・デザイン工学専攻 

 「プロダクトデザ

イン学領域」 

 「建築デザイン学

領域」 

 「情報デザイン学

領域」 

・造形デザイン学専攻

 「ビジュアルデザ

イン学領域」 

 「セラミックデザ

イン学領域 

 「テキスタイルデ

ザイン学領域」 

３ 

― ウ 教育方法 ウ 教育方法  －  
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21 （ｱ）全学教育では、価値の多

様性の理解、学問の体系

性や総合性の認識、課題

探求に必要な基礎知識と

その活用法の修得、実践

的な情報処理能力と外国

語基礎能力の修得、専門

基礎知識の修得を重視し

て、授業科目を７つのカ

テゴリーに区分して、講

義、演習、実技の授業形

態により、全学生に統一

して実施する。 

（ｱ）平成 20年度に提起され

た「全学教育がめざすも

の」を基に、その改善・

充実を進めることとし、

平成 21 年度は、全学教

育のカテゴリー「学部教

育への準備」の科目内容

を中心に行う。 

また、健康・スポーツ

推進センターでは、その

理念を構築するととも

に、全学教育でのスポー

ツ教育プログラムにつ

いて見直しを行う。 

（ｱ）「学部教育への準備」

カテゴリーの見直しで

は、教育課程の再編（科

目名称及び内容の見直

し）を行い、学部教育

への入門的性格をより

明確にした。 

※ Ⅱ-１-(2)-イ-(ｳ)

［18］を参照 

健康・スポーツ推進セ

ンターでは、体育教育に

係る学生のニーズ、ま

た、学生の健康維持増進

を目的に、新たな教育プ

ログラムの検討を行う

こととした。平成 21 年

度は、データ収集として

学生の体力測定（前後期

2回）を行った。 

３ 

― （ｲ）学生の入学前における学

習歴の多様化に対応でき

るように、教育方法の見

直しを行う。 

（ｲ）及び（ｳ） （ｲ）及び（ｳ） －  

22 ・ 看護学科では、特別選抜

合格者に対し、入学前に

基礎的な教育を実施す

る。 

・ 基礎的な教育として、

英語のリーディングス

キル（講読）による講義

を 2回開催した。 

・ 4 年次生の卒業研究発

表会への参加を促し

た。 

３ 

23 ・ 栄養学科では、特別選抜

合格者に対し、過去 3 年

間実施した経験を踏まえ

化学の講義内容を改善し

て入学前教育を実施す

る。 

・ 化学の講義を 4回開催

した。 

 新たに演習形式をを取

り入れた。また、講義内

容に関するレポートを

課すとともに、その添削

を行うことで、必要な基

礎知識を教授した。 

３ 

24 ・ 保健福祉学科では、特別

選抜合格者に対し、適切

な教材により、入学前教

育を実施する。 

・ 2回開催した。 

 第 1 回は大学での学び

に関する講義、第 2回は

高齢者福祉に関する課

題図書に対する発表を

課し、いずれもその後に

懇談の機会を設けた。 

３ 

25 

（ｳ）特別選抜合格者に対する

入学前教育の充実につい

て検討する。 

・ 情報工学部では、特別選

抜合格者を対象とする

「入学準備懇談会（事前

教育を含む。）」をこれ

・「入学準備懇談会（事前

教育を含む。）」を 2

回開催した。 

 また、平成 20年度以前

３ 
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までと同内容で実施す

る。また、平成 21年度は

この懇談会の効果につい

て点検を行う。 

に実施した当懇談会の

状況を点検したところ、

入学前（高校在学時）に

課された課題の未提出

者に学業不振の傾向が

見受けられた。今後、3

学科の連携を通じて課

題のあり方を検討する

必要がある。 

 

［評価時の観点］ 

20 年度計画で未達成であ

った懇談会等の点検に取り

組むことができた。（＋1）

26 ・ デザイン学部では、特別

選抜合格者を対象とする

入学前教育及びそのアン

ケート調査を実施する。

・ デザイン工学科では、

ワークショップを 1 回

開催した。今回は、実施

方法を見直し、回数を 1

回（20 年度は 3 回）と

する反面、正規の授業時

間帯に合わせた終日の

開催とした。アンケート

調査の結果では、教員・

学生との交流において

概ね好評であった。 

・ 造形デザイン学科では、

課題図書を提示し、レポ

ート提出、講評、懇談等

のプログラムを 2 回開

催した。 

３ 

― （ｴ）教員と学生の間のコミュ

ニケーションを密にする

取組みを、オフィスアワ

ーの活用や演習・実習を

通じて次の通り実施す

る。 

 －  

27 ・ 看護学科では、各専門領

域の科目に小人数による

グループ学習を組み入

れ、演習、実習を組みた

てて、教員との密なコミ

ュニケーションによる指

導を行う。 

・ 引き続き、小グループ

（4～6 名）による学内

演習や臨地実習によ

り、習熟度に合わせた

個別指導を行なった。 

 また、オフィスアワー

制度を活用し、就学や進

路相談に係る指導を行

った。 

３ 

28 

（ｴ）教員とのコミュニケーシ

ョンにより、授業の理解

度を深めるとともに、豊

かな人間性を培うオフィ

スアワー制度などの少人

数指導体制を充実する。 

・ 栄養学科では、１～３年

生に対し、アドバイザー

教員の研究室を訪問する

ように指導する。 

・ アドバイザー教員を訪

問するよう指導したと

ころ、1～3 年生が様々

な機会に訪問した。 

延 24名、 

３ 
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平均 2名/ 1 教員 

 なお、アドバイサー教

員別の訪問学生数は 1

～12 名と様々であっ

た。 

29 ・ 保健福祉学科では、新カ

リキュラムの３年目に当

たるため、１年生対象の

入門ゼミと２年生対象の

基礎ゼミに加え、３年生

を対象とする専門ゼミを

実施して、保健福祉に関

する知識や方法を教育す

る。（４年生のゼミナー

ルは従来どおり。） 

・ 平成 19年度導入のカリ

キュラムの学年進行に

合わせ、予定どおり、1

年生対象の入門ゼミと

2 年生対象の基礎ゼミ

に加え、3年生を対象と

する専門ゼミを初めて

実施した。 

３ 

30 ・ 情報工学部 

情報通信工学科及び情

報システム工学科では、

学生の習熟度向上に向け

た演習・実験方法につい

て、実験演習検討委員会

で見直しを行う。また、

卒業論文指導において、

両学科の卒業研究発表会

の日程を調整するととも

に、相互の研究発表聴聞

を可能とし、学生の参加

を奨励する。 

スポーツシステム工学

科では、学生の習熟度向

上に向けた演習・実験の

ありかたを検討するとと

もに、それらを生かした

卒業研究指導を行う。 

・ 情報通信工学科及び情

報システム工学科では、

学生の習熟度向上に向

けた演習・実験方法につ

いて実験演習検討委員

会で見直しを行った。 

 また、スポーツシステ

ム工学科では、上記ノウ

ハウを生かした卒業研

究指導を目指したが、21

年度の卒業論文におい

て次の課題を残した。 

（課題） 

スポーツ科学とし

ての到達点は十分で

あるが、情報工学に固

有な学問分野への応

用について、更なる充

実が必要。 

 

［評価時の観点］ 

スポーツシステム工学科

生の工学分野での到達点及

びスポーツ科学と情報分野

間での到達度のバランスに

ついて、学科内で引き続き

検討が必要（±0） 

２ 

31 ・ デザイン学部では、学生

へのオフィスアワー制度

紹介に努めるとともに、

資料配付等を通じて学生

が活用しやすい環境を整

備する。 

・ オフィスアワー等を利

用し、様々な相談に応じ

つつ、特に学生生活に係

わる学内諸制度の理解

を図った。 

 

［評価時の観点］ 

環境整備、制度改善等の

具体的取組が不十分であ

２ 
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る。（±0） 

― （ｵ）単位制度の実質化を図る

ため、履修登録できる年

間の単位数の上限を学科

ごとに設定する。 

○ 履修登録できる年間の

単位数の設定 

現状 ７学科（１年次

のみ） 

目標 全学科（全学年） 

― ― －  

32  （ｶ）学士課程におけるシラバ

スを毎年見直して充実を

図るとともに、大学院課

程における各授業科目の

シラバスを作成する。 

（ｵ）学士課程及び大学院課程

におけるシラバスの継続

的な見直しを行う。平成

21 年度の重要項目は次

のとおり。 

・ 情報工学部（研究科）

では、スポーツシステ

ム工学科の博士前期課

程設置（平成 22年度開

設予定)に伴い、その連

続性・整合性を考慮し、

シラバスの見直し（策

定）を行う。 

・ デザイン学部では、デ

ザイン工学科・造形デ

ザイン学科の修士課程

設置（平成 22年度開設

予定)に伴い、その連続

性・整合性を考慮し、

シラバスの見直し（策

定）を行う。 

（ｵ）大学院博士前期課程及

び修士課程（平成22年

度開設）の準備として、

教育プログラムに沿っ

てシラバスを作成し

た。 

・ 情報系工学研究科 

 予定する教育プログ

ラムの主旨に基づき、

学士課程（スポーツシ

ステム工学科）からの

接続性・整合性を考慮

したシラバスを策定

した。 

・ デザイン学研究科

（デザイン学部） 

 予定する教育プログ

ラムの主旨に基づき、

学士課程（デザイン工

学科、造形デザイン学

科）からの接続性や整

合性を考慮したシラ

バスを策定した。同時

に、学部教育において

も、修士課程への発展

性を考慮し、学部教育

開講計画の改訂を行

うとともに、シラバス

に反映させた。 

 また、22年度シラバ

ス策定時の手法とし

て、21 年度に作成し

た学部教育科目間の

連携を図式化した「学

士課程教育マップ」を

改訂し、この手法を継

続することとした。 

・ 大学機関別認証評価

の訪問調査時に指導

のあった、シラバス中

の「自主学習ガイドの

充実」について、改善

３ 
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に努めた。 

33 （ｷ）教育研究の充実と社会の

ニーズを的確に把握する

ため、学外の公的試験研

究機関や民間の研究所の

施設・設備と人的資源を

活用する連携大学院方式 

の推進等に取り組む。 

 

○ 連携大学院方式の協定

書締結件数 

Ｈ18年度   6 件 

目標(最終年度)8件 

（ｶ）栄養学科では、平成 20

年度に行った連携大学院

の実績評価を基に、連携

大学院教授による教育課

程のさらなる充実を目指

す。 

また、大学院教育充実

の一環として、産学官連

携のおかやまバイオアク

ティブ研究会主催のシン

ポジウムにおいて大学院

生に研究シーズを発表さ

せるとともに、企業との

連携を活用したインター

ン教育の実施に努める。

（ｶ）中国学園大学森脇晃義

教授(連携大学院教授)

を博士後期担当とし、栄

養生理科学特別講義を

平成 22 年度の開講計画

に組み入れることとし、

生理学的側面の講義の

強化を図った。 

また、昨年度に引き続

き、本学大学院生 2名が

バイオアクティブ研究

会のシンポジウムにお

いて、学生プレゼンテー

ション（研究シーズの発

表）を行った。 

３ 

34 （ｸ）大学院の各研究科、専攻

の学生への研究指導体制

の見直しを、全学的視点

で行う。 

（ｷ）長期履修制度のもとで入

学した大学院学生の研究

計画を指導するととも

に、大学院学生の研究指

導体制及びその方法につ

いて必要に応じて見直し

を行う。 

また、今後の指導のた

め、過年度在籍していた

休学生及び退学生の調査

を行う。 

（ｷ）4人の院生に長期履修を

許可し、各人の履修計画

に添った研究指導を行

った。 

 今後の改善にむけて、

21年度は、長期履修制度

の運用状況を点検する

とともに、標準年限での

修了率が低い博士後期

課程の学生について実

態を調査した。 

 調査の結果からは、多

くの場合、社会人（就業

者）で業務多忙であるこ

とが修了遅延や休学に

繋がっていること、ま

た、標準年限経過後約 2

年で 85％程度の学生が

修了していることが分

かった。 

３ 

―   エ 成績評価 エ 成績評価  －  

35 （ｱ）シラバスに掲載する各授

業科目の到達目標と成績

評価の内容をいっそう明

確にする。 

（ｱ） 

・ シラバスにおいて、各授

業科目の到達目標と成績

評価の関係を明示すると

ともに、その内容・方法

を点検する。 

・ ＧＰＡ制度の導入等を引

き続き教育研究活動委員

会で検討する。 

（ｱ） 

・ シラバスに掲載する各

授業科目の到達目標と

成績評価の関係につい

て、内容等を点検し、よ

り理解しやすいものと

した。 

・ 教育研究活動委員会に

おいてＧＰＡ導入を検

討した結果、当面はＧＰ

Ａ制度の導入を見送り、

当制度によらない方法

により学修遅延学生の

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

早期発見・指導を行うこ

ととした。 

※ Ⅱ-２-(1)-ア［58］

参照 

 

［評価時の観点］ 

ＧＰＡ制度導入につい

て、当面の方向性を示すこ

とができた。（＋1） 

― （ｲ）各授業科目で厳密な成績

評価を行う。また、その

取組の実施状況をもと

に、成績評価方式の改訂

を行う。 

 －  

36 ・ 看護学科では、平成 21

年度改正カリキュラムに

よる基礎看護学実習や演

習、各領域実習の達成度

を評価するとともに、そ

の評価方法について点検

を行う。 

・ 平成 21年度改正カリキ

ュラムによる 1 年次の

基礎看護学実習や演習

がスタートし、その評価

方法について点検を行

った。 

 また、卒業時の看護技

術到達目標の明確化を

目的に、各領域実習で学

ばせたい技術項目を整

理し、看護技術到達度を

調査した。 

３ 

37 ・ 栄養学科では、臨地実習

報告会において、教員・

臨床指導者の評価と学生

の自己評価を用いた実習

の達成度評価を行う。 

また、卒業研究の公聴

会を実施するとともに、

平成20年度に着手した評

価方法の検討を継続して

行う。 

・ 臨地実習報告会におい

て、教員、臨床指導者及

び学生の3者による達成

度評価を実施した。 

  また、卒業研究公聴会に

おけるプレゼンテーショ

ン評価表を作成し、全教

員による評価を試験的に

実施した。 

３ 

38 ・ 保健福祉学科では、「社

会福祉士及び介護福祉士

法」の改正に準拠した実

習指導体制の整備に合わ

せて、実習における成績

評価の方法について検討

する。 

・ 社会福祉士実習におい

て、実習指導者が採点す

る「実習評価票」の様式

を見直すとともに、全て

の実習先で同じ視点で評

価が行えるよう評価のガ

イドラインを示し、実習

指導者会議等を通じて周

知を図った。 

３ 

39 

（ｲ）学内外の実習・演習を含

めて達成度を明らかに

し、厳格な成績評価、修

了認定を行うとともに、

成績評価分析を行う。 

・ 情報工学部では、教育成

果の評価方法に関するプ

ログラム、評価処理技術

等を検討する。 

・ 教育成果の評価は、平

成 20 年度に実施した外

部評価において支持さ

れた評価法（「教育目標」

ごとに、関連する科目の

２ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

取得状況を数値化し、評

価する。）で実施した。

  なお、当評価法は、平成

20 年度から試行したも

のであるが、22年度も継

続して実施し、23年度に

点検・見直しを行うこと

とした。 

 

［評価時の観点］ 

当評価法による実施結果

について、点検及び問題点

の分析が行われていない。

（△1） 

40 ・ デザイン学部では、デザ

イン教育プログラムに対

する達成度の評価状況に

ついて、教育評価ワーク

グループ（仮称）を組織

し、関連委員会と協議を

はかりつつ、引き続き調

査する。 

・ デザイン教育プログラム

に対する達成度の評価状

況について、各分野の専

門性に鑑み、コースを母

体として情報収集した。 

 

［評価時の観点］ 

情報収集に止まるもの

で、ワークグループの組織

や課題の検討等が未着手 

（±0） 

２ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（３）教育の実施体制等に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

 ア 教職員の配置等 

     学生に質の高い教育を実施し、教育目標を効果的に達成するため、適切な教職員配置と専

門性の向上に努める。 

  イ 教育環境の整備 

     学生の学修効果を高めるため自習環境、附属図書館機能等の教育環境の整備・充実を図る。

  ウ 教育の質の改善 

        学生に質の高い教育を提供するため、授業内容、授業方法等の改善に資する研修、研究を

組織的に行う。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― （３）教育の実施体制等に関す

る目標を達成するためとる

べき措置 

（３）教育の実施体制等に関す

る目標を達成するためと

るべき措置 

 －  

― ア 教職員の配置等 ア 教職員の配置等  －  

41 （ｱ）本学の教育目標に則し

て、新たな学問の展開や

社会状況に対応できるよ

うに、適切な教員の配置

に努める。 

（ｱ）人事委員会において、学

長のリーダシップにより

適正な教員配置を実施す

る。 

（ｱ） 

・ 教員選考規程に基づき

教員選考（公募）を行

った。 22名（H20：19

名） 

・ 空席となっている教員

ポスト（バッファポス

ト 1 名）を特定の学部

の枠にとらわれず、全

学的視点で有効に利活

用した。 

  バッファポストを看護

学科に配当 

（H20：デザイン学部

に配当） 

・ 人事委員会で定めた選

考条件に基づき、内部

昇任の選考を行った。 

2名（H20 6 名） 

 

［評価時の観点］ 

新しい制度等は順調に機

能していると思われるが、

これまでの改革について、

一度、点検を行う必要があ

る。（△1） 

３ 

42 （ｲ）職員は、適材適所の人事

方針により、在任期間の

延長、経験者の配属を図

るとともに、研修参加を

促し、専門性の向上を図

る。 

（ｲ）事務職員の適材適所配置

及び専門性向上のための

研修参加を図る。 

（ｲ）公立大学協会等で実施

される研修等へ事務局

職員を参加させた。 

 特に、平成 21年度は、

マネジメント（管理運

営）、ＦＤ・ＳＤに関す

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

る次の研修を受講させ

た。 

・ 京都コンソーシアム

主催「ＦＤフォーラム」

・ 吉備創生カレッジ主

催実践・研修講座「現

代の労働問題」 

・ 公立大学協会主催Ｓ

Ｄセミナー 

・ 京都ＦＤ開発推進セ

ンター主催ＳＤセミ

ナー 

43 （ｳ）大学業務全般に精通して

いる専門職員の採用を検

討する。 

（ｳ）採用計画を策定し、大

学事務に精通したプロ

パー職員の任用を図る。

（ｳ）大学事務経験者を対象

に、プロパー職員の採

用試験を実施した。平

成22年度から4名採用

 

［評価時の観点］ 

目的達成（＋1） 

３ 

― イ 教育環境の整備 イ 教育環境の整備  －  

44 （ｱ）語学センターでは、学内

ＬＡＮを利用した英語の

自主学習ソフトの利用促

進と、貸し出し用教材の

充実を図るなど、学生が

使える英語を習得できる

よう支援体制の一層の充

実を図る。また、学内で

定期的に実施しているＴ

ＯＥＩＣＩＰテストの広

報に努める。 

（ｱ）語学センターでは、ＡＬ

Ｃの機能を十分に利用し

た英語教育を実施する。

（ｱ）平成 20 年度末に更新

を行ったＣＡＬＬ教室

の英語自主学習ソフト

（ＡＬＣ）の運用を開

始し、授業時間外の教

室開放と併せて学生の

利用を奨励した。 

３ 

45 （ｲ）情報教育センターでは、

学生の情報活用能力の向

上を図るため、学生の自

主学習や教員の教育活動

の支援体制の充実を図

る。 

また、パーソナルコン

ピュータの活用面で語学

センターと相互協力する

等、両センターの運営効

率化について検討する。 

（ｲ）情報教育センターでは、

学内ネットワークが正常

に運用できるよう努め

る。 

また、学生アンケート

の結果に基づき、演習室

開放時間の増加について

検討するとともに、語学

センターと協力してパー

ソナルコンピュータのさ

らなる有効活用を推進す

る。 

（ｲ） 

1. 学内ネットワークの

正常運用に努めた。 

 障害 4件（バッテリー

交換、代替機への切替、

ソフトウェア更新等で

対応） 

2. 平成 20 年度実施した

学生アンケートの結果

を考慮し、語学センタ

ーとの協力の下、授業

時間外の教室開放を充

実した。 

・開放日数 120 日 

（Ｈ20：100 日） 

・利用者数 

 延 11,709 名 

（Ｈ20比 155％）

3. 本学の情報資産の適

３ 



 

- 34 - 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

正な管理や情報システ

ムの信頼性・安全性等

の向上を目的に「情報

システム運用・管理規

程」を策定した。 

4. 22 年度に予定されて

いるネットワーク機器

の更新に向けて、機器

選定のための調査・検

討を、また、学内ＬＡ

Ｎの配線調査、学内ネ

ットワーク図の作成を

行った。 

46 （ｳ）健康スポーツ推進セン

ターでは、その目的に合

致した効果的な運営を

目指し、体育施設使用取

扱要項を作成する。 

（ｳ）健康スポーツ推進セン

ターが管理する体育施

設の利用マニュアルと

して、「体育施設貸付

要項」を策定した。 

※ Ⅳ-２-(3)［170］ 

参照 

 学外者への体育施

設貸付について、施

設の利用方法を明

確に規定すること

で、体育教育（授業、

部活動等）に支障が

生じないこととし

た。 

３ 

47 （ｳ）附属図書館では、開館時

間の延長や土曜日開館を

継続・充実して図書貸出

数の増加を図るととも

に、岡山県内の図書館間

相互貸借システムへの参

加、蔵書の充実等により

利便性の向上に努める。 

○ 図書貸出冊数（年間） 

 現状（Ｈ18年度）23,000 冊 

 目標（最終年度）25,000 冊 

（ｴ）附属図書館では、６００

種の学術雑誌が閲覧でき

る電子ジャーナル「サイ

エンスダイレクト」を導

入し、利便性の向上を図

る。 

（ｴ）附属図書館では学術雑

誌が閲覧できる電子ジ

ャーナル「サイエン

ス・ダイレクト」を導

入し、利便性の向上を

図った。 

・「サイエンス・ダイレ

クト」フルテキストダ

ウンロード件数（年

間）  1,353 件 

・ 図書貸し出し冊数（年

間） 25,939 冊 

３ 

48 （ｴ）デザイン学部では、時代

に即応したメディア機器

やネットワーク環境を整

備する。 

（ｵ）デザイン学部では、これ

まで構築してきたメディ

ア機器やネットワークの

環境整備計画について、

必要とされる能力・機能

と予算の両面から改めて

見直しを行い、予算の許

す範囲において漸次整備

を行う。 

（ｵ）平成 20 年度に、暫定

的に整備した無線ＬＡ

Ｎ設備（デザイン学部

棟3及び5階フロアー）

の開放のためのルール

を策定し、試験的に開

放した。 

３ 

― ウ 教育の質の改善 ウ 教育の質の改善  －  
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

49 （ｱ）平成 20 年度に開始(試

行)した、教員の個人評

価の方法について自己

点検を行うとともに、そ

の改善に努める。 

（ｱ）平成 20 年度の「個人

評価調査書（教員が作

成する自己評価書）」

を基に教員の個人評価

を試行し、平成 21年 11

月 4 日に評価結果を各

教員にフィードバック

した。 

評価者数 150 名（全

168 名中） 

 平成 21 年度の教員の

個人評価は、20 年度と

同様の方法で試行し、22

年 3 月 18 日に評価結果

を各教員にフィードバ

ックした。 

評価者数 156 名（全

166 名中） 

 

（見直し等の内容） 

・ 評価実施（確定）時

期の早期化 

 これまで、教員の年

度実績に対する評価

を翌年度の 11 月以降

に実施していたもの

を、年度内に実施でき

るようスケジュール

の見直しを行った。 

・ 評価の方法について

は、平成 20 年度及び

21 年度の実施状況を

基に 22 年度に見直し

を行うこととした。 

３ 

50 教育年報、社会貢献年

報、教育研究者総覧、大

学概要の年度更新を行う

とともに、各年報等で担

当する業務の自己点検等

を整理し教育の質の改善

に活用する。 

例年どおり、教育年報、

社会貢献年報、教育研究

者総覧及び大学概要を発

行した。 

（見直し事項） 

 教育研究者総覧をＷ

eb公開することとし、

記載の基準を見直し

た。 

３ 

 ― ― － 

51 

（ｱ）本学の教育、研究、地域･

社会貢献及び管理運営に

関する評価等の総括を行

う評価委員会が、自己点

検の企画と実施に当た

る。 

学内研究経費の内容

を見直し、本学の特色を

生かした高レベルの教

育研究活動推進を目的

とする「最先端研究助成

費」及び本学の学士力の

育成及び教育力の向上

「最先端研究助成費」を設

置した。 

1．Ｈ21交付実績 

7件 10,300 千円 

2．研究対象の区分（1研

究で複数区分あり。）

・ 国際的に卓越した教

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

を目的とする「学士力育

成・教育力向上支援助成

費（仮称）」を新設する。

育研究拠点の形成を

目指した調査研究

2件 

・ 海外機関との連携等

により優れた研究成

果が期待出来る調査

研究 

2件 

・ 本学独自の特色ある

教育に関する調査研

究 4件 

・ その他 1件 

「教育力向上支援助成費」

を設置した。 

H21 実績 

7件、4,430 千円 

52 平成 21 年度から、教

育の質の改善計画(研

究)が全国的な競争の場

で認められた教員に対

し、研究費の支援が行え

るよう、方針を確立す

る。 

平成 21年度では、全国

的な競争の場で認められ

た事業は無かった。 

 

［評価時の観点］ 

文部科学省教育ＧＰ等の

採択を想定したものである

が、結果は不採択となった。

（△1） 

２ 

53 （ｲ）評価委員会が中心とな

り、学生による授業評価

を活用しながら教育内容

及び授業方法の改善の取

組を推進する。 

（ｲ）学生による授業評価アン

ケートの結果について、

学生へのフィードバック

法を検討する。 

（ｲ）授業評価アンケートの

結果を学生へフィード

バックするため、学内

ホームページ（学生専

用）に教育年報等に掲

載のデータを掲げると

ともに、更なる充実に

向け、検討を継続する

こととした。 

 また、授業評価アンケ

ートの実施方法につい

て見直しに着手し、検討

を継続することとした。

 

（アンケート実施方法の検

討経過） 

・ 全学で利活用する「全

科目共通項目」の設定

（これまでの 15 項目

を 6項目に絞る。） 

・ 学部学科等は独自に

項目を設定できる

（「独自項目」）。 

３ 

54 （ｳ）学内教員相互の授業参観

や新任教員に対する研修

会等を行うＦＤ（Faculty 

（ｳ）授業参観や授業評価を継

続し、その結果を踏まえ

て授業改善を図る。 

（ｳ）授業改善への取組とし

て、これまでどおり、

授業参観及び学生によ

４ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

Development）活動によ

り、教員の教育技術水準

の向上を目指す。 

また、平成 21年度は、

これまでのＦＤ啓発事業

の外に、初任教員への研

修を検討する。 

る授業評価アンケート

を実施し、その結果を

各教員へフィードバッ

クした。 

※ 1 及び 2 の( )内

は、平成 20年度実績

1 相互授業参観（後期

授業） 

・授業公開率 

保健福祉学部 

87.7%（94.4%） 

情報工学部 

100% （100%） 

デザイン学部   

88.6%（100%） 

※ 授業公開教員数/公

開該当教員数 

・参観率 

保健福祉学部   

59.4%（76.0%） 

情報工学部     

65.5%（90.7%） 

デザイン学部   

57.1%（79.1%） 

※ 参加教員数 /在籍

教員数 

2 学生による教員の授業

評価 

・Ｈ21年度前期 

実施科目数 

300教科（297教科）

実施率      

99.0% （99.0%）   

※ 被評価延教科目数/授

業評価対象延教科 

主要 5項目評価 

 3.94±0.42 

（3.86±0.39） 

※ 5点満点の平均値±標

準偏差 

・Ｈ21年度後期 

実施科目数 

267教科（253教科）

実施率      

97.4% （98.1%） 

※ 被評価延教科目数/授

業評価対象延教科目数

主要５項目評価 

3.97±0.39 

（3.89±0.40） 

※ 5点満点の平均値±標

準偏差 

3 ＦＤ研修会 

・ 第1回ＦＤ研修会（8/4、
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

参加 96名） 

ＦＤ部会担当教員が

全教員を対象に実施し、

本学のＦＤ活動の概要

や授業評価の意義等に

ついて説明、意見交換が

行われた。 

・ 第 2 回Ｆ Ｄ研修会

（11/17、参加 46名） 

平成 20 年度ＦＤ研修

会の講師「小林直人氏

（愛媛大学医学部総合

医学教育センター長）」

を招き、「効果的な 魅

力ある 講義の進め方」

をテーマに実施した。 

今回は、ワークショッ

プ方式の講義とし、参加

者が行うミニ講義を検

討することで、よりよい

講義の手法を学ぶこと

ができた。 

・ 新任教員研修会 

（12/22、参加 28名）

法人化以後に本学に

赴任した教員を対象に、

本学の理念（中期目標、

教育改革等）や財務状況

等を説明した。今後は、

4 月及び 10 月に新規任

用教員を対象に行うこ

ととした。 

 

［評価時の観点］ 

ＦＤ研修会（特にワーク

ショップ講座）に係る企画

について、その積極性を考

慮した。（±0） 

なお、相互授業参観は、

更なる充実に向けて見直し

の時期と思われる。 

55 （ｴ）教員の個人評価は、教

育・研究・社会貢献活動

の適切な評価方法・評価

基準を定めて実施する。 

（ｴ）平成 20 年度に開始した

教員の個人評価につい

て、自己点検を行いなが

ら試行を継続し、平成 23

年度の本格的実施に向け

た体制を確立する。 

（ｴ）平成 20 年度の「個人

評価調査書（教員が作

成する自己評価書）」

を基に、教員の個人評

価を試行した。 

※ Ⅱ-１-(3)-ｳ-(ｱ)［49］

のとおり 

３ 

56 

 

（ｵ）教員の個人評価等を有機

的かつ積極的に利活用す

るとともに、評価結果を

適切にフィードバックし

（ｵ）平成 20 年度に開始(試

行)した教員の個人評価

の本格実施前に、その評

価方法及び教員へのフィ

（ｵ）昨年度と同様に、平成

21 年度個人評価の結果

を各教員へ開示した。

 評価結果開示後に、教

２ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

て、教員の教育について

の取組を強化する。 

ードバック方法を確立す

る。 

員に対して具体的な取

組が行えるよう、評価に

係る事務処理スケジュ

ールを見直した。 

※ Ⅱ-１-(3)-ｳ-(ｱ)［49］

参照 

 

［評価時の観点］ 

21 年度評価時の参考意見

にあった「教員の個人評価」

に係る検証（評価結果に対

する教員の対応状況の把

握）に至っていない。（±0）

教育の質の向上に関する

検証は、本来、教員各自で

主体的に行うものである

が、その結果について教員

が相互に議論する場を設け

る必要がある。 

57 （ｶ）教育年報を毎年発行し、

本学の教育活動の成果を

集約し、各種評価のため

の資料を提供するととも

に、次年度に向けた教育

の質の改善の指針を提示

する。 

（ｶ）教育年報２００９は平成

２２年４月末に発行し、

本学のホームページに公

開する。 

（ｶ）教育年報 2009 は、平

成 22 年 4 月末に発行

し、本学ホームページ

に公開した。 

 平成 21 年度に創設し

た「教育力向上支援事

業」を特集した。 

３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

キャンパス・マネージャー（学生企画提言委員）の意見等を生かしながら、学生が有意義な大学生

活を送れるよう学生の学習、生活、就職、経済面等に対する支援の充実を図る。 

（１）学習支援、生活支援、就職支援等に関する目標 

 

中期

目標 

利用者である学生の視点に立って、学生の自主的な学習活動や課外活動を支援するほか、生活

相談、健康管理、就職対策等に係る支援体制の充実を図る。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ２ 学生への支援に関する目

標を達成するためとるべき

措置 

２ 学生への支援に関する目

標を達成するためとるべき

措置 

 －  

― （１）学習支援、生活支援、就

職支援等に関する目標を

達成するためとるべき 

    措置 

（１）学習支援、生活支援、就

職支援等に関する目標を

達成するためとるべき措

置 

 －  

58 ア 教員が学生のために訪

問時間帯を設けて研究室

に待機し、授業等の疑問点

や個人的な悩みなどの相

談を受けるオフィスアワ

ー制度、学生毎にアドバイ

ザー教員を決め進路や学

業などの相談を受けるア

ドバイザー制度、心配ごと

や悩みを専門のカウンセ

ラーが聞く「ほっとルーム

（学生相談室）」及び保健

室の専門の職員が応じる

健康管理体制などの充実

を図り、自主学習及び生

活・進路相談における指導

体制を強化する。 

ア  

・保健福祉学部では、学生の

授業や個人的な悩みなど

に対して、学科長、教務委

員、アドバイザー教員等に

より、状況に応じた対応を

行うとともに、次の指導方

法を検討する。 

学年間の縦のつなが

りにより、先輩からの助

言を受けることができ

る体制作りの検討。（看

護学科） 

現行の学年担当（担

任）制の機能について点

検し、より適切な学生指

導・支援体制を検討す

る。 

実習先指導担当者に

対する教育プログラム

を提供し、実習教育の充

実を図る。（保健福祉学

科） 

・ 情報工学部では、学期ご

とに学生個人の単位修得

状況等を整理するととも

に、出席調査を学科ごとに

行い、問題を抱える学生の

発見とその対応を組織的

に進める。 

・ デザイン学部では、学科学

生生活支援委員会の活動を

ア 

・保健福祉学部 

これまでどおり、学生の

授業や個人的な悩みに対

して、状況に応じた対応に

努めるとともに、看護学科

及び保健福祉学科では計

画どおり実施体制の検討

を行った。 

看護学科では、学年間の

つながりを作るため、新入

生のオリエンテーション

や卒業研究発表会に、学年

を超えて参加できるよう

機会を設けた。 

保健福祉学科では、学生

の指導・支援体制の充実と

して、毎月の学科会議で必

ず「学生動向について」を

議題として挙げ、学生が抱

える問題の早期発見や教

員間での問題意識の共有

を図った。 

また、実習指導者会議を

2回開催（4月、12月）し、

社会福祉士法の改正の要

点について解説するとと

もに、分科会形式で情報交

換を行い、学生の実習教育

の充実を図った。 

 

・情報工学部 

３
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

定例化するとともに、そこ

での情報交換を通じて、必

要に応じて臨機応変な対応

が可能な体制を整える。ま

た、学内カウンセラーや非

常勤精神科医との連携を図

り予防的な観点からの対応

を図る。 

・ 学生生活アンケートによる

学生からの要望事項等につ

いて、学生生活支援専門委

員会での検討や学内委員会

へ付議することにより、大

学運営に適切に反映させて

いくとともに、キャンパス

マネージャーとの懇談会を

適宜開催し、そこでの意見

をもとに、より良い学生生

活支援に反映させていく。

・ 学生相談室と保健室が連携

して、学生が気軽に学生相

談室を訪れることができる

ように取り組むとともに、

メンタルサポートが必要な

学生に対しては、各学科の

教員や非常勤精神科医と連

携を取りながら適切な対応

に努める。また、学内カウ

ンセラーの増員について検

討を行う。 

計画どおり、学生個人の

単位修得状況及び出席状

況等の調査を学科ごとに

行い、問題を抱える学生の

発見とその対応を組織的

に進めた。 

結果として、進路変更を

含む事例が例年より増え

る傾向となった。 

 

・デザイン学部 

学生へのアドバイスに

ついて、オフィスアワーに

限らず、その状況に応じて

随時行うよう努めた。 

学科の学生生活支援委

員会において、学生の出席

状況調査を行い(5月,11

月)、支援が必要な学生へ

組織的（学科長、学内カウ

ンセラー等を含め）な対応

を行った。 

 また、学生間のコミュニ

ケーションを密にするた

め、20年度に試みた全学年

対象の学生集会（4月実施）

について、定例化を目的に

見直し、実施した。 

 

・ 平成 20年度に行った学生

生活アンケートによる学

生からの要望事項等につ

いて、可能なものから対応

するとともに、学生との意

見交換会を開催した。な

お、アンケート結果は学内

ホームページに掲載し、学

生にフィードバックした。

（主な対応） 

野球場の土壌改善、グ

ランド付近へのトイレ

新設、サッカー場のフェ

ンス新設 

・ キャンパスマネージャー

との懇談会で、海外語学研

修制度や学内掲示の見直

しについて意見を聴取し、

今後の改善へ向けて検討

することとした。 

 また、夜間の安全対策向

上のため学内外の安全点

検ツアーでの意見を基に

学内の外灯を増設すると

ともに、大学周辺部の外灯
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

の増設等を総社市へ要望

した。 

・ 定期健康診断時に実施し

ているＵＰＩ検査を学生

相談業務に早期活用でき

るよう、ＵＰＩ調査票処理

システムを開発した。（平

成 22年度から運用開始）

 また、学内カウンセラー

を１名増員し、相談体制を

充実させた。更に、春と秋

に「ほっとルーム」キャン

ペーンを実施して、学生に

気軽に相談室を利用する

よう働きかけた。 

59 イ 

・ インターンシップの意

義・重要性を学内掲示等を

通じて学生に周知すると

ともに、インターンシップ

推進会議を核として学生

への啓発・奨励に努める。

イ 

・ インターンシップ説明会

の開催 

年度当初に説明会を開

催し、インターンシップの

意義や重要性を説明して

学生の主体的な参加を働

きかけた。 

岡山県経営者協会実施イ

ンターンシップ実績 

参加学生 15名（H20 17 名）

・総社市インターンシップ 

総社市との包括協定の

一環として、総社市役所へ

のインターンシップ参加

が実現し、希望者全員が受

け入れられた。 

参加学生 11 名 

・各学部学科での実施 

看護学科では、インター

ンシップへの参加を奨励

した。 

参加学生 14 名 

３

60 

イ インターンシップによ

る学生のキャリア形成を

支援するため、学内の「イ

ンターンシップ推進会議」

の活動を充実する。また、

「大学コンソーシアム岡

山」におけるキャリア教育

も活用する。 

・ 大学コンソーシアム岡山

におけるキャリア教育に

ついて、その教育内容が本

学の専門性に照らして、学

生の要望や必要性に合致

するかどうかを点検する。

・ キャリア形成講座参加は 1

名であった。 

 当講座の目的「社会が求

める人材の要件・能力とは

何かをつかみ、習得する。」

の有用性を周知し、参加の

奨励を行ってきたが、次の

課題が克服できていない。

・ 開催時間が木曜の 4～5限

目にあたること。 

 開催場所が岡山市内で

あること。 

上記は、他大学でも同様

と思われる。今後も、主催

２
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

者である「大学コンソーシ

アム岡山」及び関連する

「岡山オルガノン」の動向

を注視することとし、当面

は、これまでどおり内容の

周知及び参加の奨励を行

う。 

 

［評価時の観点］ 

地理的な問題等もあるが、

大学コンソーシアム岡山が

提供するキャリア形成講座

の必要性を学生が理解でき

ておらず、本学も、その理由

を分析できていない。 

（±0） 

61 ウ 県内企業の学内説明会

の実施、就職資料室の県内

企業コーナーでの情報提

供などにより、県内就職を

希望する学生が就職活動

を効果的に展開できるよ

う充実を図る。   

 

○ 卒業生の就職率(%) 

 現状      93 

 目標(最終年度) 97 

※就職率＝就職者数／就職

希望者数 

ウ 

・ 景気の悪化に伴う厳しい

雇用情勢に注視し、学生の

就職活動について、状況に

応じた的確かつ早期な対

策を講じる。 

・ 早期化する就職活動に対

応し、各種就職ガイダンス

やセミナーをその時季に

合わせて開催するととも

に、低学年次向けの就職ガ

イダンスを新たに開催す

る。また、引き続き自己分

析検査や就職模擬試験、大

都市部での合同企業説明

会への就活バスの運行を

行い、学生の主体的な就職

活動に対する支援を行う。

・ 学生が気軽に就職相談員

に相談できるようにＰＲ

を行うとともに、就職相談

員による模擬面接や質の

高い個別指導等を行い就

職活動を支援する。 

 

ウ これまでどおり、就職活

動を支援するとともに、状

況に応じて、その方法や内

容を見直す等柔軟な対応

を行った。 

・就職ガイダンス 

公務員志望者向けのガ

イダンスや就職活動の進

め方などの各種ガイダン

スを開催した。平成 21 年

度は一部ガイダンスを従

来より早期に実施すると

ともに、ガイダンスを拡充

（低学年次向けガイダン

ス等）して実施した。 

実施回数 7回 

・自己分析検査・就職模擬試

験等 

希望者を対象に、自己分

析検査や就職模擬試験を

実施した。21年度は公務員

模擬試験とウェブを使っ

た就職模擬試験を新たに

実施した。 

・就活バス運行 

大阪で開催される大規

模な合同企業説明会へ就

活バスを運行した。 

運行回数 2回 

（H20 4 回） 

・就職相談員による各種就職

相談 

就職相談員による相談

制度について、学内掲示、

学生向けホームページ及

び各種就職ガイダンスを

利用して紹介するととも

２
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

に、学生が主体となる学友

会発行の学生情報誌にも

取り上げられる等、広くＰ

Ｒを行うことができた。 

相談件数 360 件（H20 

146 件） 

・ 平成 21年度卒業生の就職

率 90.8％ 

 

［評価時の観点］ 

景気の低迷による雇用情

勢の悪化等を考慮する必要

もあるが、学部生の就職率が

20 年度の 95.8％に対し、21

年度は 90.8％と 5％低下し

ており、中期計画での最終目

標値 97％から大きく後退し

た。（△1） 

62 ・ 看護学科では、学生の具体

的、個別的なニーズに対応

するため、卒業生を迎えて

の就職懇談会を実施する。

・ 看護師・助産師・保健師

として働く卒業生9名及び

大学院で学ぶ卒業生2名を

迎えて就職懇談会を開催

した。 

・ 2、3 年次生を対象に岡山

県看護協会主催の就職出

前講義を開催し、早い時期

からの進路検討機会を与

えた。 

３ 

63 ・ 栄養学科では、各種職域に

就職した卒業生を講師に招

いた就職支援セミナーを実

施する。 

・ 就職支援セミナーを開催

した。 

（対象は 1～4 年次生及び

院生） 

 また、平成 21年度セミナ

ーでは、講師として招く卒

業生について、これまでの

管理栄養士だけでなく、大

学教員を招致した。 

３

64 ・ 保健福祉学科では、従来

の就職懇話会、就職説明会

を行うとともに、就職活動

の効果的な展開を目的に、

インターシップ導入等に

よる新たなキャリア教育

の検討を行う。 

・ 就職説明会を 2 月に開催

した。 

 また、今年度から、メー

リングリストに登録した

学生に就職情報を携帯メ

ールで提供する試みを始

めた。 

・ インターンシップの一つ

として、病院における課外

実習の機会を設けた。 

※ 病院への就職を希望

する学生 8 名が 16 病

院で学んだ。 

 

３
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

［評価時の観点］ 

具体的な取組を行うこと

ができた。 

（＋1） 

65 ・ 情報工学部では、学内で

実施する県内企業による

就職説明会への参加企業

数を拡大する。 

・ 企業による就職説明会を

本学において開催した。 
 システムエンジニアリン

グ岡山（ＳＥＯ）主催の会

社説明会（2 月 22 日、23
社参加）を開催。 

 
［評価時の観点］ 

参加企業が減少  28→23
社、厳しい経済状況を踏ま

え、新しい企画の検討が必要

（±0） 

２

66 ・ デザイン学部では、卒業

生を講師に招いたセミナ

ー等の就職支援活動を実

施する。 

・ 就職ガイダンスを 7 月に

実施、また、10 月にはポ

ートフォリオ展の一環と

して、就活トークショー、

会社説明会及び卒業生を

講師に招いたセミナーを

実施した。 
また、就職ガイダンス等

でポートフォリオ制作に

おけるアドバイス、エント

リーシート作成でのアド

バイス等、学科、コースの

枠を超えて随時相談が可

能なことを周知した。 
その他、デザイン工学科

では、夏季休暇期間を利用

して、就職対象向けのサマ

ーワークショップを実施。

4 年生及び卒業生が主体と

なって運営した。 

３ 

67 エ 学生が単なる就職活動

に止まらず、幅広い人間形

成や職業観などを身につ

けるように、教員はカリキ

ュラム全体を通じてキャ

リア形成支援に努める。 

エ コミュニケーション能

力、表現力・プレゼンテー

ション能力の向上を目的

に、全学教育の臨時授業科

目として、「コミュニケー

ションティーチング演劇演

習」を新規開講する。 

また、平成 19年度から学

生のキャリア形成支援に努

めているが、その浸透につ

いて、学生の動向を観察す

る。 

エ 全学教育において「コミ

ュニケーションティーチ

ング演劇演習」を新規開講

した。 
履修者 8 名（1 年：1 名、

2 年：5 名、大学院 1 年：

2 名） 
履修者からは、「学園祭

での発表に向けて自分た

ちで演劇を創作していく

中で、連帯感・団結感を高

め、また人前で物怖じせず

に自己表現する力をつけ

ることができた。」等感想

が寄せられた。 

３
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（２）経済的支援に関する目標 

 

中期目標 学資が十分でない学生に対して、学業に専念できるよう経済的な支援の充実を図る。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― （２）経済的支援に関する目標

を達成するためとるべき措

置 

（２）経済的支援に関する目標

を達成するためとるべき

措置 

 －  

68 学資等が十分でなく就学

が困難な学生については、授

業料減免制度の活用、各種奨

学金の斡旋などにより支援

する。 

・ 学生の経済的支援として、

授業料減免制度及び日本

学生支援機構奨学金を含

む各種奨学金に関する適

正な審査及び応募者の推

薦を行う。 

・ 授業料減免、各種奨学金

等について、適宜情報提供

に努める。 

・授業料の減免 

申請者に対し、減免基

準に基づき審査を行い、

減免者を決定した。 

減免実績 延 130 名

（H20 123 名） 

・奨学金 

日本学生支援機構奨学

金については、定期採用

者及び大学院予約奨学生

募集の説明会をそれぞれ

開催し、基準を満たす学

生について推薦を行っ

た。 

定期採用者数 108 名、

応募者数 114 名 

（H20 採用者 103 名、応

募者数 131 名） 

・ 大学院学生が学会等にお

いて研究発表を行うため

の旅費支給制度を見直し

た。 

※ 旅行経費について、

指導教員が獲得した

学内及び学外競争資

金からの支給を可能

とした。 

３ 

 



 

- 47 - 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（３）留学生に対する配慮に関する目標 

 

中期

目標 

国際社会に開かれた大学として、外国人留学生の受入を進めるほか、各種支援の充実に努める。

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― （３）留学生に対する配慮に関

する目標を達成するため

とるべき措置 

（３）留学生に対する配慮に関

する目標を達成するため

とるべき措置 

   

69 ア 外国人留学生に対して

は、奨学金制度の調査・情

報提供、自転車の無償貸与

や在留許可更新手続きな

どの支援、少人数の学生を

教員が担任し、学習面等に

ついて指導助言を行うチ

ューター制度などによる

支援の充実を図る。 

ア 

・ 日本での生活に不慣れな外

国人留学生に対し、チュー

ターを配置して学習に打ち

込めるよう支援を行うとと

もに、留学生向けの各種奨

学金制度の情報提供に努め

る。 

・ 附属図書館では、外国人留

学生の日本語学習の便宜を

図るため関連図書の整備を

図る。 

ア 

1  学習・生活指導 

 日本での生活に不慣れ

な外国人留学生に対しチ

ューターを配置し、学

習・生活面等を指導した。

留学生 5 名（H20：1

名） 

  その他に、各学部・研

究科等において、個々

の事情に応じた対応を

行った。 

・ 指導教員及び学科の国

際交流委員会が中心に

生活・学習の支援を行

うとともに、3 年次転

学生に対しては、さら

に学年担当が積極的に

関わり、新しい環境に

円滑に適応できるよう

支援した。（保健福祉

学科、大学院保健福祉

学専攻・保健福祉学領

域） 

・ オフィスアワー等を利

用して、「日本語表現

法」担当教員が日本語

の指導を行った。参加

者２名 前期２回（デ

ザイン学部） 

 

2  奨学制度 

 各種奨学金について、制

度の周知を図るととも

に、留学生の状況を考慮

して選考、推薦した。 

受給者 9名（留学生数 16

名中） 

※ 研究生は含まない。 

 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

3  附属図書館では、外国人

留学生の日本語習得を支

援するために、日本語学

習に関する図書を充実し

た。 

70 イ 保健福祉学部において

は、留学生の積極的な受入

（編入学を含む。）体制を

構築する。 

イ 保健福祉学部では、国際

交流協定締結校等からの積

極的な留学生受入を進める

とともに、受入制度の点検

を行う。 

イ 

・ 平成 21 年度選考分として

韓国人研究生１名を受け入

れた。 

 

・ デザイン学部では、デザイ

ン工学科建築デザインコー

スに、韓国ウソン大学校か

ら 2名の転学生を受け入れ

た。 

 また、平成 22 年度の転学

生（建築デザインコース）

に 1 名の転学生を受け入れ

る予定であったが、応募が

なかった。 

 
［評価時の観点］ 

建築デザインコース転学

生への応募がなかったこと

について、その理由を分析で

きていない。（△1） 

２ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

中期

目標 

ア 教員自らの研究水準を高め、研究成果を国内的及び国際的に広く発信する。 

イ 地域の課題や社会の要請に的確に応えるため、県民福祉の増進、文化の向上、産業の発展、

地域振興等に寄与する調査研究活動に取り組む。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ３  研究に関する目標を達成

するためとるべき措置 

３ 研究に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 ―  

― （１）研究水準及び研究の成果

等に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

（１）研究水準及び研究の成果

等に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 ―  

― ア  教員個人の研究者として

の能力を高めるために、学

外において研究成果を積極

的に発表する機会を増や

す。 

ア 学外における研究成果発

表目標値を 21 年度から設定

したが、達成状況は各学部

（学科）において様々な結果

となった。 

目標値については、今後、

実績数値等を勘案しながら

明確にしていくこととして

いる。 

―  

71 看護学科では、毎月 1回、

専門の講座ごとにゼミを開

催し、学科教員及び大学院

生の研究活動の活性化を促

すとともに、研究成果を学

会や論文等で積極的に発表

する。 

・ 韓国啓明大学校、中国東

北師範大学、イギリスバ

ンガー大学との共同研究

の研究成果は学会や論文

で発表する。 

・ 学会発表と学術論文の総

件数については、専門分

野での学会発表として

50 件以上、学術論文 25

件以上を目指す。 

・ 毎月 1 回、専門の講座ごと

にゼミを開催し、学科教員及

び大学院生の研究活動の活

性化を促すとともに、研究成

果を学会や論文等で積極的

に発表した。 

学会発表 53 件（18件） 

学術論文 44 件（ 8件） 

※ ( )内は 20年度実績

・ 韓国啓明大学校、中国東北

師範大学及び中国延辺大学

との共同研究成果を学会や

論文で発表した。 

・ イギリスバンガー大学との

共同研究に代わり、リバプー

ルジョンムアーズ大学との

共同研究を実施した。 

３

72 

ア 研究者としての教員の

水準向上 

教員が、学部学生や大

学院生の教育及び研究指

導を行うには、研究者と

して十分な能力を備える

ことが前提であるので、

各々の専門分野における

国内及び海外の場で研究

成果を積極的に発表す

る。その成果をもとに、

学内での競争原理を効果

的に適用して教員のレベ

ル向上を図る。 

栄養学科では、学外講師

による研究セミナーを開催

するとともに、研究成果を

学会や論文等で積極的に発

表する。 

・ 学会発表と学術論文の

総件数について、平成 20

年度実績の 105％を目標

・ 学外講師による特別講義を

３回実施した。 

H21. 5 近江谷克裕主幹研

究員（産業技術総合

研究所）「発光タン

パク質が変えた 21

世紀の生命科学」 

H21. 7 小川正教授（関西

３
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

とする。 

・ 四川大学の方定志教授

との共同研究成果につい

ては国際誌での発表を行

う。 

福祉大）「食物アレ

ルギー研究の現状

と今後の課題」 

H21.11 加藤久典教授(東

京大)｢ニュートリ

ゲノミクスの現在

と展望」 

・ 平成 21年度研究成果発表実

績は、目標を概ね達成した。

（発表件数） 

著書 17 件（11 件）、論

文 60 件（54 件）、国際会

議 49 件（33 件）、国内会

議 109件（105 件） 

※ ( )内は 20年度実績

・ 四川大学方定志教授との共

同研究の成果は第 5 回栄養

学合同研究セミナーにて発

表した。 

※ 各種中国茶に含まれる

成分中に、抗糖尿病効果

を示すカテキン化合物

の存在を証明した。 

73 保健福祉学科では、専門

分野または教育内容に適合

した研究業績を 28件（教員

28名）以上発表する。（た

だし、紀要を除く。） 

・目標の研究成果発表実績を達

成した。（教員 27名） 

（発表件数） 

著書 3 件(8 件)、論文 25

件(17件）、作品 4件(4件)

※ ( )内は 20年度実績 

・ 外国人講師による以下の特

別講義を実施した。 

H21. 9 Wolfgang Nowak（ヴ

ォルフガング・ノバッ

ク）氏（ウィーン大）

"触覚を用いる表示シ

ステム：ウィーン大学

における触覚を用い

るシステムの例“ 

H21.10 Med Beghdadi（メッ

ド・バグダディ）氏（ノ

ルウェー視覚障害者

リハビリテーション

＆エデュケーション

リソースセンター）"

ノルウェーにおける

視覚障害児・者の教育

とリハビリテーショ

ンの現状“ 

３

74 情報工学部では、学術論

文、学術講演及び学会発表

の水準の維持・向上に努め

るとともに、質の向上を目

積極的な発表を奨励した

が、平成 21 年度研究成果発

表実績は、国内学会での発表

を除き、20 年度実績を下回

２



 

- 51 - 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

指す。 

学術論文及び国際会議論

文の発表件数について、平

成20年度実績の105％を目

標とする。 

る結果となった。 

（発表件数） 

著書 2 件（6件）、論文

37 件（50 件）、国際会議

31 件（50 件）、国内会議

165 件（145件） 

※ ( )内は 20年度実績

今後、目標未達成の要因を

点検する必要があるが、当

面、22 年度計画での目標値

を論文・国際会議について

は、21年度実績の 105％以上

とし、その他は現状維持とし

た。 

 

［評価時の観点］ 

21 年度目標の未達成要因に

ついて検討が行われていない。

（△1） 

75 デザイン学部では、専門

分野または研究内容に対応

して、学術論文投稿、学術

講演、作品展、あるいは公

募展応募等といった形で研

究成果を 43件（教員 43名）

以上発表する。 

また、教員の研究成果公

表のために、定期的に学部

ホームページを更新できる

体制及びシステム（予算措

置を含む）を構築し、更な

る充実を図る。 

デザイン学部では、１人で複

数以上の成果を納める教員も

多く、目標の発表件数は達成は

できたが、発表教員数は 29 名

（21年度末 41名在籍）と、発

表を行った教員の割合は 71％

程度であった。 

（発表件数） 

学術論文投稿 62 件、学術

講演 4 件、作品展 45 件、公

募展応募 7件 

※ ただし、同一研究（成

果）について、各項目間

又は作品展内での重複

あり。 

教員の研究成果及び学生の

作品公開のための学部ホーム

ページのリニューアルを検討

した。 

定期的に更新が行える体制

について検討した結果、平成

22 年度から外部委託を行うこ

ととした。 

［評価時の観点］ 

発表件数を達成（＋1） 

３

76 イ 大学として重点的に取

り組む課題 

前記アに述べた研究者

個人の研究活動ととも

に、学部横断的な共同研

究を行う研究体制を組織

する。それらにより、県

民福祉の増進、文化の向

イ 教員は、研究者個人とし

ての研究活動に加えて学内

外での共同研究に取り組

み、その活動成果により社

会に貢献するとともに、そ

の取組から自己の新しい研

究分野拡充に努める。 

このために、産学官連携

イ 「領域・研究プロジェク

ト」の見直しを行い、咋年

度の７領域・10 プロジェク

トから８領域・13 プロジェ

クトに再編、研究分野の拡

大（充実）を図った。 

※ Ⅱ-３-(2)-イ［81］参照

 

３
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

上、産業の発展、地域振

興等の課題及び県政の重

要課題に関わる調査研究

に重点的に取り組む。 

推進センターは、学部横断

的な「領域・研究プロジェ

クト」を中心に、研究活動

の支援を行うとともに、共

同研究等の事例を学内に紹

介し、教員の社会貢献を指

向した研究意欲の高揚を図

る。 

また、学外の研究資金獲得

に努力した教員を対象に「共

同研究等獲得拡大助成費」を

交付し、研究意欲の高揚を図

った。 

※ Ⅳ-１-(2)-エ［166］参照

77 ウ 研究総覧の作成 

全学の教員の研究成果

を集約した研究総覧を作

成し、教員相互の情報交換

及び評価に向けて役立て

るとともに、学外への情報

発信とする。 ただし、本

学には多様な研究分野が

含まれているので、その評

価は全学一律に行うので

はなく、類似の研究分野の

教員間に刺激を与えるよ

うに行う。 

ウ 全教員を対象として「教

育研究者総覧 2009」を発行

する。 

また、保健福祉学部及び

デザイン学部では、学部紀

要を発行する。 

ウ 「教育研究者総覧」の作成

要項を見直し、平成 22 年 3

月に発行した。 

・ Ｗeb公開を前提に作成基

準を見直し、発行と同時に

ホームページに掲載した。

・ 作成基準日を見直し（12

月→翌 1月）たため、名称

を「教育研究者総覧 2010」

とした。（結果として「教

育研究者総覧 2009」が欠

番となった。） 

また、保健福祉学部及びデ

ザイン学部では、それぞれ学

部紀要を発行した。 

３

78 エ 研究成果の管理 

岡山ＴＬＯを活用して

教員の発明に係る審査機

能を充実させるなど、知的

財産の管理・活用等を図

る。 

エ 研究成果の管理 

職務発明審査会は、岡山

ＴＬＯとの連携により、教

員の研究活動に遅滞なく

審議を行う。 

エ 職務発明審査会を 4 回（9

回）開催し、内容は次のとお

りであった。 

・審査     3件(10件)

※ 内、TLOへ意見聴取1件

・発明認定   3 件(9 件)

・発明権利承継 3件(5件)

・特許出願   1 件(2 件)

※ 特許出願は TLOが実施

 ( )内は 20年度実績 

 

［評価時の観点］ 

前年度から大きく減少して

いる。（△1） 

今後、特許出願を研究目標と

するか否かについて検討する

必要がある。 

２

79 オ 倫理審査 

倫理的な配慮を図るた

め、教員が人間を直接対象

として行う医学、生物学及

び関連諸科学の研究を行

う場合は、必要に応じて倫

理委員会の審査を受ける。 

オ 倫理審査 

倫理委員会は、教員の研

究活動に遅滞なく対応し

て必要な審議を行う。 

オ 本年度は、倫理委員会を７

回開催し、審査依頼のあった

29件の研究を承認した。 

承 認   23 件（21件)

条件付承認  3 件（ 2件)

継続審査   3 件（ 2件)

※（ ）内は 20年度実績 

３
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

 

中期目標 教員の研究活動が促進されるとともに、研究成果が地域社会に還元される研究体制等の

整備と教員の研究能力の向上に取り組む。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― （２）研究実施体制等の整備に

関する目標を達成するため

とるべき措置 

（２）研究実施体制等の整備に

関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 ―  

80 ア 学外の公的試験研究機関

や民間の研究所の施設・設

備と人的資源を活用する連

携大学院方式を進め、教員

の研究活動の活性化にも資

する。 

ア 連携大学院方式について

これまでの活動を評価し、

現有組織の活性化を図ると

ともに、必要に応じてその

拡充を進める。 

・ 栄養学専攻では、連携大学

院制度を活用し、食品安全

学を中核に据えた研究活動

を推進するとともに、大学

院教育のカリキュラムの新

設・見直しを行う。 

ア 栄養学専攻では、臨床栄

養学分野の教員の欠員を補

充し、当該分野の充実を行

った。 

また、文部科学省「大学

院教育改革推進プログラ

ム」に、グローバルな視点

で食品安全学を中核にした

研究活動の推進を申請した

が、採用に至らなかった。

しかし、引き続き、栄養

学専攻の教育研究を改革

し、次年度に向けて新しい

栄養学の教育研究体制を企

画した。 

※ Ⅳ-１-(2)-ア［163］を

参照 

３

81 イ 地域共同研究機構を主体

にした研究組織づくり 

前記３ (１) イで述べた

共同研究を全学で効果的に

実施するために、地域共同

研究機構が中心となり、学

部横断的な研究体制を組織

化する。 

イ 産学官連携推進センター

は、新規性を主体とする大

学院研究科とは異なり、研

究成果の地域への有用性の

視点に立ち、学域横断的な

「領域・研究プロジェクト」

などを中心に、外部資金獲

得と社会的実用化を目指す

実学的共同研究等を推進す

る。 

イ 地域への有用性の視点か

ら「領域・研究プロジェク

ト」の見直しを行い、咋年

度の7領域・10プロジェクト

から8領域・13プロジェクト

に再編・拡大を行った。 

※ 共同研究等の実績につ

いては、Ⅱ-４-(2)-ア

［105］参照 

３

82 ウ 学内の競争的研究資金の

配分については、本学が定

める重点課題に対する解決

に向けた着想力及び研究者

の業績等を勘案して、研究

成果が国際的若しくは国内

的に評価されるか又は地域

社会に還元される研究へ傾

斜配分するシステムの構築

に努める。 

ウ 学内の競争的研究資金の

拡大を図り研究成果を上げ

るとともに、その配分につ

いては、教員の教育研究活

動に対する積極性、研究内

容の新規性・有用性及び本

学が定める重点課題に対す

る適応性等を考慮して決定

する。 

ウ 学内の競争的研究資金の

拡大を図り、教員の教育研

究活動に対する積極性、有

用性及び本学が定める重点

課題に対する適応性等を考

慮して交付した。 

・特別研究費の拡大 

交付実績 95,800 千円

 

・最先端研究助成費を新設

※ Ⅱ-１-(３)-ウ-( ｱ )

３
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

［51］を参照 

 

（特別研究費の交付実績）

地域貢献特別研究費 

38 件、36,200 千円 

（9件、11,700千円）

独創的研究助成費 

65 件、49,300 千円 

（2件、2,000 千円）

最先端研究助成費 

7件、10,300 千円 

※（ ）内は領域・研究

プロジェクト交付分 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（１）地域貢献に関する目標 

 

中期

目標 

地域共同研究機構を窓口として、大学の持つ人的・物的・知的財産を地域に還元する全学横断

的な取組を推進する。 

また、高校と大学との連携を強化する取組を積極的に進める。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ４ 地域貢献、産学官連携、国

際交流に関する目標を達成

するためとるべき措置 

４ 地域貢献、産学官連携、国

際交流に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 －  

― （１）地域貢献に関する目標を

達成するためとるべき措

置 

（１）地域貢献に関する目標を

達成するためとるべき措

置 

 －  

83  ア 各教員は、地域共同研究

機構の活動に積極的に協力

し、本学の基本理念「実学

を創造し、地域に貢献する」

ことの実現をめざして活動

を強化する。 

また、産学官連携推進セ

ンターでは、教員の地域貢

献意欲を高めるために、ア

クティブラボや 100 社訪問

キャラバン隊等で地域と教

員の接点拡大に努める。 

ア 領域・研究プロジェクトや

アクティブラボにより、産学

官連携コーディネータと若

手教員を中心とした積極的

な活動が定着してきた。その

成果として、共同研究や受託

研究等における獲得実績が、

最終年度の目標件数に近接

または超えるものとなって

いる。 

また、産学官連携等による

社会貢献活動において生ず

る可能性のある、相反する利

益（例えば、外部資金の獲得

と大学の社会的信頼）の適正

な管理を目的に「利益相反行

為防止規程」等を策定し、平

成 22 年度から施行すること

とした。 

３ 

84 

ア 学部を超えて共同研究

等を推進する全学的な組

織である地域共同研究機

構の機能を強化する。 

（a）地域共同研究機構の機能

強化・運用体制の見直し

産学官連携推進センタ

ーの教員メンバー（副セ

ンター長・幹事）の改選

にあたり、各学部・学科

の産学官連携活動の充実

を目指す。 

また、地域共同研究機

構スタッフと、学長、事

務局長、事務局企画広報

班等との作戦会議は定時

開催し、現在の諸施策の

運用状況の点検と、将来

に向けた新規施策の議論

（a）産学官連携推進センター

の教員メンバーでは、新セ

ンター長が就任したこと

に伴い、新任の副センター

長3名と、新任3名を含む各

学科からの8名の幹事によ

る新体制がスタートした。

地域共同研究機構の客

員教授は、今までなかった

食品栄養学分野も含めて

新たに2名を加えて11名と

なり、情報入手や産学官連

携活動の支援体制が強化

された。 

なお、産学官連携推進セ

２ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

を行う。 ンターのスタッフと、学

長、事務局長、事務局企画

広報班間の日常的な情報

交換は行うことができず、

学長は、社会活動委員会に

提出された活動結果から、

その情報を把握すること

となった。今後、成果が得

られなかった活動への対

応のためにも、情報交換は

必要とされる。 

 

［評価時の観点］ 

センタースタッフと学長等

との情報交換が不十分である。

（△1） 

85 （b）地域共同研究機構活動の

学内外への発信力強化 

冊子類、ＯＰＵフォー

ラム、社会貢献年報、メ

ールマガジン、ホームペ

ージ及び産学官の会合な

どを活用して、産学官連

携活動の学内外への広報

を行う。特に、「領域・

研究プロジェクト」や提

案型共同研究活動事例の

紹介に努める。 

（b）冊子類、ＯＰＵフォーラム、

社会貢献年報、メールマガ

ジン、ホームページ、産学

官の会合、各種展示会など

を活用して、産学官連携活

動の学内外への広報を行っ

た。 

 特に、地域共同研究機構

のＰＲ冊子に活動事例の

写真を多用するなど大幅

な改訂を行った。 

３ 

86 （c）外部専門家の活用体制

の整備 

産学官連携推進センタ

ーでは、特許関連業務や大

学発ベンチャー立ち上げ

支援等において、学内メン

バーだけでは対応が困難

な業務もあることから、必

要に応じて外部専門家や

客員教員の協力を得て実

施する。 

また、全学的に取り組み

が行われるアクティブキ

ャンパスや公開講座等に

ついても、必要に応じて客

員教員等による支援を行

う。 

（c）知的財産関連業務において、

岡山TLOや発明協会岡山県支

部に、5件程度の相談を行い

指導を受けた。 

 なお、21年度は、外部研究

機関との連携、提案型共同研

究及び産学官連携懇談会等

において、客員教授等から各

種協力を得たが、アクティブ

キャンパスや公開講座等で

の活用例はなかった。 

３ 

― イ 保健福祉推進センター

は、以下の活動を行う。 

 －  

87 

イ 保健福祉推進センター

において、研究会活動を通

した学術支援等により、看

護師、管理栄養士、社会福

祉士、保育士等の専門家の

活動能力の向上を図るほ

（a）第一線で活躍している保

健福祉分野の専門職を対

象に、研究会等を開催す

（a）保健福祉学部では、保健

福祉分野の専門職を対象

に、保健福祉推進センター

４ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

か、市町村が開催する保健

福祉関連行事や研究活動

の支援を行う。また、県民

を対象とした、健康・福祉

に関する情報発信を行う。 

る。 

・ 看護学科は、地域看護学

研究会、ホスピスケア研

究会、看護技術研究会、

リスクマネジメント研究

会等を継続して開催す

る。 

・ 栄養学科は、栄養学研究

会を継続して開催し、地

域の栄養士や管理栄養士

への情報発信と研究への

支援を行う。 

・ 保健福祉学科は、社会

福祉研究会、介護福祉研

究会、子どもと保育研究

会及び保育ステップアッ

プ講座を開催する。 

の活動として次のとおり

研究会等を開催した。 

・ 看護学科では、地域看

護学研究会（4回）、ホ

スピスケア研究会（6

回）、看護技術研究会（7

回）、リスクマネジメン

ト研究会（12 回）を開

催し、そこでの研究成果

の一部を学会に発表し

た。 

・ 栄養学科では、栄養学

研究会（6回）を開催し、

地域の栄養士・管理栄養

士への情報提供及び情

報交換の場を設け、5件

の研究支援を行った。 

・ 保健福祉学科では、社

会福祉研究会（5回）、

介護福祉研究会（4回）、

子どもと保育研究会（5

回）及び保育ステップア

ップ講座（4回）を開催

し、実践的研修を行うと

ともに、研究活動を支援

した。 

 

また、大学等が有する知

的・人的資源、そのネット

ワーク及び施設等を活用

し、大学を核とした新しい

地域との協働子育て支援

拠点として、岡山県が推進

する「子育て大学・地域タ

イアップ事業」に取り組

み、「県立大学子育てカレ

ッジ」を設置した。（平成

22年 3月 30日） 

21 年度の実績としては、

・ 県大そうじゃ子育てカ

レッジ実行委員会を組

織（岡山県立大学、総社

市、地域の子育て支援

者、岡山県等） 

・ 親子交流広場の整備 

 本学施設を改修し「親

子交流広場」を設置する

とともに、当施設を総社

市が運営する「子育て支

援拠点（チュッピーひろ

ば）」として提供するこ

ととした。 

 

［評価時の観点］ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

新規施策への積極的な取組

（＋1） 

88 （b）市民を対象とした健康・

福祉に関する鬼ノ城シン

ポジウムを開催する。 

（b）市民を対象とした健康・

福祉に関する鬼ノ城シン

ポジウム「知って得する新

型インフルエンザの話」

（12 月 5 日）を開催し、

時宣を得たテーマで好評

であった。（参加者数 300

名） 

３ 

89 （c）地域の人々の体力向上や

親睦を目的としたグラン

ドゴルフ大会等を開催す

る。 

（c）地域の人々の体力向上や

親睦を目的としたグラウ

ンド・ゴルフ大会を 2 回

（共催を含む）開催した。

・ 第 8 回鬼ノ城グラウン

ド・ゴルフ交歓大会（9

月 18日） 

・ 第 16回学長杯グラウン

ド・ゴルフ交歓大会（11

月 7日） 

３ 

90 （d）市町村等と協力し、一日

保健福祉推進センターを

開催する。 

（d）一日保健福祉推進センタ

ー「人間関係づくりについ

て」を、津山教育事務所管

轄の教職員を対象に津山

市で開催した。（6 月 18

日） 

３ 

91 （e）教員の講師派遣を積極

的に行う。 

（e）医療・保健・介護・福祉

活動への講師派遣を 14 件

行った。（12月 18日現在）

 栄養学科では、栄養学分

野の知識・技術などを地域

住民に提供するための講

師派遣を計 20 回行った。

（総社市・美咲町・笠岡市

等へ公衆栄養学分野及び

総社市へ調理学分野） 
 また、県民を対象とした、

健康・福祉に関する情報発

信を行うため、栄養学科か

ら講師を平成 21 年度は１

回派遣した。（岡山県主催

「食糧自給率の向上をめ

ざして」講師：岸本） 

３ 

92 （f）ホームページを充実し、

ＰＲ活動を積極的に進め

る。 

（f）地域共同研究機構のデザ

インと併せて、統一的にホ

ームページの充実を図っ

た。 

※ Ⅱ-４-(1)-ア-(b)［85］

参照 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ウ メディアコミュニケー

ション推進センターは、以

下の活動を行う。 

 －  

93 （a）県市町村など公共団体の

コンテンツ制作を支援す

る。 

（a）支援に結びついた事業と

して、公共団体を対象に、

相談 8回及び支援事業 29

件を行った。 

３ 

94 （b）デジタルコンテンツ制作

講座を開催し、地域貢献

および人材育成に努め

る。 

（b）デジタル映像制作のため

の講座開催（2日）及び著

作権講座（3日）を実施し

た。 

３ 

95 （c）メディアコミュニケーシ

ョン推進センターのホー

ムページを定期的に更新

できるように計画し、活

動、支援内容を発信する。

（c）定期的な更新は出来なか

ったが、メディアコミュニ

ケーション推進センター

のホームページの内容を

年度末に一括して更新し

た。 

 

［評価時の観点］ 

定期的な更新が行われてお

らず、目標が達成できなかっ

た。（△1） 

２ 

96 

ウ メディアコミュニケー

ション推進センターにお

いて、市町村、学校等が行

う広報等におけるデジタ

ル映像の制作指導や技術

の向上等を支援するとと

もに、本学の設備を有効に

活用して同センターが主

体となってデジタル映像

を制作し県下に発信する。 

（d）公共団体が開催する事業

に積極的に関わり、コン

テンツ制作を支援する。

また、公共団体主催事業

の審査、委員等に教員を

積極的に派遣する。 

（d）国文祭ポスター他、公共

団体が実施する事業につ

いて、コンテンツ制作支援

を 23件実施した。 

 公共団体主催事業の審

査・企画委員などに教員を

派遣した。（13回） 

３ 

97 エ 県内高校との協議を定期

的に行い、情報交換の場と

して積極的に活用する。 

なお、平成 21 年度から

は、高校側からの要望等を

聴取するとともに、本学の

理念及び教育方針の理解

を求める。 

エ 全学的な事業として、次の

会議を開催した。 

・高等学校進路指導担当教員

との意見交換 

日時：6 月 26 日（金）

13:30～ 

・岡山県高等学校長協会との

懇談会 

日時：7 月 28 日（火）

14:00～ 

（課題） 

推薦高校枠拡大の是非

（次年度に検討） 

３ 

98 

エ 県内高校の校長や進路

指導担当教員と定期的に

協議・情報交換を行い、双

方向での学習効果を高め

る取組を推進する。 

メディアコミュニケーシ

ョン推進センターとして高

大連携を図るため、高等学

校の単位授業を１科目以上

担当する。 

また、高校生向けに公開

する授業を設ける。 

メディアコミュニケーシ

ョン推進センターでは、高大

連携を図るため、高等学校の

単位授業を１科目担当した。

・単位授業 岡山工業高

校、1科目 

また、県内高校の要請等に

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

応じて各種出張講座を実施

した。 

・連携講座 3校、9講座 

岡山工業、倉敷工業、

総社高校 

・講師派遣 13 校、20講座

岡山一宮、岡山東商

業、岡山城東、邑久、玉

野光南、倉敷古城池、倉

敷南、総社、笠岡、井原、

矢掛、金光学園、林野高

校 

99 デザイン学部では、デザ

インに関する高校生の理解

を深め興味を促すために、

県内高校へデザインに関す

る出張講座等を実施する。

デザイン学部（メディアコ

ミュニケーション推進セン

ターを含む。）は、県内高校

への支援として、単位授業や

連携講座等を実施した。 

・単位授業 1科目（1科目）

・連携講座 9講座（6講座）

・講師派遣 6講座（6講座）

※（ ）内は 20年度実績 

３ 

― オ 移動型情報発信基地

（「アクティブキャンパ

ス」という。）の整備 

アクティブキャンパス

について、社会活動委員会

やホームページで活動の

紹介を行い各学部の活動

を促す。今後は、後援・共

催型のイベント参加によ

るＰＲではなく、社会人向

けの講座の開講、講演会、

ワークショップの実施等、

教員が主体的に企画行動

する本学主体の活動にシ

フトさせていく。 

 －  

100 看護学科では、アクティ

ブキャンパスとして、保健

師実践講座を開催する。 

また、総社市との地域ケ

ア研究会における「地域で

の健康課題」について、保

健福祉専門職を加えて研

究を進め、アクティブキャ

ンパスの今後の活動要素

とする。 

アクティブキャンパスと

して、保健師活動実践講座、

リスクマネジメント研究会

等を開催した。 

Ｈ21 実績 5 講座、36 回

（H20：21 回） 

３ 

101 

オ 移動型情報発信基地の

整備 

県下各組織・施設からの

要望に応え、また、本学か

らの主体的取組により、移

動型の情報発信基地（アク

ティブキャンパスという）

を設け、その活動に大学と

して支援をし、これを定着

させる。 

 

○アクティブキャンパスの

開催回数 

目標 (最終年度) 

年間 100 回以上 

栄養学科では、地域住民･

生徒などを招き、また、地

域に出かけて栄養学に関す

る知識の普及活動を行う。

・ アクティブキャンパスと

して、総社市下原地域で移

動栄養教室を開催した。 

H21 実績 1 講座 1 回

２ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

（H20：13 回） 

・ 学内開放において学科教

員の企画による発酵醸造

食品に関する知識の普及

とバランス食の試食を行

った。 

・ 教員が自治体・地域に出

向き、教室及び講演により

栄養や健康に関する普及

活動を行った。 

Ｈ21実績 2講座、2件 

 

［評価時の観点］ 

アクティブキャンパス以外

での地域貢献、情報発信等に努

力しているものの、アクティブ

キャンパスの実施回数が大き

く減少（△1） 

102 保健福祉学科は、アクテ

ィブキャンパスとして公開

講座を開講する。また、介

護技術講習会を実施する。

・ アクティブキャンパスと

して、コミュニティカフェ

総社、公開講座「歌の翼に

のせて」等を開催した。 

H21 実績 4 講座 36 回

（H20：24 回） 

・ 4 月に介護技術講習会を

開催した。 

（計 32時間、24名参加）

３ 

103 情報工学部では、アクテ

ィブキャンパスについて、

県内のニーズ等を調査し効

果的に実施する。 

 アクティブキャンパスと

して、スポーツ夢工房出張

サービス「健康づくり講

座」を開催した。 

H21 実績 1 講座 8 回

（H20：2回） 

３ 

104 デザイン学部は、地域の

要望に応じ、生涯学習講座

や各種教育機関及び企業

団体での講演会や技術指

導援助等を積極的に進め

る。 

 アクティブキャンパスと

して、フォト・ワークショ

ップ、テキスタルデザイン

コース学外研究発表会等

を開催した。 

H21 実績 7 講座 32 回

（H20：55 回） 

 平成 22年度から、教員主

体の活動にシフトしたた

め件数は減少したが、フォ

ト、テキスタイルといった

実務ワークショップ活動

に加え、地域イベントから

の強い要請に応えたもの

も加わり、本学の主催・参

加を強く印象づけること

ができた。 

３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（２）産学官連携の推進に関する目標 

 

中期

目標 

地域共同研究機構を核として、大学の研究内容等を情報発信するフォーラムの開催や企業訪問

等により、産学官連携の充実を図る。 

また、岡山ＴＬＯと技術移転のための緊密な連携を図りながら、研究成果の地域への還元に努

める。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― （２）産学官連携の推進に関す

る目標を達成するためとる

べき措置 

（２）産学官連携の推進に関す

る目標を達成するためと

るべき措置 

 －  

105 ア 地域共同研究機構内の産

学官連携推進センターにお

いて、産学官連携研究活動

を時限的に財政支援を行っ

て育成する「領域」と呼ぶ

研究組織を設置する。 

ア 産学官連携推進センタ

ーでは、学域横断的な共同

研究組織「領域・研究プロ

ジェクト」について、新規

案件の発掘とともに、継続

案件について成果の見極

めと今後の展望に基づく

見直しを行う。 

また、有効なプロジェク

トには、文部科学省等の競

争的研究資金の獲得支援

や学長が査定する学内競

争的資金の優先配分を行

う。 

ア 「領域・研究プロジェク

ト」の見直しを行い、咋年

度の７領域・10 プロジェク

トから８領域・13 プロジェ

クトに再編・拡大を行った。

平成 21 年度の活動によ

り、次の成果が得られた。 

共同研究  31件（31件）

受託研究  45件（38件）

奨励寄附金 25件（30件）

内、領域・研究ＰＪ分 21件 

※（ ）内は 20年度実績

 

また、学長査定の特別研究

費（地域貢献）では、次のと

おり優先配分が行われた。 

・9件、11,700 千円 

・領域・研究ＰＪ分 ：61.5％

・地域貢献特別研究費(全

体)：46.8％ 

３ 

― イ 各学部学科が地域の企

業や公的組織に出向いて、

教員の教育・研究活動を積

極的にＰＲするとともに、

技術相談や情報交換を行

う。（これを「アクティブ

ラボ」という。） 

 －  

106 

イ 教員が企業等を訪問し、

研究内容の紹介や技術相

談、情報交換を行うアクテ

ィブラボ（出前研究室）を

進める。 

・ 看護学科では、臨床実習

の受け皿となっている保

健・医療・福祉施設でのケ

アの質向上を支援する研

究指導体制を強化すると

ともに、アクティブラボと

して、これら施設や企業等

の活動を支援する。 

・ 看護学科では、臨地実習

施設を中心とした看護の

研究支援を積極的に行っ

た。 

実施施設 ５施設（倉敷

中央病院 外 4病院） 

実施回数 15 回 

 アクティブラボを 1 件実

施した。 

２ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

 また、職能団体（日本看

護協会、岡山県看護協会な

ど）が実施する講習会等の

支援や実習指導者研修会

等の講師派遣を積極的に

行った。 

 

［評価時の観点］ 

アクティブラボ 1 件（H20 

実績無し）の実績ができたこ

とは評価できるが、今少し取

組が必要（±0） 

107 ・ 栄養学科では、アクティ

ブラボとして、地域企業等

の技術相談や情報交換が

スムーズに行われるよう、

産学官連携推進センター

との連絡体制の見直しを

行う。 

・ 栄養学科では、アクティ

ブラボを7件（内4件が他学

部と合同）実施した。 

 

［評価時の観点］ 

アクティブラボの実施件数

増 5→7 回（＋1） 

３ 

108 ・ 保健福祉学科では、アク

ティブラボとして、保健・

医療・福祉施設又は企業等

との情報交換を行うとと

もに、その活動を支援す

る。 

・ 保健福祉学科では、アク

ティブラボを 5 件（内 5

件が他学部と合同）実施し

た。 

 今後の課題として、直接

的な販売の促進を期待す

る企業と、基礎的な技術指

導の提供を考えている大

学とのギャップを埋める

ことが必要である。 

 

［評価時の観点］ 

アクティブラボの今少し取

組が必要（±0） 

２ 

109 ・ 情報工学部では、県内中

小企業のニーズに合致し

た提案型共同研究の推進

を図るため、教員による企

業訪問を行う。 

・ 情報工学部では、アクテ

ィブラボを11件（内4件が

他学部と合同）実施した。

 

［評価時の観点］ 

アクティブラボの実施件数

増 8→11 回（＋1） 

３ 

110 ・ デザイン学部は、メディ

アコミュニケーション推

進センターの情報を活用

して、官庁、各種団体、企

業に対し講師(教員)を派

遣し、産学官連携事業を積

極的に進める。 

・ デザイン学部では、アク

ティブラボを19件（内8件

が他学部と合同）実施し

た。 

 アクティブラボ活動が、

共同・受託研究の件数増加

に大きく貢献した。 

３ 

111 ・ 産学官連携推進センター

は、教員の協力を得てアク

アクティブラボ訪問先の

開拓として、100 社訪問キャ

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

ティブラボの推進を行う。

また、これまでに技術相

談等で交流のあった訪問

先に加えて、金融機関等外

部組織からの情報も活用

し、共同研究等の可能性が

ある企業・団体を積極的に

開拓する。 

ラバン隊、金融機関主催の相

談会、また、各種研究会等の

会合に積極的に参加して本

学の産学官連携の取組を紹

介し、新たな訪問先を開拓し

た。 

（平成21年度アクティブラ

ボ実績） 

 29 回（訪問企業 28社）

※ 参加延教員数 55名（実

数 18名、内 9名が新規

参加） 

112 ・ ホームページや産学官連

携推進センターの幹事を

通じてアクティブラボ活

動を学内に紹介し、教員の

参加意欲を促す。 

産学官連携推進センター

では、アクティブラボの活動

を、学内教員へ周知した。 

・ 原則毎月定例開催の産学

官連携推進センター会議

でアクティラボの取組や

技術相談概要などを紹介

し、幹事から関係教員へ伝

達した。 

・ 産学官連携推進センター

のホームページを充実し、

コーディネータ活動記録

等を随時更新し、活動紹介

に努めた。 

３ 

113 ウ 産学官連携推進センタ

ーでは、民間出身の非常勤

職員を活用し、平成 20 年

度に立ち上げた提案型共

同研究推進チームの活動

事例のひな形をベースに、

新たなテーマを担当する

教員チームの立ち上げを

行い、提案型共同研究活動

の多様化を図る。 

ウ 産学官連携推進センター

の民間出身の非常勤職員が

教員チームと一体となって

4 件の提案型共同研究を推

進した。現在、企業の経営

者・開発者との協働作業によ

る新商品の開発が順調に進

んでいる。 

なお、当職員が「おかやま

産学官連携大賞」を受賞した

ことは特筆される。 

 

［評価時の観点］ 

提案型共同研究の推進 1→

4件（±0） 

４ 

114 

ウ 民間企業出身者を非常勤

職員として活用し、共同研

究や受託研究の質的・量的

拡大に取り組む。 

情報工学部では、岡山県

産業振興財団、岡山県工業

技術センター、岡山商工会

議所などと連携をさらに

密にし、地域企業の具体的

支援策、共同研究及び受託

研究の拡大を検討する。 

産学官連携推進センター

を軸に、岡山県産業振興財

団、岡山商工会議所等が主催

するイベントや研究会に参

加するとともに、講師派遣等

の連携協力を積極的に行い、

地域のニーズ把握と、本学の

シーズ紹介に努めた。 

Ｈ21実績 

共同研究 5件（8件） 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

受託研究16件（11件） 

※（ ）内は20年度実績 

115 デザイン学部では、民間

企業の発想を産学官の共

同研究に活かす。また教育

ＧＰ申請にむけて、民間企

業出身者のアイデアを積

極的に募る。 

民間出身教職員による共同

研究 14 件（前年比 116％）を

獲得した。 

３ 

116 エ 大学の研究内容やその実

績を学外に広報し、企業と

の交流を促進するＯＰＵフ

ォーラムを本学で定期的に

開催する。 

エ 大学の研究内容やその

実績を学外に広報し、企

業との交流を促進するた

め、ＯＰＵフォーラム２

００９を 5月 29日（開学

記念日）に本学で開催す

る。 

今回は、基本となる教

員の研究紹介に重点を置

くと同時に、デザイン学

部の特長を生かして全員

参加型の祭典としての演

出面の工夫を行う。また、

参加者に分かりやすくす

るために、研究展示を 1

会場に集約するととも

に、「技術分野別」に展

示する。 

エ ＯＰＵフォーラム２００

９を、開学記念日（5 月 29

日、木、11:00～17:00）に

開催した。 

・テーマ 

 「感動の創造 －コミュニ

ケーション・ヒューマン・テク

ノロジーの統合－ 」 

・参加者数 

730 名（学外 340 名） 

・研究展示 

学内 62件、 

企業・団体 21 件 

 

展示は技術分野別に 4 分

野に区分し、企業・団体の展

示と併せて、体育館アリーナ

に集約するとともに、会場の

中央に交流・休憩ゾーンを設

けることにより、賑やかでゆ

ったりとした雰囲気の空間

となり好評であった。 

・作品展 

教員作品 23 件、学生作

品 8件 

 講堂を会場としてデザ

イン学部の特長を活か

した展示を行った。 

・特別講演 

「『劇的な暮らし・劇的

な社会』をどう生きる」/ 

蓮 行 氏（劇団衛星代表）

・ＯＰＵフォーラム要旨集（107

頁）1,000 部発行 

・開催情報の発信（ＰＲ） 

 地元企業との共同企画に

より、ＰＲシールを貼付し

たパンを事前に販売する

等、開催情報の発信に工夫

を凝らした。 

 

［評価時の観点］ 

地域共同研究機構を中心と

した全学的取組が定着してい

４ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

る。（±0） 

117 オ 岡山ＴＬＯと技術移転の

ための意見交換を行うなど

緊密な連携を図りながら、

大学の有する研究成果の地

域への還元に努める。 

オ 本学の発明審査会では、

審議に際し岡山ＴＬＯか

ら意見を聴取するととも

に、ＴＬＯ主催の各種活動

を活用するなど発明に関

する情報収集を行う。 

オ 岡山ＴＬＯ、特許庁、ＪＳ

Ｔ及び発明協会等との連携

を活用し、情報収集に努め

た。 

岡山ＴＬＯから専門的意見

聴取 1件 

 

また、岡山県産業振興財団

等の研究機関が行うイベン

ト等において、本学の研究成

果を発信した。 

・ 岡山ＴＬＯ技術シーズ集

に掲載 1件 

・ 第 4回リサーチパーク研

究展示発表会 10 件 

 

［評価時の観点］ 

情報収集した結果を分析

し、本学の有する研究成果の

地域還元方法を検討する必要

がある。（±0） 

２ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（３）国際交流に関する目標 

 

中期

目標 

国際化に対応する人材を育成するため、国際交流協定を締結している外国の大学との間で、学

生や教員の相互派遣等による教育・研究交流を推進する。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― （３）国際交流に関する目標を

達成するためとるべき措

置 

（３）国際交流に関する目標を

達成するためとるべき措

置 

（３）国際交流に関する目標を

達成するためとるべき措置 

-   

 

 

118 ア 看護学科では、中国延辺

大学及び英国バンガー大

学との共同研究を推進す

る。 

ア 

・ 韓国啓明大学校、中国東北

師範大学及び中国延辺大学

との共同研究（2件）を推進

した。また、延辺大学護理学

院の教員 2 名を迎え研究の

推進を図った。 

・ 英国バンガー大学との共同

研究に代わり、リバプールジ

ョンムアーズ大学との研究

を推進した。（教員 3名が来

学、2名が訪問） 

・ 韓国ウソン大学校看護学科

から学術及び学生交流の要

望があり、看護学科から 3

名が訪問し、理事長以下 8

名の来学があった。 

３ 

119 栄養学科では、中国四川

大学及び韓国ウソン大学校

との学術交流の一環とし

て、合同セミナーを四川大

学にて開催するとともに、

積極的に共同研究を行う。

また、四川大学培訓部と

本学大学院の間で個別の学

術交流協定を新たに締結

し、大学院生の受け入れ体

制を整える。 

中国四川大学、韓国ウソン

大学校及び岡山県立大学の

合同セミナーを四川大学で

開催し、3大学の教員及び学

生が英語による口頭発表を

行った。 

また、四川大学培訓部と協

議し、学術交流に関する覚書

を締結すべく、交渉を開始し

た。 

また、四川大学の方定志教

授 及 び ウ ソ ン 大 学 校 の

Ki-Hong Yoon 教授との共同

研究を継続した。 

 

［評価時の観点］ 

栄養学科（研究科専攻）の

国際研究交流事業は、ここ数

年、積極的な活動が行われて

いる。（＋1） 

４ 

120 

ア 国際交流協定を締結し

ている大学との間で、学生

の語学研修及び学生や教

員の幅広い分野での教育

交流、共同研究等を展開す

る。 

保健福祉学科では、交流 保健福祉学科では交流指 ３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

協定校との教員間の共同研

究を展開し、成果を公表す

る。 

定校のうち 5大学（韓国のウ

ソン大学校、群山大学校及び

啓明大学校、また、中国の四

川大学及び東北師範大学）と

それぞれのテーマで共同研

究を進めており、平成 21 年

度は 4件の論文を発表した。

121 情報工学部では、国際交

流協定を締結している大学

からの学生受入について、

平成20年度に策定した選抜

方法により実施する。 

平成 20 年度に策定した海

外からの転学生選抜方法に

より、韓国ウソン大学校から

情報通信工学科に、初めて１

名の転入学生を迎えた。 

３ 

122 デザイン学部では、教育

交流の一環として、引き続

き中国内蒙古大学芸術学院

及び韓国ウソン大学校建築

学部・コンピュータデザイ

ン学部との合同作品展を実

施する。 

国際交流協定を締結する

大学から学生を積極的に受

け入れるとともに、ウソン

大学校建築学部・コンピュ

ータデザイン学部と合同で

教員対象のセミナーを開催

し、学術交流の促進をはか

る。 

中国内蒙古大学芸術学院

から教員が来学し、教員の作

品展および交流を行った。平

成 22 年 3 月の卒業制作展で

は中国内蒙古大学芸術学院

との合同パネル展示を行っ

た。 

韓国ウソン大学校建築学

部・コンピュータデザイン学

部と合同で教員対象のセミ

ナーを22年3月に開催した。

３ 

― イ 交流協定締結校との連

携実績等を検証するとと

もに、新たな学術交流協

定の締結を目指す。 

イ 韓国ウソン大学校との過

去 5 年間の連携実績を考慮

し、平成 22 年 1 月に交流協

定を延長した。 

－  

123 看護学科と保健福祉学科

では、韓国と中国における

新たな大学院間の国際交流

協定の締結を目指す。 

新たな国際交流協定の締

結はなかったが、情報収集を

継続した。 

 

［評価時の観点］ 

計画未達成（△1） 

２ 

― ― ― －  

124 

イ 国際交流協定を締結す

る大学を、東アジアを中心

に拡大することに努める。 

 

○ 国際交流協定締結大学数 

現状（Ｈ18年度） 3大学 

目標（最終年度） 7大学 

デザイン学部では、中国

内蒙古大学芸術学院と国際

学術交流協定を締結し、教

育・学術交流の充実を図る。

中国内蒙古大学芸術学院

との交流協定締結について

は、専門性における共有部分

が薄く、本学の教員及び学生

の反応も消極的なため、共同

研究に至る可能性も低いと

判断した。平成 21 年度の卒

業制作展（合同展示）をもっ

て交流を終了することとし

た。 

 

２ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

［評価時の観点］ 

計画未達成（△1） 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（４）県内の大学間の連携・協力に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

 県内の大学が地元経済界、自治体と連携・協力し、地域の教育・学術研究の充実・発展を図るとと

もに、産学官連携による活力ある人づくり・街づくりに取り組む大学コンソーシアム岡山の活動に参

画する。 

  また、県内の他大学の大学院と連携して、教育・研究を拡充する。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― （４）県内の大学間の連携・協

力に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

（４）県内の大学間の連携・協

力に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 －  

125 県内の大学や研究機関

等と共同事業を行い、地域

社会との連携に努めると

ともに、「大学コンソーシ

アム岡山」が行う、単位互

換制度への授業科目の提

供や、社会人教育（シティ･

カレッジ）への講師派遣等

を行う。 

また、大学院教育の充実

や研究活動の拡充のため、

他大学大学院との連携を

図るための諸協定の締結

を進める。 

大学コンソーシアム岡山

の「吉備創生カレッジ」へ、

社会人にとって有益な講義

科目を提供するとともに、

単位互換制度への授業科目

として、県内大学のニーズ

を考慮しつつ本学の特徴的

な科目を提供する。 

・社会人教育 

大学コンソーシアム岡山

「吉備創生カレッジ」へ 2科

目を提供（講師派遣）した。

前期 「折り紙の世界」 

/伊藤教授(デザイン学部)

後期 「ユネスコ遺産を学

ぶ」/中西(勝)准教授(デザイ

ン学部) 

・単位互換制度の授業提供 

7 科目を提供したが、受講

者はなかった。 

県下全域にわたる大学間

の単位互換制度は、これま

で、岡山市内の少数大学間で

のみ実施されてきた。本学の

場合、地理的に不利な面があ

るが、学生が希望すれば対応

出来るよう、今後も門戸は開

けておくこととした。 

 

［評価時の観点］ 

単位互換制度の授業提供に

ついては、地理的な問題等もあ

るが、受講実績を上げることが

できなかった。（±0） 

２ 

 



 

- 71 - 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心とする機動的な運営体制の構築 

戦略的、機動的な大学運営を行うため、理事長（学長）が、その指導力、統率力を発揮して、

責任ある意思決定を迅速に行い、全学的な業務を的確に遂行するための仕組みを整える。 

また、学部等においても、大学全体としての方針に基づいて、それぞれの教育分野の特性に

も配慮した運営体制を構築する。 

（２）全学的な視点による戦略的な大学運営の仕組みづくりの推進 

理事長（学長）のリーダーシップのもと、法人の目的を達成するため、法人が特に力を入れ

る分野・領域を選定し、競争原理に基づいた効率的な資源配分を行う。 

（３）地域に開かれた大学づくりの推進 

大学の活動内容が広く住民に周知され、住民や地域社会の要請が大学運営に適切に反映され

るよう、大学情報の積極的な提供、外部有識者等が大学運営に参画する仕組みの充実など、地

域に開かれた大学づくりに資する取組を進める。 

（４）評価制度の活用等による業務運営の改善に向けた継続的取組の推進  

各種評価制度や監事による業務監査を活用し、継続的な業務運営の改善を図る。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― Ⅲ 業務運営の改善及び効率

化に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率

化に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

 －  

― １ 運営体制の改善に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

１ 運営体制の改善に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

 －  

― （１）理事長（学長）、学部長

等を中心とする機動的な

運営体制の構築 

（１）理事長（学長）、学部長

等を中心とする機動的な

運営体制の構築 

 －  

126 ア 全学的な経営戦略の確

立 

大学運営は、学内コンセ

ンサスの確保に留意しな

がら理事長（学長）が全学

的な立場でリーダーシッ

プを発揮し、学部の枠を超

えて学内の資源配分計画

を戦略的に策定する。 

ア 全学的な経営戦略の確

立 

・ 平成 20年度からの継続と

し て 、 学 内 を 競 争

(competition) と 協 働

(collaboration)の場と位

置づけ、競争意識をもって

各教員が教育研究活動に取

り組むとともに、異なる専

門分野の協働作業を促進さ

せる戦略（「ＣＣ戦略」と

いう。）の浸透に努める。

・ 学長査定の学内競争研究助

成費の配分に関して、本学

の戦略的研究、特色ある研

究を推進するように重点配

分する。 

・ 教員配置を全学的に管理

し、適正な配置を図る。 

ア 「学長メッセージ」や「教

員と学長との懇談会」を通じ

て、全学的な経営戦略の浸透

を図った。 

1. 運営費交付金の削減が行

われる中で、経費の配分を

見直し、学長査定による学

内競争的研究費（特別研究

費）の拡大等を図った。 

・最先端研究助成費を設置 

※ Ⅱ-１-(３)-ウ-(ｱ)［51］

を参照 

・特別研究費の拡大 

H21 実績 95,800 千円 

 

2. 教育力の向上に係る施策

を推進することを目的に、

「教育力向上支援助成費」

を設置、7件 4,430 千円を

交付した。 

3. 教員配置を全学的に管理

４ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

し、適正な配置を行った。

※ Ⅱ-1-(3)-ア-(ｱ)［41］

Ⅲ-3-(3)-ア［149］を

参照 

 

［評価時の観点］ 

最先端研究助成費や教育力

向上支援事業等、経営戦略に

沿った積極的な対応を行っ

た。（＋1） 

― イ 理事長（学長）補佐体制

等の整備 

イ 理事長（学長）補佐体制

等の整備 

 －  

127 （ｱ）副理事長及び理事に「総

務・財務」、「経営」、

「教育研究」、「産学官

連携」等の担当業務を設

定し権限と責任を明確

化する。また、外部から

の積極的な人材登用に

努める。 

副理事長、理事の業務分

掌と役割を明確にし、権限

と責任を明確化する。ま

た、全学的な方針に基づい

た学内の管理運営を迅速

かつ円滑に行うため、事務

局長（総務・財務）、学生

部長（教育研究）及び地域

共同研究機構長（産学官連

携、外部資金獲得）は、各々

の所掌分野に関して学長

と連携を密にする。 

副理事長及び理事は、平成

19 年度に定めた役割に基づ

き、円滑かつ迅速な業務運営

に努めた。 

また、平成 21 年度から、

理事長（学長）と理事の連携

及び情報の早期共有を目的

に、学内理事会を開催した。

（平成 21年度 22回開催）

３ 

― （ｲ） 理事長がリーダーシッ

プを発揮するため、経

営・企画部門を強化する

など、理事長を支える体

制を整備する。 

― 

※ Ｈ19 年度整備済（企

画広報班設置） 

― －  

128 ウ 学部長の役割 

各学部長は、研究科長を

兼務し、それぞれの教育研

究分野の特性に配慮し、か

つ学部全体の意思決定及

び運営を効率的に行う体

制の構築に努める。 

ウ 学部長は、各種委員会の

委員として大学の意志決定

に参加するとともに、学部

全体にその意志決定を伝

え、了解を得るように努め

る。また、学部内で果たす

べき教育・研究について責

務を総括する。 

ウ 法人化後 3年が経過し、各

学部、各委員会における学部

長の役割が認識されるよう

になってきた。 

ただし、学部学科内への情

報伝達（意思決定）は必ずし

も十分でない場合が見受け

られるが、学内ホームページ

に掲載する「学長メッセー

ジ」で情報伝達の補填を行っ

ている。 

３ 

― （２）全学的な視点による戦略

的な大学運営の仕組みづ

くりの推進 

（２）全学的な視点による戦略

的な大学運営の仕組みづ

くりの推進 

 －  

129 ア 予算等の配分 

全学的、中長期的な視点

に立ち、大学の目標と教育

研究上の重点分野に留意

しつつ、 教育研究の実績

を踏まえて予算や人員の

ア 予算等の配分 

・ 平成21年度以降の本学予算

は、県財政構造改革大綱

2008の影響を受けることと

なるが、その編成に係る基

本方針は従来どおり堅持す

ア 

・ 平成 21年度予算の執行に当

たって、編成方針の考え方を

基本に、経費削減に努めると

ともに、社会情勢等を考慮し

た柔軟な対応（選択と集中に

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

配分を行うシステムを整

備する。 

る。ただし、具体的な予算

案については、社会情勢を

考慮しながら一定の縮減を

行うとともに、実績に基づ

く柔軟な対応を含める。 

・ 教育研究費について大幅な

見直しを行い、学内競争に

よる研究費の充実を図る。

よる。）を行った。 

 

（21年度の主な補正予算） 

1 庁舎の緊急修繕 

120,806 千円 

2 新型インフルエンザ対策 

1,000 千円 

3 ＦＤ活動の推進 

2,227 千円 

4 岡山オルガノン関係事業 

7,329 千円 

5 共同・受託研究の推進 

13,000 千円外 

・ 平成 22年度予算について、

これまでの編成方針を堅持

し、選択と集中による編成を

行った。 

※ 厳しい財務状況の中、

特別研究費（学内競争研

究費）を 21 年度と同額

（90,000 千円）措置し、

研究の推進を図ること

としている。 

130 イ 各種委員会の役割の明

確化 

効率的で実効性のある

委員会を運営するため、各

種委員会を所掌分野に応

じて、役員会、経営審議会、

教育研究審議会のいずれ

かに置き、委員会の役割を

明確にする。 

イ 各種委員会の役割の明

確化 

各種委員会の機能及び構

成員については、実績を見

ながら見直しを行う。 

イ 学生生活支援専門委員会

委員に、学生相談室主任を 1

名加えることとした。（平成

22年度から施行） 

法人化後 3年目となり、当

初設置した各委員会では、そ

の役割が明確になるととも

に、各々に実績を上げてい

る。現時点では、各委員会の

機能及び役割を変更する必

要はないと判断した。 

３ 

131 ウ 教員組織と事務組織と

の連携強化 

機動的な大学運営を行

うため、組織における役割

分担を明確にしながら、教

員組織と事務組織の連携

強化を図る。 

ウ 教員組織と事務職員組織

の連携を図り、業務運営の

改善を図る。 

・ 物品・旅費請求システム運

用体制の整備充実に関する

見直しを行い、教職員の予

算執行等の効率化を目指

す。 

・ 更新した教務システムにつ

いて、業務効率化のための

改良等を検討する。 

ウ 

・ 平成 20年度設置した危機管

理委員会において、新型イン

フルエンザに関する情報分

析及び対応方針を決定し、そ

の方針に沿って、入試委員会

において追試験に向けた具

体的な計画を策定し、実行し

た。 

・ 教員組織と事務職員組織の

効率的な連携を目的に、事務

局内部の事務分掌を見直し

た。（H22 年度から実施。）

・ 物品・旅費請求システムの

改良を行った。 

平成 21 年度の見直しで

は、予算科目単位で複数教員

が予算の共同利用を行える

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

ようにし、予算の効率的な執

行を可能とした。（財務シス

テムの大規模な改良は終了）

・ 教務システムについては、

使い勝手の向上や機能面で

の充実を図るため、所要の改

良を行った。 

 

― （３）地域に開かれた大学づく

りの推進 

（３）地域に開かれた大学づく

りの推進 

 －  

132 ア 大学情報の積極的な提

供 

法人としての経営管理

に関する情報を、様々な広

報媒体を活用し公開を推

進する。 

ア 大学情報の積極的な提

供 

・本学の教員の顕著な教育・

研究活動を、ホームページ

やマスメディアを通じて積

極的に広報する。 

・ 本学の重要なイベント情報

を、マスメディアを通じて

積極的に広報するととも

に、近隣の町内会組織へも

案内する。 

・ 大学概要は、毎年刊行する。

・ 本学と総社市との間の包括

協定に基づき行われる事業

において、本学のＰＲ及び

各種情報の発信を行う。 

・ 附属図書館の一般開放 

平成 21 年度から県民へ

図書の貸出を行う。 

ア 

・ 教員の教育・研究活動につ

いて、これまでどおりホーム

ページやマスメディアを通

じて積極的に広報した。特

に、平成21年度から教育研究

者総覧（教員の教育研究活動

の成果集）のＷeb公開を開始

した。 

・ ＯＰＵフォーラム等の重要

イベント情報を、マスメディ

アを通じて積極的に広報す

るとともに、産学官民等の連

携組織を通じて積極的に案

内した。 

・ 大学概要等情報誌をこれま

でどおり刊行した。 

・ 総社市の広報媒体を通じて、

本学のＰＲ及び各種の情報

を発信した。 

 21年度も総社市広報誌の県

大コーナー（裏表紙全面）を

継続し、タイトルを「岡山県

立大学の人々」と題し、大学

を支える人々の紹介を行っ

た。 

 なお、22年度の県大コーナ

ーの企画に当たっては、総社

市（地域）からの要望を考慮

し、学生が大学で学んだ知識

を地域に還元する「地域のみ

なさんに身近で役立つ情報」

をテーマとすることとした。

・ 附属図書館の利用規程を改

正し、9月から県内居住者等

への図書の貸出を開始した。

学外の利用登録者 255 名

学外への図書貸出件数 

301 件 

 

［評価時の観点］ 

教育研究者総覧のＷeb 公開

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

が遅延した。（△1） 

133 イ 外部有識者等が大学運

営に参画する仕組みの充

実 

大学運営に学外の幅広

い意見を反映させるため、

理事や審議会等の委員に

学外の有識者や専門家を

積極的に登用する。 

イ 外部委員登用による大学

改革の進展を考慮し、各種

会議の運営状況を点検す

る。 

イ 法人の重要な意思決定を

行う役員会、経営審議会及び

教育研究審議会において、学

外委員から幅広い意見を聴

取した。また、学外委員との

連絡調整に努め、効率的な会

議の開催に努めた。 

（学外委員の延出席率） 

役員会 

100％（H20 85.7%） 

経営審議会 

95％（H20 92.9%） 

教育研究審議会 

75%（H20 59.1%） 

 

［評価時の観点］ 

学外委員の出席率向上（＋1） 

３ 

― （４）評価制度の活用等による

業務運営の改善に向けた

継続的取組の推進 

（４）評価制度の活用等による

業務運営の改善に向けた

継続的取組の推進 

 －  

134 ア 自己点検結果並びに認

証評価機関及び地方独立

行政法人評価委員会によ

る評価結果を踏まえ、大学

の組織及び業務全般につ

いて、継続的な見直しを行

う。 

ア 県評価委員会による評

価結果を役員会、経営審議

会、教育研究審議会等にお

いて検討し、必要な業務の

見直しを行う。 

ア 県評価委員会による「平成

20 年度に係る業務実績に関

する評価結果」に改善勧告は

なかったが、裁量労働制の導

入に係る具体的検討が求め

られた。この件については、

教員の個人評価制度の確立

と併せて検討することとし、

平成 22 年度計画に計上し

た。 

※ Ⅲ-3-(1)-ア［140］参照

大学機関別認証評価機関

による現地調査時のフリー

ディスカッションでの意見

及び評価結果の内容に対し

改善を行った。 

※ Ⅱ-1-(2)-ウ-(ｵ)［32］

のシラバス(自主学習ガ

イド充実)の改善 

Ⅴ-1-(2)［177］参照 

３ 

135 イ 監事による法人業務の

監査結果を大学運営に適

切に反映する。 

イ 監事及び会計監査人の

監査結果について、教育研

究審議会、経営審議会及び

役員会において改善策を

検討し、大学運営に適切に

反映する。 

イ 監事及び会計監査人によ

る「平成 20年度監査報告」

において役員会等へ附議す

る案件はなかった。 

また、21 年度中に随時行

われた期中監査においても、

特に指導等はなかった。 

３ 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中期

目標 

教育研究活動が、時代の変化や地域社会の要請に柔軟に対応できるよう自己点検・評価や外部

評価等を踏まえ、教育研究組織を見直すとともに適切な教員配置を行う。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ２ 教育研究組織の見直しに

関する目標を達成するため

とるべき措置 

２ 教育研究組織の見直しに

関する目標を達成するため

とるべき措置 

 －  

136 （１）学内の各教育研究組織

が、十分役割を果たし、地

域社会に貢献できるよう、

あるべき組織の編成や見

直しを継続的に点検・検討

する委員会を機能させる。 

（１）各委員会は、所掌分野の

大学組織を継続的に点検

する。 

（１）総務委員会では、法人化後

の業務運営状況を考慮し、事

務局内部の事務分掌を見直

した。 

３

137 （２）教育研究活動の質的向上

を図り、競争力のある大学

づくりを実現するため、組

織の充実を図る。 

（２）教育研究活動が、時代の

変化や地域社会の要請に

柔軟に対応できるよう、組

織内部の改革を図る。 

（２）教育研究活動を柔軟かつ合

理的に進めることを目的に、

事務局の体制及び事務分掌

を見直した。 

※ Ⅲ-４-(2)［154］を参照

 

また、各学部と事務局（教

学課）が連携し、履修届登録

業務の改善を図った。 

登録期限の到来前に未登録

学生を把握し、呼び出し等に

より適切なアドバイスを与え

る仕組みを機能させた。 

（学部生 60名、院生 36名を支

援した。） 

３

138 （３）全学教育科目に関する教

育活動を円滑かつ有効に

実施するため、全学教育研

究機構の機能の充実を図

る。 

（３）全学教育研究機構及び各

学部において、教授会は教

務専門委員会から要請さ

れた教育課程の編成を遅

滞なく行う。 

（３）次年度教育課程について

は、遅滞なく編成された。 

特に、全学教育研究機構で

は、「全学教育がめざすもの」

に基づく見直しに着手し、

「学部教育への準備」カテゴ

リー内の教育課程の編成を

行なった。 

※Ⅱ-１-(2)-イ-(ｳ)［18］参照

３

139 （４）全学横断的な産学官連携

及び学部間の連携による

研究を推進するため、地域

共同研究機構の機能の充

実を図る。 

（４）学問の専門領域間の連携

強化による研究を推進す

るため、教員は地域共同研

究機構の領域の活動に積

極的に参画する。 

（４）「領域・研究プロジェクト」

では、領域及びプロジェクト

の再編・拡大を行うととも

に、教員の積極的な参画によ

り、アクティブラボでの企業

訪問 30件を実施した。 

実施回数は 20 年度に比べ

て減少したが、産学官連携推

進センターを中心に各学部

３
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

学科教員が連携を強化し、積

極的な活動が行われた。 
（各学部学科連携による活

動実績） 
21 年度 30 件 

（内連携 8 件、27％） 
20 年度 35 件 

（内連携 2 件、6％） 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

３ 人事の適正化に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な制度の構築 

法人の自主的・自律的な運営により教育研究活動や学外での地域貢献活動を活性化させるた

め、非公務員型の特長を十分生かし、柔軟で弾力的な制度を構築する。 

（２）能力・業績等を反映する制度の確立   

教員の能力・業績等が適切に反映される制度を導入することにより、教員の意欲の向上を図

る仕組みを確立し、教員の資質向上、ひいては教育研究の活性化に資する。 

（３）全学的な視点に立ち公正・公平で客観的な制度の構築 

学部の枠を越え、全学的な視点に立った戦略的・効果的な教員人事を行うとともに、公正性、

透明性、客観性が確保される制度を構築する。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ３ 人事の適正化に関する目

標を達成するためとるべき

措置 

３ 人事の適正化に関する目

標を達成するためとるべき

措置 

 －  

― （１）法人化の特徴を生かした

弾力的な制度の構築 

（１）法人化の特徴を生かした

弾力的な制度の構築 

 －  

140 ア 法人の公的な性格を踏

まえて適正な業務運営の

確保を図りつつ、教育研究

活動や地域貢献活動に従

事する教員の職務の特性

を生かすため、裁量労働時

間制や変形労働制等の弾

力的な勤務形態の導入を

検討する。 

ア  勤務時間管理の弾力化

を図るため、教育研究活動

に係る教員の個人評価制

度の検討状況や他大学の

実施状況等を考慮しなが

ら裁量労働制の導入時期

を検討する。 

ア 他大学の勤務時間管理の状

況を調査した。 

裁量労働制の導入について

は、「教員の業績評価とどの

ように連動させるのか」との

課題もあり、本学の場合、一

律に裁量労働時間制を適用す

ることは時期尚早と考える。

 

［評価時の観点］ 

情報収集とともに、21年度は

適用にあたっての条件設定等

の議論を行った。 

（＋1） 

２ 

― イ 多様な知識や経験を有

する教員の交流により教

育研究の活性化が図られ

るよう、任期制教員の範囲

の拡大を図る。 

― 

※ Ｈ19 年度実施済、当

面は実施状況を観察す

る。 

― －  

― ウ 地域貢献活動や産学官

連携活動など、教員による

積極的な学外活動が促進

されるよう、本来の教育研

究業務に支障のない範囲

で、兼職・兼業規制の緩和

を図る。 

― 

※ Ｈ19 年度実施済、当

面は実施状況を観察す

る。 

― －  

141 エ 事務職員については、当

面は県からの派遣職員で

対応するが、民間企業経験

イ 事務職員の今後の採用計

画を策定し、大学事務に精

通した職員の任用を図る。

イ 大学事務経験者を対象とし

て、プロパー職員の採用試験

を実施した。 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

者や大学事務の経験者な

ど、多様な人材を活用する

方策も検討する。 

 

 4 名採用 

 

［評価時の観点］ 

目的を達成（＋1） 

142 オ 男女共同参画社会の実

現に向け、女性教職員の登

用拡大を図るため、女性が

働きやすい勤務形態、勤務

環境の整備に努める。 

ウ 男女共同参画社会の実現

に向け、教職員の研修会派

遣や職場研修を実施する。

ウ ハラスメント相談員を研

修会へ参加させた。 

※ Ⅳ-3-［186］参照 

３ 

― （２）能力・業績等を反映する

制度の確立 

（２）能力・業績等を反映する

制度の確立 

― －  

― ア 教員を対象に、能力・業

績等が適切に反映される

多面的で適正な人事評価

制度を導入する。 

ア 教員を対象に、能力・業

績等が適切に反映される

多面的で適正な人事評価

制度を検討する。 

 －  

143 （ｱ）「目標管理」と「業績

評価」による総合的な評

価とする。 

評価領域は、「教育」、

「研究」、「地域貢献」、

「管理運営」の4つの領

域とし、学生による授

業評価や学外での研修

実績・成果も「業績評

価」に加味する。 

さらに、学部・学科

の特性や教員の役割を

踏まえた適正な人事評

価制度を整備する。 

（ｱ）人事評価のベースとな

る教員の個人評価（平成

20 年度から試行)の見直

しを行うとともに、その

試行を継続する。 

併せて、教員の個人評価

の参考資料となる「教員の

個人評価調査書」の内容に

ついても見直しを行う。 

（ｱ） 教員の個人評価制度の一

部を見直した。 

※ Ⅱ-１-(3)-ｳ-(ｱ)［49］

参照 

３ 

144 （ｲ）公正性・透明性・客観

性を高め、評価に対する

信頼性を確保するため、

不服申立の仕組みを導

入する。 

（ｲ）公正性・透明性・客観

性を高め、評価に対する

信頼性を確保するため、

教員から提出された意見

書(自己主張)の分析結果

を次年度の個人評価に反

映させる。 

（ｲ）平成 20年度個人評価（19

年度業務実績に対する評

価）に際し、教員から意見

書（自己主張）を聴取し、

学長による分析結果を「学

長メッセージ」に適宜掲載

した。その重要部分は平成

22 年度の個人評価の仕方

に反映させることとした。

ただし、自己主張提出者

は毎年減少の傾向にあり、

現個人評価システムが定着

化しつつあることがうかが

える。 

３ 

― イ 教員の意欲の向上を図

るため、能力・業績等が適

切に反映されるシステム

を構築する。 

イ 教員の意欲の向上を図

るため、能力・業績等が適

切に反映されるシステム

を検討する。 

 －  

145 （ｱ）人事評価制度の導入に （ｱ）教員の人事評価制度は、 （ｱ）認証評価現地調査時のフリ ３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

伴い、教員を対象に人事

評価を実施し、その評価

結果を研究費の配分、昇

任等に反映する。 

また、国立大学法人

等の動向を踏まえつ

つ、給料・勤勉手当へ

の反映についても検討

する。 

そのベースとなる教員

の個人評価（現在試行

中）制度の本格導入時期

から実施することとし

ており、これに向けた具

体案を策定する。 

ーディスカッションにおい

て、評価委員から「本学の

評価方法は性急でなく、む

しろそのことが良い。時間

をじっくり掛けて検討する

ことも重要である。」との

意見があった。これらを参

考に、評価結果に対するイ

ンセンティブやペナルティ

等の検討を次年度に行うこ

ととした。 

※ Ⅱ-１-(3)-ｳ-(ｱ)［49］

参照 

 

146 （ｲ）年俸制の導入も視野に

入れた給料構成の検討

など、能力・業績主義の

観点から、給与体系・構

造の見直しを検討する。 

（ｲ）人事評価制度の本格導

入を控えて、他大学の給

与体系等について、調

査・研究を行う。 

（ｲ）年俸制を導入している他大

学について、年俸の構成、

改定方法及び支給方法等に

ついて調査を行ったが、公

表されている情報で有益な

ものは得られていない。 

 

［評価時の観点］ 

他大学の情報よりも本学の

方針が重要であり、今後、その

方向で条件設定を検討する必

要がある。（±0） 

２ 

147 （ｳ）特に優秀な成果を上げ

た教員に対して、法人独

自の表彰を行い、内外に

公表する。 

（ｳ）職員表彰規程により特

に優秀な成果をあげた教

職員の表彰を行い、大学

ホームページ等により内

外に公表する。 

（ｳ）職員表彰規程に基づき、1

組（チームガバナビリティ

育成プログラム推進委員

会）を表彰した。 

 被表彰者は、文部科学省の

大学改革推進事業「現代Ｇ

Ｐ」の採択を受け、平成 18

～20年度にかけて、新たな

教育プログラムの実践に取

り組んだ。 

被表彰者 12名 

（保健福祉学部 10、デザイン

学部 2） 

３ 

148 ウ 事務職員についても能

力・業績等が反映される人

事評価制度を導入する。 

事務職員には、岡山県の

人事評価制度を踏まえつ

つ、勤務意識の向上や能力

の発揮に資する制度を導

入する。 

 

ウ 事務局職員に対して、岡

山県職員の人事評価制度

を導入(試行)し問題点を

精査する。 

ウ 岡山県職員の人事評価制

度を導入(試行)した。 

各人が目標を設定し、その

実現に向け取り組む中で、自

己評価（点検）や上司の評価

を受けることで仕事の効率化

と勤勉意識の向上を図ること

ができた。 

 

［評価時の観点］ 

事務職員の人事評価（試行）

開始（＋1） 

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― （３）全学的な視点に立ち公

正・公平で客観的な制度の

構築 

（３）全学的な視点に立ち公

正・公平で客観的な制度の

構築 

 －  

149 ア 適切な定数管理のもと、

全学的な視点に立って、限

られた人材を戦略的・効果

的に配置する。 

ア 教員採用に関しては、人

事委員会で学長のリーダ

ーシップのもとに、全学的

視点及び中期計画の方針

に沿って教育研究分野を

検討するとともに、適切な

教員配置を実施する。 

ア 教員採用に当たって、全学

的・中期的な視点が定着しつ

つある。公募時において、前

職の専門分野を踏襲すること

なく、学部・学科の将来構想

に合わせて分野変更が論議さ

れるようになった。 

※ Ⅱ-1-(3)-ア-(ｱ)［41］を

参照 

３ 

― イ 教員の人事に関しては、

その公正を期するため、役

員会及び教育研究審議会

において人事に関する方

針及び基準を明確にする。 

 

― 

 

※ 方針・基準は、Ｈ20 ま

でに作成済。 

当面は現状を観察し、Ｈ

23 頃に必要に応じて見直

しを行う。 

― 

 

－  

150 ウ 理事長は、前記イに基づ

き全学的な視点に立った

適正な教員の採用・昇任の

ための選考を行う。 

イ 定められた人事に関す

る方針及び基準に従い、人

事委員会及び教育研究審

議会において、公正な選考

に関する最終意思決定を

行う。そのために、選考委

員会は厳正公平な候補者

の選考と選考資料の提出

に努める。 

イ 人事委員会の審議の中で、

選考委員会に対して、選考の

やり直しや選考資料の再提出

を求めるなどして厳正公平な

候補者の選考に努めた。 

３ 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標 

 

中期

目標 

効率的かつ合理的な事務処理を行うため、事務処理の簡素化、外部委託の活用を含め、事務組織

及び業務等について不断の見直しを行う。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ４ 事務等の効率化、合理化に

関する目標を達成するためと

るべき措置 

４ 事務等の効率化、合理化に

関する目標を達成するため

とるべき措置 

 －  

― （１）業務の見直し （１）業務の見直し  －  

151 ア 外部委託の活用 

外部委託することにより

経費節約が可能な事務につ

いては、外部委託を行い事

務処理の効率化・合理化を

図る。 

ア 外部委託の活用 

効果的・効率的な運営を

行うため、外部委託可能な

業務について継続的に見直

しを行う。 

ア 現時点で実現可能なも

のはなかった。 

 

［評価時の観点］ 

引き続き検討が必要（±0）

２ 

152 イ 業務マニュアルの作成等 

事務処理の効率化・合理

化を図るため、徹底的な事

務処理の見直し、業務マニ

ュアルの作成、情報の共有

化を行う。 

イ 教職員に対し、経理業務

マニュアルの周知に努め、

より適正かつ効率的な予算

執行が行える体制を整備す

る。 

イ 効率的な予算執行が行

えるよう、財務システムの

見直しを行うとともに、経

理業務マニュアルの見直

し及び周知を行った。 

３ 

153 ウ 弾力的な雇用 

繁忙期において、短期雇

用の事務職員を採用するな

ど弾力的な雇用を行い、事

務処理の迅速化・効率化を

図る。 

ウ 弾力的な雇用 

繁忙期において、弾力的

な職員採用を行う。 

ウ 入学試験事務等、想定さ

れる繁忙期においては、

事前に、事務局内部の応

援・協力体制を確保して

いたことから、緊急雇用

等の必要性は生じなかっ

た。 

３ 

154 （２）事務組織の見直し 

簡素で効率的な業務運営

を図るため、事務組織につ

いては継続的に見直しを行

う。 

（２）事務組織の見直し 

簡素で効率的かつ持続可

能な事務組織とするため、

継続的に見直しを行う。 

（２）簡素で効率的な業務運営

を目指し、事務局内部の組

織体制等を見直し、機能的

かつ責任体制の明確なも

のとした。（22 年度から

実施。） 

・ 総務課企画広報班に、

教員研究の推進を目的

に「研究協力グループ」

を設置 

・ その他、総務課総務班

に「施設管理グループ」、

教学課教務班に「入試グ

ループ」を設置 

・ 事務局組織内の事務分

掌を全般的に見直し 

３ 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

１ 自己収入の増加に関する目標 

 

 

中 

期 

目 

標 

（１）学生納付金 

入学金・授業料等の学生納付金は、法人の業務運営における最も基礎的な収入であることを

踏まえ、他大学の動向、社会情勢等を勘案し、適正な料金設定を行う。 

（２）外部研究資金等の獲得 

教育・研究に係る水準のさらなる向上を目指し、外部研究資金等の獲得に努める。 

このため、科学研究費補助金をはじめとする文部科学省及び厚生労働省等の競争的研究資金

への取組や産学官連携・地域連携による共同研究・受託研究への取組等を進め､外部研究資金等

を積極的に導入する。 

（３）その他の自己収入確保 

大学資源の有効活用により、自己収入確保に向けた取組を推進する。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― Ⅳ 財務内容の改善に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

Ⅳ 財務内容の改善に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

 －  

― １ 自己収入の増加に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

１ 自己収入の増加に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

 －  

― （１）学生納付金 （１）学生納付金  －  

155 ア 入学金・授業料等の学

生納付金は、県の認可に

係る上限額の範囲内で、

他大学の動向、法人収支

の状況、社会情勢等を勘

案し、適正な受益者負担

の観点から定期的な見直

しを行う。 

ア 入学金・授業料等の学生

納付金の見直しは、社会情

勢、他の国公立大学の動向

を考慮し適正な時期に検

討する。 

ア 社会経済情勢等から入学

金・授業料等の見直しを行う

状況ではないと判断した。 

３

156 イ 学生納付金の納付につ

いては、コスト（手数料）、

手続の簡便性、安全性、

学生の便宜等の観点から

収納方法の工夫を図る。 

イ 授業料の口座振替制度

の周知に努め、口座振替利

用率の一層の向上を図る。

イ 学生に対し、授業料の講座

振替納付制度について周知を

行い、振替率の向上を図った。

授業料口座振替率 90％

（H19：87％） 

３

― （２）外部研究資金等の獲得 （２）外部研究資金等の獲得  －  

157 ア 外部研究資金獲得のた

め、専門の委員会を毎月

開催し、理事長をトップ 

として、科学研究費補助

金をはじめとする文部科

学省及び厚生労働省等の

競争的研究資金等の獲得

に向けた戦略的取組を強

化する。 

 

○科学研究費補助金応募件数

ア 「社会活動委員会」にお

いて、外部研究資金に関す

る資金獲得の仕組み、学

部・学科の特色に応じた戦

略を検討し、全体として採

択率の向上を目指す。 

また、これまでどおり産

学官連携推進センターか

ら、全教員に対して外部資

金に関する情報提供を行

う。 

ア これまでどおり、教員に対

して「社会活動委員会」にお

ける外部研究資金獲得の奨励

や、産学官連携推進センター

からの外部資金情報の提供を

行った。 

また、文部科学省「科学研

究費補助金」の獲得に向けて、

平成21年度不採択教員を対象

に学長が個別指導を行った。

結果として、22 年度（申請は

３
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

文部科学省の科学研究費

補助金への申請目標を次の

とおりとする。 

21 年 11 月）採択件数は 41 件

となり、これまでで最大とな

った。（新規採択率は 26.7％）

また、21年度においては、

外部研究資金の獲得強化を目

的に、種々の外部研究資金を

総括して取りまとめる事務組

織の新設を検討し、平成 22年

度から運用を開始することと

した。 

 

なお、文部科学省「科学研

究費補助金」申請への 21年度

の取組状況は、項目［158］～

［162］のとおりで、新規申請

への取組は、各学部・学科の

目標数値に対して必ずしも良

好ではなかった。 

 

 

［評価時の観点］ 

科学研究費補助金採択件数の

増加（＋1） 

158 看護学科では、今後は若

手研究者の積極的な取り組

みを支援し、准教授、助教

の科学研究費補助金の申請

率 100%を目指す。 

目標とした准教授、助教

等若手については 62％（准

教授・講師：新規申請 4件、

80.0%、助教・助手：4 件、

50.0%）と未達成に終わっ

た。今後、特に、助教・助

手の取組支援が必要であ

る。 

なお、教授については、4

件（66.7％）となっており、

学科全体では、新規申請者 

12 名（新規申請率 63%）と

なり、20年度実績 8名を大

きく上回った。 

また、申請の活性化とし

て、「科研費申請新規採択

を目指して」というテーマ

でランチョンセミナーを開

催し、申請率の向上に努め

た。 

３

159 栄養学科では、科学研究

費補助金の申請率100％維

持を目指すとともに、採択

率の向上に努める。 

新規申請者 13 名（新規申請

率 93％） 

平成21年度で退官予定の教

員 1 名を除くと、新規申請率

は 100％であった。 

３

160 

（年間） 

現 状   目 標 

(H13-18 平均) (最終年度) 

保健福祉学部 21件 46件以上 

情報工学部  23件 44件以上 

デザイン学部  2件 10件以上 

保健福祉学科では、科学

研究費補助金の申請につい

て、新規申請率70％（平成

新規申請者 14 名（新規申請

率 64％） 

目標について、若干未達成

３
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

20年度 48％）を目指す。 ではあるものの、前年度に比

較すると大幅な向上が見受け

られた。 

その他に、厚生労働省「厚

生労働科学研究費補助金」に

ついて、1件の申請を行った。

なお、文科省及び厚労省の

科研費を合わせた場合の新規

申請率は 68％であった。 

161 情報工学部では、科学研

究費補助金の獲得・拡充の

ために、申請書作成検討会

を複数回実施する。 

また、申請件数につい

て、若手研究者を支援する

とともに、努力目標とし

て、学部全体の新規申請率

を70％（平成20年度 61％）

とする。 

新規申請者 30 名（新規申請

率 61％） 

目標を達成出来なかった。

新規申請率 70％の達成が当

面の課題となっているが、中

期目標達成に向けて更なる努

力が必要とされる。 

 

［評価時の観点］ 

目標未達成（△1） 

２

162 デザイン学部では、科学

研究費補助金の申請につ

いて、教授・准教授を中心

に、各コースの専門分野に

応じ各コース1件以上、全

学教育研究機構兼務教員

を含め、学部全体で8件以

上の申請を目指す。 

また、「平成21年度質の

高い大学教育推進プログ

ラム」事業に、デザインの

実践的教育を主題とした

取組案で応募する。 

新規申請者 5 名（新規申請

率 12％）で目標を達成出来な

かった。 

「平成21年度質の高い大学

教育推進プログラム」事業に

おいて、実践型デザイン力育

成のための連携協働教育を主

題とした取組(案）を申請した

が、結果は不採択であった。

22 年度は別テーマで計画する

こととした。 

※ 「平成 21年度質の高い大

学教育推進プログラム」事

業については、下記［163］

を参照 

 

［評価時の観点］ 

目標未達成（△1） 

２

163 グローバルＣＯＥ及び教

育ＧＰの申請について、平

成 20 年度（平成 19 年度に

申請）の不採択理由を精査

し、学内での準備体制の強

化及び強化のための研究費

助成を実施する。 

文部科学省「大学教育推進

プログラム（教育ＧＰ）」に 2

件応募したが、結果は不採択

に終わった。 

・ 課題探求能力を育む保健福

祉学教育の再構築（保健福

祉学部）」 

・ 実践的デザイン力育成のた

めの連携協働教育（デザイ

ン学部）」 

 

また、「大学院教育改革推

進プログラム（大学院ＧＰ）」

に 1 件応募したが、結果は不

２
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

採択に終わった。 

・ グローバルな視点で食の安

全を守る栄養教育（保健福

祉学研究科栄養学専攻） 

 

平成22年度グローバルＣＯ

Ｅは、文部科学省の事業見直

しにより、新規申請に係るも

のは廃止とされた。 

 

［評価時の観点］ 

目標未達成（これまでに不採

択となった案件の点検が不十

分）（±0） 

164 イ 研究助成金の公募情報

について、きめ細かく周

知を図るなど地域共同研

究機構の機能強化を図

る。 

イ 外部資金公募情報につい

て、産学官連携ネットワー

ク（連携機関や人脈）を活

用し、情報の早期入手及び

学内への早期伝達に努め

る。 

産学官連携推進センター

では、引きつづきメールマ

ガジンの配信や外部競争的

研究資金情報コーナーによ

る情報周知を行うととも

に、個別教員への積極的な

申請支援を行う。 

イ 外部資金公募情報は、情報

の早期入手に努め、学内への

資料配布・メールマガジンで

の配信や、外部競争的研究資

金情報コーナーによる情報周

知を行った。 

同時に、産学官連携推進セ

ンターから関係する教員への

個別の情報提供や、申請書作

成への協力を積極的に行っ

た。 

３

165 ウ 産学官連携をさらに進

め、共同研究・受託研究・

教育研究奨励寄附金の外

部研究資金の獲得をより

一層推進する。 

 

○ 外部研究資金獲得件数

（年間） 

現 状    目 標 

(H13-18 平均) (最終年度) 

共同研究   

17 件  30 件以上 

受託研究   

 7 件  24 件以上 

教育研究奨励寄附金 

19 件  31 件以上 

 

ウ 共同研究等の獲得にお

いて、従来からの産学官連

携ネットワーク（連携機関

や人脈）を活用するととも

に、アクティブラボや技術

相談等においてきめ細か

い対応を行うことにより、

獲得のベースとなる県大

ファンづくりを推進する。

ウ 産学官連携ネットワーク

（連携機関や人脈）の活用や、

アクティブラボ・技術相談等

でのきめ細かな対応で県大フ

ァンづくりを推進し、共同研

究等での外部資金獲得に努め

た。 

その結果、共同研究及び受

託研究は、経済不況下にかか

わらず最終年度の目標件数を

超える実績を得た。 

共同研究  31件（31件）

受託研究  45件（38件）

奨励寄附金 25件（30件）

※（ ）内は20年度実績 

３

166 エ 外部研究資金獲得を促

進するため、資金を獲得

した教員に対し、教育研

究上の優遇措置を付与す

る仕組みを検討する。 

エ 学内競争研究助成費の

査定においては、各教員の

外部研究資金獲得実績を

考慮したものとする。 

エ 外部資金を多く獲得した教

員を対象に「共同研究等獲得

拡大助成費」を交付し、研究

活動を支援した。 

17 件、4,725 千円 

３

― （３）その他の自己収入確保 （３）その他の自己収入確保  －  
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

167 大学の人的、物的、知

的資源の有効活用のも

と、地域社会の要請に対

応した専門分野の有料の

講習会・研究会等を実施

する。 

大学の人的、物的、知的

資源の有効活用のもと、地

域社会の要請に対応した専

門分野の講習会、研究会等

を有料で実施する。 

これまでどおり、介護技術

講習会を有料で開催した。 

なお、21年度では、新たな

講習会の企画・開催には至っ

ていない。公立大学法人とし

ての立場もあるが、何らかの

対応を22年度に検討する必要

がある。 

 

［評価時の観点］ 

新たな企画と、教員及び事務

職員の認識の転換を図る必要が

ある。（△1） 

２

 



 

- 88 - 

 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

２ 資産の管理運用に関する目標 

 

中 

期 

目 

標 

教育・研究の水準の向上の視点に立って、施設の有効かつ効率的な活用に努めるとともに、適正

な維持管理を図る。 

また、地域貢献の一環として、教育・研究に支障のない範囲で、大学施設の地域開放を拡大する。

長期的かつ経営的視点に立った金融資産の効率的・効果的な運用を図る。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ２ 資産の管理運用に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

２ 資産の管理運用に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

 －  

168 （１）大学施設を有効に活用す

るため、施設設備の利活用

状況の調査を定期的に行

い、不十分な状況の場合に

は使用の見直しを行う。 

（１） 岡山県立大学健康・ス

ポーツ推進センター規程

に基づき、地域社会へのス

ポーツ施設提供について

検討する。 

（１）健康・スポーツ推進セン

ターでは、学内スポーツ施

設の有効利用を目的に、「体

育施設貸付要項」を策定し、

地域に開放することとし

た。 

※ Ⅳ-2-(3)［170］参照 

また、施設の有効活用に資

することを目的に、学内施設

の利用状況を調査した。（今

後は定期的に行う。） 

３ 

169 （２）教育研究の水準の向上の

視点に立って、教育研究施

設等の計画的な維持管理、

補修を行う。 

（２）教育研究施設について、

平成19年度に策定した修

繕計画を見直し、緊急性・

重要性を考慮した整備計

画を策定する。 

高額機器については、平

成19年度に策定した整備・

購入計画（平成20～22年）

を見直し、平成22～24年度

の計画を策定する。 

（２）教育研究施設の修繕につ

いて、緊急性・重要性を考

慮し、緊急修繕計画（平成

21～22 年度）を策定した。

平成 21年度は、屋上漏水対

策工事等の大規模修繕を含

め、学内約 100 カ所の修繕

を行った。 

また、教育研究用の高額機

器について、平成 22～24 年

度の整備計画を策定した。 

３ 

170 （３）大学施設は、教育・研究

等大学運営に支障のない

範囲で利用者に応分の負

担を求めつつ、学外への貸

付を行うことを検討する。 

（３）健康・スポーツ推進セン

ターでの本学スポーツ施

設の有効利用と併せて、そ

の貸付基準及び使用料に

ついて検討する。 

・ 体育施設使用取扱要項

（貸付基準）の作成 

・ 講義室、講堂等の使用料

について、光熱費の見直

しによる適正な額の設定

・ 施設の空き日程等に係る

確認方法の検討 

（３）本学の体育施設について、

有効利用を目的に「体育施

設貸付要項」を策定（平成

21年10月1日施行）し、地域

に開放することとした。 

・ 貸付対象者：総社市民等

・ 貸付対象施設：野球場及

びグラウンド（サッカー

場） 

・ 利用者に応分の負担を求

めることとし、利用料金

を設定 

・ 本学行事や学生利用を優

先 

・ 利用状況（H21年10月～22

３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

年3月） 

野球場   4件 

グラウンド  － 

また、講堂等利用時の負担

光熱費について、現状（コス

ト等）を踏まえ、適正な額に

見直した。 

 

［評価時の観点］ 

年度計画による目的を達成

（＋1） 

171 （４）資産運用、資金管理につ

いては、法律で認められた

範囲内での競争原理を活

かした余裕資金の運用を

図るなど、安全性、安定性

等を考慮しつつ、効果的に

行う。 

（４）世界的な経済状況の悪化

が懸念されており、資金の

安全性を最優先に、余裕資

金の効率的な運用を行う。

（４）資金の安全性を考慮して、

余裕資金を定期預金により

運用した。 

３ 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

３ 経費の抑制に関する目標 

 

中期

目標 

自律的な大学運営を行う上で、予算の効率的・弾力的執行により、管理的経費の節減を図る。 

また、教職員一人ひとりのコスト意識の啓発を図る。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ３ 経費の抑制に関する目標

を達成するためとるべき措

置 

３ 経費の抑制に関する目標

を達成するためとるべき措

置 

 －  

172 （１）設備維持管理等の契約期

間の複数年度化や契約の

集約化など、契約方法の弾

力化を通じて、経費を削減

する。 

（１） 経費削減を目的に、契

約期間の複数年度化や契

約の集約化等を可能なも

のから行う。 

（１）体育施設管理業務委託と校

内警備業務委託を一体化し、

経費削減を図った。 

また、電話交換機保守点検

業務を複数年度契約（7年）

とした。 

３ 

173 （２）費用の節減、事務の効率

化が図れる業務に関して

は、簡素化・合理化や外部

委託の拡大を図るなどの

業務改革を行い、効果的・

効率的な運営を行う。 

（２）効果的・効率的な運営を

行うため、業務の簡素化・

合理化や外部委託につい

て検討し、可能なものから

順次行う。 

（２）業務運営の簡素化、合理化

及び外部委託について検討

したが、現時点で該当するも

のはなかった。 

 

［評価時の観点］ 

引き続き検討が必要（±0）

２ 

174 （３）教育研究の水準の維持・

向上に配慮しながら、適切

な規模の教職員配置を実

現するため、組織運営の効

率化、非常勤教職員も含め

た人員配置等について不

断の見直しを行う。 

（３）組織運営の効率化を図る

ため、教職員及び非常勤講

師の配置を検討する。 

（３）これまでどおり、人事委員

会において、学部から提出の

あった教員や非常勤講師の

採用協議について、その配置

の必要性について検討を行

い、承認した。 

３ 

175 （４）経費の効果的・効率的活

用を図るため、教職員に対

し、コスト意識の涵養に取

組む。 

（４）引き続き、中間決算の試

行を行い、本決算の円滑な

実施を図る。 

また、棟別エネルギー使

用量等の公表により、光熱

水費の節減意識の醸成を進

める。 

（４） 

・ 平成21年度の財務会計業務

の実施において、施設設備の

整備・修繕計画の策定、平成

22年度予算の編成等に重点

を置くこととしたため、中間

決算の試行は休止した。 

・ エネルギー使用量（所属ご

との月別使用状況）を部局長

会議で公表し、節約意識を醸

成した。 

 冷房休止日の設定や教職員

の省エネルギー意識の高ま

りもあり、エネルギー使用量

の節減に一定の成果が得ら

れた。 

1,326kL（H20：1.418kL）

 

［評価時の観点］ 

４ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

エネルギー節減の重要性が

教職員によく認識された。 

（＋1） 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

 

中期

目標 

教育研究活動及び業務運営について、大学の自己点検・評価体制を整備し、定期的に自己点検・

評価を実施する。 

また、外部評価を受け、その結果を教育研究活動及び業務運営の改善に活用する。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― Ⅴ 自己点検・評価及び改善

並びに当該情報の提供に

関する目標を達成するた

めとるべき措置 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並

びに当該情報の提供に関す

る目標を達成するためとる

べき措置 

 －  

― １ 評価の充実に関する目

標を達成するためとるべ

き措置 

１ 評価の充実に関する目標

を達成するためとるべき措

置 

 －  

176 （１）大学が教育研究の質的

な充実を図るとともに、

教育研究活動の透明性

を高めるため、運営や教

育・研究活動を自己点

検・評価するシステムと

して、評価委員会を役員

会の下に配置し、定期的

に自己点検・評価を行

う。 

（１）評価委員会における定期

的な自己点検・評価とし

て、教員の個人評価システ

ムの確立と平成23年度の

本格実施に向けて試行を

行う。 

（１）教員の個人評価制度の一部を

見直した。 

※ Ⅱ-１-(3)-ｳ-(ｱ)［49］参照

３ 

177 （２）客観的な評価を行うた

め、認証評価機関による

第三者評価を受ける。 

（２）大学機関別認証評価を次

の日程で受審する。 

Ｈ21年6月 

自己評価書を提出する。

Ｈ21年10～12月 

訪問調査を受ける。 

Ｈ22年 3月 

講評を受ける。 

（評価終了） 

（２）大学機関別認証評価を受審し

たが、その評価結果は次のとお

りであった。 

1. 評価結果 

 岡山県立大学は、大学設置基

準をはじめ関係法令に適合

し、大学評価・学位授与機構

が定める大学評価基準を満た

している。 

2. 主な優れた点（全体で 10 項

目が挙げられたが、その中で

顕著な項目を示す。） 

・ 教員組織の活性化を図るた

め、公募制、任期制、学内

競争的資金、職員表彰、教

員の個人業績評価などを多

面的に実施している。 

・ 卒業生の半数程度が岡山県

内の企業・事業所等に就職

しており、「地域産業の振

興への寄与」を謳った大学

の目的に沿って、地域人材

の確保に貢献している。 

・ 教員の相互授業参観を全学

４ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

的に実施し、実施率や参観

率が非常に高く、詳細な報

告書が作成され、実質的に

機能している。 

3. 改善を要する点（次の 1項目

のみ） 

・ 保健福祉学研究科（博士後

期）の定員充足率が著しく

超過（2.33 倍） 

※ 改善を要する点への対応

状況 

 Ⅱ-１-(1)-イ-(ｱ)-①～③ 

［9～11］を参照 

 

［評価時の観点］ 

十分な結果を得るとともに、指

摘事項に対して早期対応が行え

た。（＋1） 

178 （３）前記（２）の結果を踏

まえた改善策を役員会、

経営審議会、教育研究審

議会等において検討し、

教育研究の質の一層の

向上を図る。 

（３）大学機関別認証評価の結

果(平成22年3月)を基に、

評価委員会で問題点等を

整理し、平成 22年度以降

の自己点検・改善へ向けた

基礎資料を作成する。 

（３）大学機関別認証評価機関によ

る訪問調査（10月）及び最終評

価結果（22 年 3 月 29 日公表）

を基に基礎資料を整理し、対応

可能な事項から平成 22 年度計

画に反映した。 

※ 改善を要する点への対応状況 

Ⅱ-１-(1)-イ-(ｱ)-①～③［9～

11］を参照 

３ 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

２ 情報公開の推進に関する目標 

 

中期

目標 

公立大学法人としての社会に対する説明責任を果たし、大学運営の透明性を確保するため、広

報体制の強化を図り、教育研究活動や業務運営に関する積極的な情報提供に取り組む。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ２ 情報公開の推進に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

２ 情報公開の推進に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

 －  

179 （１）総括的な広報責任者を置

き、全学的視野に立ち戦略

的に広報活動を展開でき

る体制を強化する。 

（１） 広報専門委員会とメデ

ィアコミュニケーション

推進センターが連携を密

にしながら、本学の情報

を効果的にＰＲする。 

（１）受験希望者を対象とする

冊子「大学案内」の企画・

制作を経済性及び迅速性の

観点から、平成 21年度から

メディアコミュニケーショ

ン推進センターが中心に行

うこととした。 

「大学案内 2011」（H22年 6

月発行） 

 

［評価時の観点］ 

21 年度から、大学案内の企

画～作成をメディアコミュニ

ケーション推進センターが行

うこととなったが、初年度の

ため制作担当者の不慣れもあ

り、発行時期が遅延した。 
（△1） 

２ 

180 （２）県民への説明責任を果た

すため、中期目標、中期計

画、年度計画、財務諸表、

評価結果等の情報提供を

ホームページ、冊子等を通

じて積極的に行う。 

（２）本学の法人運営に係る各

種情報の公表に努めると

ともに、公表媒体となるホ

ームページや冊子等の内

容について、継続的な見直

しを行う。 

法人運営に係る情報提供

について、点検・見直しを

行った。 

・ 大学機関別認証評価関係

の項目をホームページに

追加 

・ 各種審議会・委員会の議

事要旨（議事録）の様式

を統一 

３ 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

１ 施設設備の整備に関する目標 

 

中期

目標 

長期的視点に立った施設設備の整備計画を策定し、省エネルギー等にも配慮した整備を推進す

る。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― Ⅵ その他業務運営に関する

重要事項に関する目標を達

成するためとるべき措置 

Ⅵ その他業務運営に関する

重要事項に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 －  

― １ 施設設備の整備に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

１ 施設設備の整備に関する

目標を達成するためとるべ

き措置 

 －  

181 （１）教育研究機能を充実させ

るため、設備の整備や高額

機器の購入については、長

期的な計画を策定し、効率

的に実施する。その際、ユ

ニバーサルデザインに配

慮する。 

（１）Ⅳ－２－(２)のとおり。

 

※ NO.169 

（１）購入計画(H22～H24年度)

を策定した。 

※Ⅳ-2-(2)［169］のとおり

３ 

182 （２）電気通信設備、給排水衛

生設備、空調設備等の更新

時には、省エネルギー効果

の高い設備の導入を行い、

エネルギー使用の効率化

を図る。 

（２）電力及び重油の使用デー

タを学内に定期的に公表

することにより、省エネル

ギー啓発活動に努める。 

また、各棟別の電力使用

料を調査して、学部別の電

力料金を設定する。 

（２）光熱費削減のための方策

（平成 22年度から実施）を

決定した。 

（内容） 

・8月 13 日を理事長が指定

した特別休暇とし、お盆

期間の冷房運転を停止す

る。 

・年間を通じて全ての日曜

日・祝日の空調運転を停

止する。 

・夏季期間の冷房運転を 10

時～16 時 30 分とする。

（当面 8月のみ） 

３ 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

２ 安全衛生管理に関する目標 

 

中期

目標 

教育研究現場での安全を確保し、快適な修学環境・職場環境を形成するために、安全衛生管理

を計画的に行うとともにその体制を確立する 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ２ 安全衛生管理に関する目

標を達成するためとるべき

措置 

２ 安全衛生管理に関する目

標を達成するためとるべき

措置 

 －  

183 （１）労働安全衛生法や消防

法等関係法令を踏まえた

全学的な安全衛生管理体

制を確立・強化する。 

（１）全学的な安全衛生管理体

制のもとで、安全衛生教育

の充実に取り組む。 

（１）衛生委員会等において、教

職員の職場安全衛生管理につ

いて検討した。 

（今後の課題） 

・ 職員の健康障害の防止及

び健康保持の増進に係る

対応（健康診断後の指導方

法等の検討） 

・ 毒物及び劇物保管による

事故等発生時の連絡体制

の検討 

３ 

184 （２）施設設備の定期点検を

確実に実施し、安全に維

持するための全学的な管

理体制を強化する。 

（２）緊急性・安全性等の観点

から適切に施設設備の機

能保全及び維持管理を行

う。 

（２）緊急性・安全性等の観点か

ら、学内施設の整備を行った。

・ 学内案内看板「学内サイン」

を設置した。 

 表示及び配置の標準化を図

るとともに、本学訪問者の動

線に沿って、サインの内容・

向きを企画し、学内 21 箇所

に配置した。 

・ 安全・安心を図るため、外

灯の増設を行った。 

 

また、本学の情報資産の適

正な保護を目的に、情報シス

テムに係る運用方針を定め、

「情報システムの運用及び管

理に関する規程」を制定した。

（平成22年度から運用開始） 

３ 

185 （３）化学物質等の毒物劇物

等の適切な管理及びその

廃棄物の適正な処理を行

う。 

（３）化学物質等の毒物劇物等

の適切な管理等について

啓発活動を実施するとと

もに、教職員による自主点

検に努める。 

（３）化学物質等の毒物劇物等の

適切な管理等について啓発活

動を実施するとともに、教職

員の管理状況の把握を行い、

自主点検に努めた。 

実験室での事故 0件 

（H20：0件） 

３ 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

３ 人権に関する目標 

 

中期

目標 

教職員と学生の人権意識の向上を目指した取組を積極的に実施する。 

 

 
中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 

法人
自己
評価

 

― ３ 人権に関する目標を達成

するためとるべき措置 

３ 人権に関する目標を達成

するためとるべき措置 

 ３  

186 セクシャルハラスメン

ト、アカデミックハラスメ

ント等の人権侵害を防止す

るため、相談、啓発、問題

解決等に全学的に取り組む

体制を整備する。 

人権を所掌する総務委員

会において、教職員を対象と

した人権等に関する研修会

を企画・実施する。 

また、人権侵害と疑念をも

たれるような行為の防止策

及び対処法に取り組む。 

・ ハラスメント相談員をパワ

ーハラスメント防止セミナ

ーへ参加させた。 

・ 県内の大学組織による「岡

山県大学人権・同和教育懇

談会」主催の研修会を学内

で実施した。 

テーマ：「各大学における

人権・同和教育の

取組み状況と課

題」 

対 象： 大学等教員（25

名参加） 

３ 
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Ⅶ 予算、収支計画及び資金計画 

 

※ 財務諸表及び決算報告書を参照 

 

 

 

Ⅷ 短期借入金の限度額 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 
法人
自己
評価

短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

 

該当なし 

 

― 

 

 

 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 
法人
自己
評価

決算において剰余金が発生し

た場合は、教育研究の質の向上

及び組織運営の改善に充てる。 

決算において剰余金が発生し

た場合は、教育研究の質の向上及

び組織運営の改善に充てる。 

 

該当なし 

 

― 

 

 

 

Ⅹ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 
法人
自己
評価

な し な し 該当なし ― 
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XI その他規則で定める事項 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 施 状 況 
法人
自己
評価

１ 施設及び設備に関する計画 

な し 

 

２ 中期目標の期間を超える債

務負担 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法第 40

条第 4項の規定により業務の

財源に充てることができる積

立金の使途 

な し 

 

４ その他法人の業務運営に関

し必要な事項 

な し 

１ 施設及び設備に関する計画 

な し 

 

２ 中期目標の期間を超える債

務負担 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法第 40条

第4項の規定により業務の財源

に充てることができる積立金

の使途 

な し 

 

４ その他法人の業務運営に関

し必要な事項 

な し 

 

該当なし 

 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

該当なし 

 

 

 

該当なし 

 

― 
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４ 平成 21年度の事業年度評価に係る項目別評価結果表 

 
        公立大学法人岡山県立大学自己評価 
     中期計画 最小項目別評価の評点内訳 (B～E) 評 点 大項目 

   項    目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評価 

       
４点 ３点 ２点 １点 

(B～E計)   (G)/(F)   
      (A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) 

4% 78% 18%   100% 
Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上 72 

5  97 23   125 
357  2.9  ④ 

  2% 84% 14%   100% 

  
１教育 44 

1  48 8    57 
164  2.9    

      100%    100% 

    
(1)教育の成果 14 

  14     14 
42  3.0    

      77% 23%   100% 

    
(2)教育内容等 17 

  20 6    26 
72  2.8    

    6% 82% 12%   100% 

    
(3)教育の実施体制等 13 

1  14 2    17 
50  2.9    

    69% 31%   100% 

  
２学生の支援 7 

  9  4    13 
35  2.7    

      70% 30%   100% 

    

(1)学習支援、生活支援、
就職支援等 4 

  7  3    10 
27  2.7    

      100%     100% 

    
(2)経済的支援 1 

  1      1  
3  3.0    

      50% 50%   100% 

    
(3)留学生に対する配慮 2 

  1  1    2  
5  2.5    

    83% 17%   100% 

  
３研究 8 

  10 2    12 
34  2.8    

      78% 22%   100% 

    

(1)研究水準及び研究の
成果等 5 

  7  2    9  
25  2.8    

      100%     100% 

    

(2)研究実施体制等の整
備 3 

  3      3  
9  3.0    

  9% 70% 21%   100% 

  

４地域貢献、産学官連携、国際
交流 13 

4  30 9    43 
124  2.9    

    5% 81% 14%   100% 

    
(1)地域貢献 5 

1  18 3    22 
64  2.9    

    15% 62% 23%   100% 

    
(2)産学官連携の推進 5 

2  8  3    13 
38  2.9    

    14% 57% 29%   100% 

    
(3)国際交流 2 

1  4  2    7  
20  2.9    

        100%   100% 

    

(4)県内の大学間の連
携・協力 1 

    1    1  
2  2.0    

3% 87% 10%   100% 
Ⅲ 業務運営の改善及び効率化 32 

1  25 3    29 
85  2.9  ④ 

  10% 90%     100% 

  
１運営体制の改善 11 

1  9      10 
31  3.1    

    33% 67%     100% 

    

(1)理事長(学長)、学部
長等を中心とする機動
的な運営体制の構築

4 
1  2      3  

10  3.3    

      100%     100% 

    

(2)全学的な視点による
戦略的な大学運営の仕
組みづくりの推進

3 
  3      3  

9  3.0    

      100%     100% 

    

(3)地域に開かれた大学
づくりの推進 2 

  2      2  
6  3.0    

      100%     100% 

    

(4)評価制度の活用等に
よる業務運営の改善に
向けた継続的取組の推

2 
  2      2  

6  3.0    

    100%     100% 

  
２教育研究組織の見直し 4 

  4      4  
12  3.0    

    82% 18%   100% 

  
３人事の適正化      13 

  9  2    11 
31  2.8    



 

- 101 - 

 

        公立大学法人岡山県立大学自己評価 
     中期計画 最小項目別評価の評点内訳 (B～E) 評 点 大項目 

   項    目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評価 

       
４点 ３点 ２点 １点 

(B～E計)   (G)/(F)   
      (A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) 

      67% 33%   100% 

    

(1)法人化の特長を生か
した弾力的な制度の構
築

5 
  2  1    3  

8  2.7    

      83% 17%   100% 

    

(2)能力・業績等を反映
する制度の確立   5 

  5  1    6  
17  2.8    

      100%     100% 

    

(3)全学的な視点に立ち
公正・公平で客観的な制
度の構築 

3 
  2      2  

6  3.0    

    75% 25%   100% 

  
４事務等の効率化、合理化 4 

  3  1    4  
11  2.8    

5% 71% 24%   100% 
Ⅳ 財務内容の改善 15 

1  15 5    21 
59  2.8  ④ 

    69% 31%   100% 

  
１自己収入の増加 7 

  9  4    13 
35  2.7    

      100%     100% 

    
(1)学生納付金 2 

  2      2  
6  3.0    

      70% 30%   100% 

    

(2)外部研究資金等の獲
得 4 

  7  3    10 
27  2.7    

        100%   100% 

    

(3)その他の自己収入確
保 1 

    1    1  
2  2.0    

    100%     100% 

  
２資産の管理運用 4 

  4      4  
12  3.0    

  25% 50% 25%   100% 

  
３経費の抑制 4 

1  2  1    4  
12  3.0    

20% 60% 20%   100% Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該
情報の提供 5 

1  3  1    5  
15  3.0  ④ 

  33% 67%     100% 

  
１評価の充実 3 

1  2      3  
10  3.3    

    50% 50%   100% 

  
２情報公開の推進 2 

  1  1    2  
5  2.5    

  100%     100% 
Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 6 

  6      6  
18  3.0  ④ 

    100%     100% 

  
１施設設備の整備 2 

  2      2  
6  3.0    

    100%     100% 

  
２安全衛生管理 3 

  3      3  
9  3.0    

    100%     100% 

  
３人権 1 

  1      1  
3  3.0    

                        

4% 79% 17%   100% 
合  計 130 

8  146 32   186 
534  2.9    

 ※２段表示：上段（構成割合％）、下段（個数）を表している。       
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別紙 

予算、収支計画及び資金計画 

 

１ 予算 

（単位：百万円） 

 

区      分 

 

 

予算額 

 

 

決算額 

 

差 額 

 

(決算－予算） 

 

  収入 

    運営費交付金 

  自己収入 

   授業料及び入学金検定料収入 

      雑収入 

  受託研究等収入及び寄附金収入 

  目的積立金取崩 

 
              計 

 

２，１２２

１，１１２

    １，０７５

３７

        ８１

         ５６

       

３，３７１

 

 
２，１２２ 

   １，１７８ 

   １，１２３ 

       ５５ 

        ９２ 

            ０ 

     

   ３，３９２ 

 

０

       ６６

         ４８

       １８

         １１

      △５６

  ２１

 

 支出 

  教育研究経費 

  人件費 

  一般管理費 

  受託研究等経費及び寄附金事業費等 

 

       計 

 

 

７６９

  ２，１７１

      ３５０

        ８１

  
 ３，３７１

 

 

 
７２８ 

   ２，０５８ 

       ４６５ 

        ８９ 

 

   ３，３４０ 

 

 

△４１

     △１１３

         １１５

         ８
 

     △３１
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２ 収支計画 

（単位：百万円） 

 

区      分 

 

 

予算額 

 

 

決算額 

 

差 額 

 

(決算－予算） 

 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究等経費 

      寄附金経費 

   役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

    受託研究等収益 

  寄附金収益 

  補助金等収益 
  財務収益 

  雑益 

    資産見返負債戻入 

   資産見返運営費交付金等戻入 

   資産見返寄附金戻入  
   資産見返補助金等戻入 
     資産見返物品受贈額戻入 

 臨時利益 

 目的積立金取崩 

純利益 

総利益 

 

 

 ３，４４６

  ３，４４６

  ３，０１１

    ７７３

    ６７

       －

    ２９

 １，８０４

     ３３８

    ３２７

      －
      －
    １０８

          －
 

 ３，４４６

 ３，３９０

 ２，０９０

      ９２６

      １０６

       ４３

       ６８

       １４

          －
       ２

       ３５

      １０６

４５

        ２
         －

５９

－

         ５６

－

          －
 

 

   ３，３１５ 

   ３，３１５ 

   ２，９６８ 

      ８１７ 

         ６４ 

           － 

         ２９ 

   １，７０６ 

       ３５２ 

       ２１３ 

           ２ 

           － 

         １３２ 

 
 

   ３，３３５ 

   ３，３３５ 

   １，９１２ 

       ９７４ 

       １１６ 

         ５６ 

        ７７ 

         １６ 

           ６ 

         １ 

         ４５ 

      １，３２６

２ 

３ 
    １ 

６６ 

 

       ０ 

       ２０ 

           ２０ 

△１３１

△１３１

△４３

４４

△３

－

０

△９８

１４

△１１４

２

－

２４

△１１１

△５５

△１７８

４８

１０

１３

９

２

６

△１

１０

２６

１７

１

１

７

△５６

２０

２０

 

 注)費用の部「寄附金経費」は、教育研究経費の決算額に含めて計上しています。 
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３ 資金計画 

（単位：百万円） 

 

区      分 

 

 

予算額 

 

 

決算額 

 

差 額 

 

(決算－予算） 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

    その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

   

 

 

 ３，８４９

 ３，３３９

     ３２

         －
     ４７８

 

 ３，８４９

  ３，３１３

２，１２２

 １，０７５

      ６７

      １４

     ３５

         －
         ２
      ５３４

 

 

 

   ４，５０８ 

   ３，２１８ 

       ６７８ 

           １８ 
       ５９４ 

 

   ４，５０８ 

   ３，４０２ 

   ２，１２２ 

   １，１２３ 

         ７９ 

           １６ 
６２ 

         ２１３ 

           － 

         ８９３ 

 

 

 

６５９

△１２１

６４６

１８

１１６

   ６５９

８９

０

４８

１２

２

２７

２１３

△２

３５９

 


